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まえがき

　本報告書は文部省科学研究費一般研究（C）（2）の交付を受けて平成8年度～平成10年

度にかけて行った、機械産業、ニット産業、金属雑貨産業の各産地の企業を対象とした調

査研究の報告書である。各産地の工業組合や商工会議所および市町村の商工部・課の担当

者の方々には調査の便宜を図っていただき、また調査対象企業の経営者・担当者には聞き

取り調査や質問紙調査に多くの時間を割いたいただいたことをここに感謝する次第であ

る。
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第一章　調査の目的と概要

1　調査の目的

　この研究は、文部省科学研究費の交付を受けて実施した「産地におけるフレキシビリテ

ィとインフォーマリティ」の調査結果を理論的に検討したものである。

　私はこれまで20年近く燕産地の銅器、鎗、金属洋食器などの産業を支えた職人、製造

家、問屋などの共同主観的世界を内側の視点から描き続けてきた。そして、近年盛んにな

っているフレキシブル・死スペシャライゼイション論を巡ってなされた多くの論争とそれら

を支えた産地に関する多くの調査研究を検討し、燕産地のデータに基づき「地場産地にお

ける持続と転換」「産地における生存戦略とインフォーマルな労働」「産地における競争

と協同」などの論文を書いてきた。本研究ではその延長線上として、機械工業やニット工

業の諸産地と比較し、金属雑貨工業の産地たる燕を外側から見直す作業を行った。

　その際、フレキシブル・スペシャライゼイション論が日本の産地において当てはまるか

か否かという視点から調査の枠組みを立てた。A．J．PMlimore（1989）はAPoon（1988）に倣っ

て、フレキシブル・スペシャライゼイションをフォーディズムに対比させ、表1－1のよ

うな10の特徴をもっ生産システムであるとしている。

表1－1　フォーディズムとフレキシブル・スペシャライゼイションの比較

フォーディズム　　　　　　　柔軟な特化

1　生産概念　　　　大量生産；生産過程内の固定　　柔軟な特化／柔軟な自動化；

　　　　　　　　　　資本と労働生産性による経済　　生産過程間および流通内の流動

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資本の生産性による経済

2　技術　　　　　　特定の目的に応じて作られた　　汎用目的の、また適応性の高い

　　　　　　　　　　専用機。　　　　　　　　　　　機械装置。

　　　　　　　　　　研究・開発。　　　　　　　　　デザイン重視。

3　製品　　　　　　限られた種類の標準的製品。　　専門化、生産の多様化、ニッチ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市場。

4　投入　　　　　　原材料・エネルギー集約的。　　原材料・エネルギー節約的。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報集約的。

5　労働過程と熟練　細分化された標準的な課業。　　状況に応じて変化する課業。

　　　　　　　　　　頭脳労働と肉体労働の厳格な　　頭脳労働と肉体労働の統合。

　　　　　　　　　　分離。半熟練工　　　　　　　　多能工。
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6　給与システム　　職種給。　　　　　　　　　　属人給。インフォーマルな

　　　　　　　　　　形式化された賃金交渉。　　　　賃金決定メカニズム1

7　組織と経営　　　経営ヒエラルキー。集中化。　　より水平的なヒエラルキー。

　　　　　　　　　複数事業部制。　　　　　　　　生産の分散；ネットワーク、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フランチャイズ、外注の利用。

8　市場と顧客　　　製造業者の小売業者や顧客に　　小売業者の優位。顧客と製造　　　・

　　　　　　　　　　対する優位。一方的関係。大　　業者との双方向的関係。製品

　　　　　　　　　　量宣伝。　　　　　　　　　　　　よりも企業の宣伝。　　　ノ

9　サプライヤー　　独立関係。万一に備えた在庫　　双方向的関係。ジャストイン

　　　　　　　　　　の保有。　　　　　　　　　　　タイム。

10　競争戦略　　　生産キャパの完全活用とコス　　イノベーションによる競争。

　　　　　　　　　　ト削減による競争。過剰生産　　市況下向に対する、多様化、

　　　　　　　　　過剰在庫。値下げ。　　　　　　イノベーション、外注化、レ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イオフによる対応。

　私は、なかでも、機械装置のMRI化がフレキシブル・スペシャライゼイションを追求

するものなのか、それとも合理化を追求するものなのか？また、MRI化によって、労働…

者の熟練は細分化・下落化したのかそれとも多能化・豊富化したのか？そしてMRI化を

追求する経営者達はいかなるアントレプレヌールシップを示すのか？に論点を絞り、新し

く展開されっっある生産システムの基本的性格を捉えたいと考え、付録に示したような調

査票を設計した。

2　調査対象と調査法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

　調査対象は以下の産業の中小企業である。

　①機械工業にっいては長野県坂城町、同上田市、新潟県長岡市、同燕市、東京都大田

区の機械工業（一般機械、工作機械、および運送機械および機械要素のメーカー、加工業

者に限定し、電気機械のメーカーは省いた）。

　②ニット工業にっいては新潟県五泉市、見附市、加茂市、栃尾市、東京都、福島県、

愛知県の外衣ニット製品製造業・加工業。

　③金属雑貨工業にっいては新潟県燕市の洋食器および器物製造業。

　機械工業については、商工会議所の名鑑およびそれに準ずる名簿、すなわち「TECHNO

HEART　SAKAKI企業ガイド」「上田商工会議所　商工名簿96」一「’96っばめ商工フ

ァイル」「大田区企業アクセスデータ」（平成5年）の該当企業全社を対象とした。

　ニット工業にっいては、工業組合名簿およびそれに準じる名簿、すなわち加茂市と栃尾

市については「平成7年新潟県繊維産業工場名鑑」、五泉市にっいては「五泉商工会議所
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会員名簿」、見附市については「見附商工会議所商工名鑑」、東京横編については「東京

横編ニット工業組合　組合員名簿」、東京丸編にっいては「TKF組合員名簿’96」、福

島の保原、霊山、伊達地方と愛知県岡崎、名古屋、一宮地方についてはセンイジャーナル

社rl996全国ニット製造業者要覧」の外衣ニット業者（外衣が主な製品ならば肌着、靴

下製造あるいは編立業を合わせて行っている企業も含む）を対象とした。

　金属雑貨工業にっいては「’96つばめ商工ファイル」の洋食器および器物製造業者を

対象とした。

　商工会議所加入業者のほうが工業組合組合員よりも自営業者・零細業者を含む確率が高

くその分、対象企業および回答企業が規模の小さな層に偏る。また、センイジャーナル社

の要覧は事業規模が大きな企業に偏っている。そのため、ニット工業は若干、企業規模の

大きな層を過大に代表している点を考慮しなければならない。

　いずれも対象業の全数調査である。調査方法は郵送調査法で、機械工業の坂城、上田、

長岡、燕にっいては平成8年10月～ll月、機械工業の大田区については平成9年2月～3

月、ニット工業と金属雑貨工業にっいては平成9年10月～ll月に実施した。

　表1－2は調査票発送数、返送数、有効回答数を産地別にみたものである。福島、愛知

の有効回答率が高いのは調査対象が企業規模の大きな事業所に限られているためであると

思われる。

　　　表1－2．業種別・産地別調査対象企業数および有効回答数

　　　　　　　発送数　　　　返送数　　　有効回答数　　　有効回答率

坂城　　　　　　93　　　　　16　　　　　15　　　　　　16」％

上田　　　　　87　　　　　14　　　　　14　　　　　　16．1

長岡　　　　　　78　　　　　　7　　　　　　7　　　　　　8．9
燕　　　　　　　　　　　　　79　　　　　　　　　　　11　　　　　　　　　　　11　　　　　　　　　　　　　　13．9

大田　　　　　352　　　　　64　　　　　63　　　　　　17．9

機械産業小計　　689　　　　　112　　　　　　110　　　　　　　15．9

五泉　　　　　316　　　　　22　　　　　21　　　　　　6．7

見附　　　　　　52　　　　　　3　　　　　　3　　　　　　　5．8

加茂　　　　　　B　　　　　　3　　　　　　3　　　　　　23．1

栃尾　　　　　　ll　　　　　　3　　　　　　3　　　　　　　27．3

東京横編み　　　207　　　　　　31　　　　　30　　　　　　　14．5

東京ファッション　　205　　　　　32　　　　　28　　　　　　13．7

福島　　　　　　28　　　　　10　　　　　10　　　　　　35．7
愛矢0　　　　　　　　　　　44　　　　　　　　　　　12　　　　　　　　　　　12　　　　　　　　　　　　　27．3

ニット産業小計　　876　　　　　116　　　　　UO　　　　　　I2．6

燕洋食器　　　　218　　　　　　27　　　　　　27　　　　　　　12．4

燕器物　　　　　195　　　　　　15　　　　　　14　　　　　　　7．2

金属雑貨小計　413　　　　　　42　　　　　　41　　　　　　　9．9

合計　　　　　1978　　　　　270　　　　　261　　　　　　13．2
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第二章　産地とその類型

1　産地とはなにか

（1）　マーシャル型産地の特性

　A．Marsha11（1919）はシェフィールドやゾーリンゲンなどの産地（indus往ial　dis頃cts）の特

徴として、①特化した小企業の自動的な組織化、②外部経済、③建設的な協同、そ

して④　産業上の雰囲気を挙げている。

　特化した小企業の自動的な組織化については次のようにいう。

　「ランカシャーには主として自動的に集中された組織の現代のおそらく最良の例が見ら

れるであろう。自然は、ランカシャーの地に海と石炭と鉄に対して容易に接近できる条件

と、さらには大規模な綿織物業にいちじるしく適した気候を与えた。そのうえに住民の性

格は彼らを機械工業の発展に適した存在とした。このようにして織物機械とくに綿織物機

械の製造業者と使用者たちは、一個の合成企業に百万人を超える人間が集中的に努力する

ことによって始めて達成できるような利益のほとんどすべてを、そのような工場において

必要とされる煩雑な組織の網の目を作り上げることなしに獲得している。…

　カルテルないしはその他の生産者の提携によってもたらすことができる、販売とは区別

された生産における経済の主要なものは、各々の企業がその設備をある狭い範囲の仕事に

専門化し、いかなる設備もほとんど中断なしに運転を続けることができるように、同一部

門の生産物のさまざまな品種ごとに需要を配分することから生ずる経済である。しかもこ

のような専門化は、ランカシャーの綿織物業においては、そのような意識的な努力なしに

徹底的に行われている。とくに、中位の規模の多数の独立企業の手に主としておかれてい

る部門においてはそうである。」（訳書3巻、270～271頁）

　そして、こうした垂直的分散型生産ネットワークに含まれる個々の企業は外部経済を活

用できるという。

　「一っ一っの企業は小規模であった。それらは大規模生産のもたらす経済の多くを利用

することができたが、それらの経済は、企業にとっては外部的であって、その地域全体に

共通のものであった。

　長い年月にわたって、産業上の指導的地位は、このような外部経済が豊かに得られる特

殊化された熟練の中心地の数と広さに、主として依存していた。」（訳書1巻、219頁）

　そして、こうした産地には単なる価格統制のための連合や所有の合体といった金銭的な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ
繋がりを超えた建設的な協同が生まれるとする。そうした例の一つとして挙げられている

イギリスの陶器製造業者の連合は次のような協同を行っていたとする。

「望ましい場合には、会員の利益のために原材料と備品の品質、・供給、購買および統制に
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関する諸問題を取り扱うこと。輸送の費用や条件に関わるあらゆる問題を取り扱うこと。

輸出貿易の拡張を容易にする手段を考えること。工芸技術と陶器学校の意匠科のより密接、

な協同を生み出すこと。この産業に関する一般的な宣伝を促進し、広告を引き受けること。

この産業の一般的な利用と進歩のための改良、発明および特許を奨励し、活用すること。

より経済的な生産に関する原価計算を含むあらゆる問題を取り扱うこと。この産業に影響

を及ぼす全国的ならびに地方的立法に注意すること。…　　また、このような複雑な産業

において始終起こってくる技術上の諸困難を克服するために会員に援助を与える専門家を

任命すること。構成員の一般的利益のために特許権、秘密の工程、その改良を買収し、実

地に試み、開発する権限をもつこと。」（訳書3巻、274～275頁）

　こうした協同が長く続けば当然産業の伝統が生まれてくる。こうした産業上の「雰囲気」

にっいては次のようにいっている。

　「シェフィールドやゾーリンゲンのような地域のもっ産業上の雰囲気に由来する特殊な

産業における指導的地位は、技術の不断の変化を考える場合に予想されるよりも、強い生

命力を示している。その説明の幾分かは特殊な熟練の確立されている中心地は、特に妨害

的な同業組合や労働組合に支配されているのではないかぎり、仕事に影響を及ぼす何らか

の新機軸を一般に迅速に利用できる事実に見いだすことができる。…　　人間は一般に一

っの機械から他の機械に容易に移ることができるが、材料を手で扱うことはしばしば精巧

な熟練を必要とし、中年以降には容易に獲得できないことは記憶されるべきである。後者

は、特殊な産業上の雰囲気の特徴をなすものである。それゆえに、条件の変化しっっある

産業においては、わずかの頑固さと、癩惰が古い産業の本拠地を破壊させることがあり得

るにもかかわらず、また新しい供給源の開発や販売のための新市場の開発が古い地域が過

去から引き継いだ力を急速に打ち破ることがあるにもかかわらず、歴史の示すところによ

れば、特殊化された産業の強力な中心地は、しばしば多くの新しい機敏な精力を引き寄せ

ることによって、その土地に生まれた精力を補強し、その優位を拡大し、維持するもので

ある。」（訳書2巻、138～139頁）

　そして産業上の雰囲気＝伝統は、技術とは異なって容易に移転することができないとし

た。これは、FPyke＆WSengenberger（1990）のいう産地を支える社会的・制度的側面や地

域の価値システムと同等であるといえよう。

　なぜこのように長々とA．M田shal1（1919）を引用したのかといえば、フレキシブル・スペ

シャライゼイション論の産地の捉え方はほぼマーシャルの論理に負っていることを示さん

がためである。

　EPyke＆WSengenberger（1990）では、産地の特徴を、

　①専門知識と熟練の蓄積から生じるフレキシブルな生産飽力

　②分業に基づく有機的連帯

　③分散的生産システムの全体としての規模の経済の達成

　④同業種企業間の競争と異業種企業間の協同

を挙げている。ここで①は産業上の雰囲気に対応しており、②と④は建設的協同に対応し
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ており、③は特化した小企業の自動的な組織化に対応している。

（2）　産地の定義と類型

　Fpyke＆WSengenberger（1990）は産地を「同種の生産物の生産の様々な工程に、様々な

仕方で関わっている多数の小零細企業が地域的に集積して形成している生産システム」と

した。そして、産地の例として、セラミック・タイルのサスオーロ、杭毛織布のプラト、

靴のモンテクラナーロ、機械のチェント、木製家具のノガーラ、玩具のカンネット・スル

・オーリョ、などを挙げ、こうした生産システムには

　①企業家精神・能力の広範な存在

　②フレキシビリティ

　③地域の合意や共通の価値の存在

　④熟練の地域的蓄積

などの共通の特徴があるとした。

　GBeca賃hli（1990）は産地を「ある自然的および歴史的に境界づけられた地域内に人々の

共同体と企業群とが活動的に存在する社会的・地域的実体」とした。そして、経済地域一

般ではなく、工業地域であり、サプライヤーや顧客との間に恒久的なネットワークがあり、

人々の物の見方や価値観が等質的な地域社会であり、企業群が垂直的分散型の生産システ

ムを形成し、補助産業や関連産業も集積しているとした。

　日本では「地場産業」という概念があり、清成（1976）は「特定の地域に集中的に立地し、

地域的な企業集団である産地を形成し、産地の内部に社会的分業が展開していることが多

い。在来産業あるいは在来化した外来産業から発展したものが多く、伝統的に経営資源が

蓄積されてきた消費財の特産品工業である。そして、全国市場ないしは外国市場を対象と

している」と定義している。これは、地域産業や大企業生産関連中小企業と対比した捉え

方である。しかし、最終消費財だけでなく、資本財、中間品の生産を行っている中小企業

の地域的累積をも同時に比較したいので、清成の定義にとらわれず産地の最低限の要件と

しては、垂直的に分散した生産システムの一翼を担っている中小企業が集積している点を

挙げたい。そして、その場合も、山崎や川喜多（1990）が指摘するように産地の中で生産が

完結しているとは限らず、また垂直的に統合した企業が産地の中に存在することもあるこ

とを認めなければならない。しかし、生産工程のある段階に特化し産地内の他企業と生産

ネットワークを組むことではじめて、外部経済の利益を享受することができるわけである

から、そうした垂直的に分散した生産システムが全く存在しない場合には特産品が存在し

ても産地として取り上げる意味はないといえる。我々がマーシャルの古い議論から出発し

たもう一っの理由がこれである。産地とは「同一産業の異工程に特化した中小企業群が特

定の品目の一定の数量の受注に対応して生産ネットワークを組み、そうした生産ネットワ

ークが多数集積することで全体として有機的に連関する垂直的に分散した生産システムを

形成している地域」と定義しておく。これはほぼF．Pyke＆WSengenberger（1990）の定義

と等しく、AMarshall（1919）の特化した小企業の自動的な組織化と外部経済の要件に対応

する。そして、共同体や伝統の存在それ自体は産地の要件とは考えないということだ。言

い換えると、共同体化している産地もあればそうでない産地もあるということだ。こうし
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た定義によれば、大田区の機械工業地域や坂城・上田の機械工業地域も燕や五泉同様に産

地として捉えることができる。

　さて、こうした産地の定義を前提として、次ぎに産地の類型に関する議論をみてみよう6

S．Bnlsco（1990）はイタリアの産地の歴史から、四つの時期を代表する小企業モデルを設定

している。

　①　伝統的職人モデル；1950～60年代初頭の衣服産業、パスタ製造業、鍛冶屋、大工

などの業種で見られた局地的市場圏向けの産地。徒弟制による熟練陶冶、労働集約的な技

術、低い賃金水準、不完全競争などを特徴とする。ルッツの描いた世界。

　②従属的下請けモデル；1960年代末以降大企業の分散戦略により大企業の工場周辺

に存在した小企業が下請けに編入されていった。大企業は最終市場向け製品を生産し、中

小企業が部品やコンポネントなどの中間製品の生産を行った。多くの小企業は低技術・低

賃金を特徴としていたが、高技術・高効率の小企業も現れだした。パーチやグラッチアー

二の描いた世界。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③　1号産地；1970年代半ば以降に成長した産地。カルビやプラトの繊維・ニット産

地、ブリアンツァやカッシー二の家具産地、ビジェバノやプーリアの履き物産地、ボロー

ニャの包装機械産地など。産地内に最終製品製造業から部品加工業、関連専門企業まで揃

っており、高い技術水準とほどほどの賃金水準、競争と協同のバランスが見られる。ベカ

ッティー二やバニャスコの描いた第三イタリアの世界。

　④　II号産地；1980年代から見られるようになった産地の新しい動き。各国の関税障

壁や入札制度、あるいは流行の最新の動向など、小企業が単独では入手しにくい情報を収

集し提供するサービスセンターをもっに至った産地。

　またV．Cappechi（1990）は産地と都市工業サブシステムを区別した。産地の要件として、

　①フレキシブルな生産が可能である（顧客の要求する製品の全てを作れる）

　②一定地域内に多数の小零細企業が集積している

　③最終製品を作っている企業も部品加工をしている企業も存在している

　④　製造販売業者と下請加工業者の区別は流動的である（キャパ以上の注文を受け同種

　　企業に外注する＝稼働能力下請の仕組みが存在する）

　⑤競争と共同の混在

　⑥地域が小さく特定の製品に特化している

　⑦生産システムと地域の社会システム・政治システムとの結合が強い

を挙げ、①～⑤は満たすが、⑥、⑦を欠いている場合を都市工業サブシステムと呼んだ。

産地の例としてはニットのカルビやセラミック・タイルのサスオーロを挙げ、都市工業サ

ブシステムの例としては包装機械のボローニャ（ボローニャにはその他に工作機械、農業

機械、運輸機械、電気機械などのサブシステムが存在する）を挙げている。

　由崎は地揚産地の類型設定の次元として、

　①伝統型（特産品が近世以前から存在している）一現代型（産地形成が明治以降であ

　　　　る）、

　②輸出型（輸出比率が10％以上の産地）一内需型

　③都市型（大都市に立地している）一地方型（地方小都市、農村地帯に立地している）

　④社会的分業型（産地内に社会的分業が存在するもの）一工場一貫生産型
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　⑤産地完結型（製品の企画、生産、販売、仕入、金融などの経済的、経営的機能のす

　　ぺてを産地内の企業群がまかなっているもの）一非産地完結型

の五次元を挙げている。

　フレキシブル・スペシャライゼイションの是非を論じた様々な産地の実証的研究のなか

で特に問題とされた次元は二っあるように思われる。一っは、イノベーションカの有無に

代表される産地企業家のアントレプレヌールシップである。今一っは、産地の共同体性を

示す社会的・文化的統合度である。後者はカペッキの産地と都市工業サブシステムの区分

と重なるところが多い。この二っの次元でそれぞれの論者が描いた産地モデルは次の四っ

の類型に分けられよう。

　①共同体的で刷新的な産地モデル；セイブルのフレキシブル・スペシャライゼイショ

　　ンモデル。ブルスコのエミリア・モデル

　②アソシエーショナルで刷新的な産地モデル；ブルらの戦略的ネットワークモデル。

　③共同体的で伝統的な産地モデル；バーガーの伝統部門モデル。

　④アソシエーショナルで伝統的な産地モデル；レイザーソンのインフォーマル・モデ

　　ノレ

この何れのモデルが実際をよりよく表現しているかは産地ごとに、また調査された時期ご

とに異なるといえ、何れもが産地のある面を誇張していることは否めない。また、どうい

った文脈の中で何と比較して論じるかで見えてくる側面が異なることがある。

2　調査対象とした産地の概要と類型

（1）　産地の歴史的背景

　産地形成の経緯から、産地の類型を考える場合に、まず山崎の分類のように、伝統産業

から展開した産地と近代以降産業が興されたり移植された産地とを分ける必要がある。

　伝統産業展開型には、燕、五泉、見附、加茂、栃尾、尾張、三河などの産地がある。燕

は近世にすでに和釘の産地でありその明治初頭に銅器・鎗・煙管が主力になり、昭和初期

に洋食器戦後昭和30年代から器物が併存する金属雑貨の総合産地となっている。五泉、

見附、加茂、栃尾、尾張、三河はそれぞれ近世に絹または綿織物産地として成立しており、

昭和30年代からニット生産が本格化し、40年代の構造改善政策でニットへの転換が進ん

だ産地である。。

　近代産業移植型は既に伝統産業があったもののそれとは異なる産業が近代以降移植され

た場合と、伝統産業が存在しなかった地域に近代的な工業が移植された場合がある。何れ

にせよ、移植の時期が重要で、次の下位類型に分けることが分かりやすいだろう。

①殖産興業・士族授産型；墨田、台東地域の莫大小工業などのように士族授産政策に

　　より興った産地。石油掘削業の機械部門が明治期に独立し鉄工業や工作機械などの関

　　連産業が発達した長岡産地もこの例である。長岡ではテクポリ構想が進められ今後は

　　⑥タイプの産地へと転換していくと思われる。　　　　　　　’

②大正期スプロール型；大正期の大都市の周辺市町村へ都市工場が溢れ出て形成され

　　た産地。大田区の機械工業産地がその例である。
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　③戦時疎開型；戦時体制下に東京などから疎開してきた工場がその後従業員を独立開

　　業させ多くの中小企業群が育った地域。養蚕・製糸業の中心地であった坂城・上田は

　　昭和16年ごろから疎開企業が進出し戦後そこから有糸分裂的に機械工業が増加して

　　いった産地。

　④　戦後復員型；元々工業は存在しなかった地域に復員兵が新たな工業を興した地域。

　　福島の保原、霊山、伊達のニット産地。

　⑤高度成長期農村工業化型；高度成長期に大都市部からの工場移転やUターン、1タ

　　ーン組による開業により産地形成が進んだ産地。駒ヶ根の電子部品工業など。

　⑥テクポリ、サイエンス・パーク型；1980年代以降の全国総合開発計画に盛り込ま’

　　れた地域産業育成政策により形成中の産地；富山ハイテク・ミニ団地、かながわサイ

　　エンスパークなど。

本研究では伝統産業展開型の産地と近代産業移植型の①、②、③、④を調査した。

（2）　各産地の特徴

表2－1は各産地の業態別企業構成をみたものである。

表2－1．産地別業態別企業割合

完成品 OEM 総組 ユニット 部品加工 合計
坂城 25％ 0％ 12．5％ 0％ 62．5％ 100％

上田 9．1 0 ‘9．1 0 81．8 100

長岡 14．3 0 28．6 14．3 42．8 100

燕機械 50 0 0 0 37．5 100

大田 20．5 2 2 2 71．5 100

小計 21．7 1．2 6 2．4 66．3 100

完成品 OEM まとめ 加工 合計
五泉 6．3 56．3 0 37．5 100

見附・加茂・栃尾 0 42．8 28．6 28．6 100

東京横編み 4．5 72．7 0 22．7 100

福島 28．6 71．4 0 0 100
東京プアツション 0 93．8 6．3 0 100

愛知 9．1 72．7
一〇

18．2 100

小計 6．3 70．9 3．8 20 100

完成品 まとめ 生地 加工 合計
燕洋食器 22．7 27．3 31．8 18．2 100

燕器物 37．5 25 0 37．5 100

小計 26．7 26．7 23．3 23．3 100

これから分かることは、

　①燕の洋食器、器物、産業機械・農業機械で完成品メーカーが比較的多く、っいで機

械工業では坂城、大田、ニットでは福島の産地で完成品メーカーが114～1／5程度存在す

る。
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　　②OEM生産や総組の下請け（ニットではアパレル総合卸による製品開発やマーケテ

　ィングと産地メーカーによる製造の分業が一般的であるためにOEM生産のメーカーが多

　くなるのだが、有力な産地メーカーは自社キャパの1．5倍から3倍程度の受注をして、キ

　ャパ以上の分を産地の同業者に下請けにだして生産の季節的繁閑を吸収する戦略を取って

　いるために産地内メーカー問でもOEM生産や総組の下請けが行われる。燕の洋食器や器

　物でも同じ事情が存在する。そのためにOEM生産や総組、まとめ、生地生産は稼働能力

　下請けの存在を暗示する指標である）はニット産地ではおおよそ7割近くの工場が行って

　いる。五泉だけがより零細な加工業者・家内工業の分厚い存在により6割弱の値になって

〃いる。金属雑貨の燕では5割の企業がまとめ、生地加工を行っている。これはカペッキが

　産地の要件の四番目に挙げた製造販売業者と下請加工業者との区別が流動的であるという

　項目に該当する側面である。しかし、機械工業の産地では長岡で総組を行っている企業が

　1／4程度存在する以外はおおむね低調で、完成品メーカーと部品加工業者が分極化してい

　るといえる。

表2－2．産地別CAD／CAM　CNC機保有企

呆有企業害拾

坂城 66．7％

上田 50・

長岡 57．1

燕機械 63．6

大田 77．8

五泉 ’81

見附・加茂・栃尾 ’88．9

東京横編み 50

福島 60
東京フアツション 28．6

愛知 58．3

燕洋食器 22．2

燕器物 14．3

全体 55．9

　表2－2は産地ごとにMRI化の程度をみたものである。これから分かることは、

　五泉、見附、加茂、栃尾横編みファインゲージ系のニット産地でMRI化が最も進み8

割程度の企業がCADICAMを導入している。っいで機械工業の産地で8－5割でCNC機

を導入している。ニットめコースゲージ産地である福島では6割、丸編みのカット＆ソー

産地である東京ファッションニット三河・尾張産地はMRI化が進んでいない。　MRJ化が

最も遅れているのは燕の金属雑貨産地で洋食器で2割強、器物では1割強に過ぎない。こ

のように、産地ごとの差というよりも産業ごとでMRI化の程度が大きく異なるといえる。

　表2－3は産地別の企業規模をみたものであるが、長岡、燕機械、大田、五泉、加茂、

東京ファッションでは従業員100人以上の大手中企業が回答企業の中に存在する。産地で

見れば坂城にも上田にも見附にも東京横編みにも愛知にも燕金属雑貨にも存在するが回答
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企業の中には存在しない。回答企業の産地ごとの規模別偏りが、他の集計結果に若干の影

響を与えていることは否めない。（例えば、規模が大きい企業ほど受注先を分散させて独

立性が強くなっているとか、MRI化が進んでいるなど）

表2－3．産地別規模別企業割合

3人以下 4－9人 10－19人 20－99人 100－299人 合計
坂城 18．2％ 36．3％ 27．3％ 18．2％ 0％ 100％

上田 15．3 30．8 7．7 46．2 0 100

長岡 0 28．6 0 57．1 14．3 100

燕機械 10 40 10 30 10 100

大田 6．7 25 31．7 33．3 3．3 100

五泉 25 10 10 40 15 100

見附・加茂・栃尾 12．5 12．5 0 62．5 12．5 100

東京横編み 25 28．6 28．6 17．8 0 100

福島 0 0 　　　」P4．3 85．7 0 100
東京プアツション 4．2 12．5 33．3 41．7 8．3 100

愛知 8．3 16．7 33．3 41．7 0 100

燕洋食器 24 36 24 16 0 100

燕器物 10 40 20 30 0 100

全体 13．2 24．7 23．4 34．5 4．3 100

　表2－4は産地別の年間平均売上額であるが、長岡に超先端成長企業が含まれていて平

均でも20億以上になっている。部品加工メーカーの多い坂城、上田、大田では平均で3

－5億程度である。ニットは産地ごとでばらっきが大きく見附・加茂・栃尾では約10億、

五泉で約8億、東京ファッションで6億強、愛知、福島で5億弱、東京横編みで3億強と

なっている。燕洋食器は2億強、燕器物では1億強に過ぎない。

表2－4．産地別一社当たり年間平均販売額
年間平均売上額（万円）

坂城 30899
上田 28320

長岡 205184

燕機械 66414
大田 53175
五泉 79528

見附・加茂・栃尾 99519
東京横編み 32170

福島 45668
東京プアツション 64037

愛知 49624
燕洋食器 21464
燕器物 14266
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　表2－5は産地別の納入先企業の取引額から見た上位一社比率、同五社比率、そして下

請け企業への外注費の年間売り上げ額に占める比率で見た下請け取引率である。

表2－5．産地別上位一社率、五社率、下請け取引率

上位一社率 上位五社率 下請取引率
坂城 51．9％ 87．2％ 13．2％

上田 74．2 91．3 8．8

長岡 76．9 93．7 17．6

燕機械 24．9 57．3 10．9

大田 41．8 77．8 18．1

五泉 40．8 86．1 6．4

見附・加茂・栃尾 54．1 87．9 11．1．

東京横編み 56．3 89．8 17．6

福島 39．6 91．1 16．1

東京フアツション 50．8 88．2 24．1

愛知 57．2 88．1 28．1

燕洋食器 39．8 78．3 18．4

燕器物 58．6 79．7 15．2

　①上位一社率（従属度）も上位五社率も共に高い取引先が少数社に集中しているタイ

プは上田、長岡で、逆に上位一社率も上位五社率も共に低い分散型は燕機械、燕洋食器、

大田の各産地である。上位一社率は高いが五社率はそれほどでもない一社突出型は燕器物

である。また、上位一社率は低いが五社率は高い福島や五泉は複数重要取引先集中型とい

える。

　②下請け取引率（生産の分散度）は愛知、東京ファッション、などで25％前後と高

く、一方五泉、見附、加茂、栃尾の新潟ニット産地は10－6％と低い。機械は平均的で

ほぼ10％代である。

　　　　　　　表2－6．産業別従属度と生産の分散度

上位一社率 上位五社率 下請取引率
機械 47．2％ 49．6％ 15．8％

ニット 50．6 88．6 19．1

金属　貨 45．5 78．7 17．7

表2－7．企業規模別従属度と分散度

上位一社率 上位五社率 下請取引率

3人以下 62．5％ 89．2％ 10．5％

4－9人 51．7 83．6 13．8

10－19人 46．7 86．5 20．7

20－99人 43．4 79．5 18．9

100－299人 38．4 75．9 14．9

表2－6は産業別に上位一社率、上位五社率、下請け取引率をみたものである。これか
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ら、ニットでは上位一社率、下請け取引率が共に高いことが分かり、金属雑貨では上位一

社率は低いが下請け取引率が高いことが分かる。いっぽう機械では上位一社率はニットと

金属雑貨の中間であるが、下請け取引率は一番低いことが分かる。

　表2－7はそれを規模別にみたものである。これによると、上位一社率（従属度）は企

業規模が小さいほど高く規模が大きくなるに連れて低くなる、すなわち独立度が高くなる

ことがわかる。一方、下請け取引率（生産の分散度）は10－19人規模の小企業で最も高

く、それより規模の小さい場合も逆に規模の大きい場合も下請け取引率は低くなることが

分かる。これは、10－19人規模を境にそれ以上の企業では生産の垂直的統合により内部

経済を重視する戦略が、一方それ以下の企業では特定工程に特化して外部経済を活用する

戦略が存在するためだと思われる。

　さて、表2－8は産地別のアントレプレヌール度を測定した値をみたものである。（得

点の算出方法については、産地のアントレプレヌールシップを見よ）

表2－8．産地別アントレプレヌールシップ度得点
イノへ㌧ション ベンチャー 人材育成 戦略策定 調整 事業展開

坂城 9．67 10．27 7．93 11．41 9．47 3．01

上田 11．64 11．93 8．71 12．57 11．01 3．36

長岡 11．71 12．43 8．71 12．86 11．71 3．01

燕機械 11．63 12．27 8．64 11．73 10．09 2．91

大田 11．49 11．76 8．51 11．97 10．86 3．06

五泉 11．19 9．91 7．38 11．57 10．62 2．85

見附・加茂・栃尾 10．67 9．56 7．78 10．22 9．78 2．78

東京横編み 11．31 10．51 7．97 11．51 10．41 2．89

福島 11．79 11．59 9．31 12．89 11．19 3．11
東京プアツション 11．25 U．25 8．14 11．46 10．57 3．22

愛知 11．17 10．67 7．25 10．58 9．83 3．01

燕洋食器 8．67 9．33 6．29 10．19 8．85 3．25

燕器物 7．64 8．93 5．93 8．14 8．43 3．01

　これから、イノベーションを重視する経営者は機械、ニットの産地に多く、金属雑貨産

地で低い。産地ごとの歴史的背景よりも産地の産業が大きく利いていることが分かる。ベ

ンチャー重視の経営者も機械産地で高く、ニット産地がそれに次ぎ、金属雑貨産地で低い

とイノベーショシ重視の因子と同じ傾向である。人材育成重視、戦略策定・実施重視、調

整力重視も同様である。事業展開力重視は若干異なり、五泉、見附、加茂、栃尾や東京横

編みのニット産地で低く、燕の金属雑貨ではむしろ高い。このようにアントレプレヌール

シップは産地ごとの歴史的背景というよりも産業の種類で異なるといえる。

　以上から、産地の基本的性格は産地内外の社会的分業体制の中でどのような位置を占め

ているのかが決定的に重要でそれによって垂直的分散システムの性格が決まり、またその

垂直的分散システムの性格によって産地経営者のアントレプレヌールシップが決まってく

るという構図が見えてくる。産地の伝統性や社会システムの如何は垂直的分散システムの

性格やアントレプレヌールシップを左右するものではないということだ。
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第三章　産地におけるアントレプレヌールシップ

1　フレキシブル・スペシャライゼイションとアントレプレヌールシップ

（1）　フレキシブル・スペシャライゼイション論における企業家性の捉え方

　　「フレキシブル・スペシャライゼイションjの提唱者の著作のいくっかではそれを社会

システムとして定式化し、そしてまた多くの批判者達はそれを「フォーディズム」と対比

される蓄積体制や調整様式として理解し批判しているが、P．Hirst＆J．Zeitlin（1997）が強調

するように、それは単なる「技術的パラダイム」（狭義の生産様式）に過ぎないものとし

て捉える必要があると思われる。それは「大量生産」の対極に置かれた理念型であり「ク

ラフト生産」と言い換えらるものである。その特徴は、フレキシブルで汎用の機械と適応

性の高い熟練労働者を用いて、多様な注文品を製造することで「範囲の経済」（economy

of　scope）を活用する点にあるとされる。そして、こうした技術的パラダイムは当事者達

の全く偶然な戦略的選択によって採用されたりされなかったりすると考えられているの

だ。さらに、それが填め込まれる社会的文脈（諸制度のシステムや文化的に規定された行

動様式）によって、さまざまなバリエーションがでてくるとされる。M．P孟ore＆　C．Sable

（1984）の低消費バージョンと高消費バージョン、C．Sable（1989）の限定的福祉国家バージ

ョンと包括的福祉国家バージョン、P．Hirst＆王Zeitlin（1997）の刷新的モデルと停滞的モデ

ルなどがそれだ。

　フレキシブル・スペシャライゼイションの生産組織では、産業小分類程度の範囲の業種

に特化しながら中分類程度の範囲の業種に容易に転換でき、また汎用機・NC機と熟練工

・技術者の組み合わせにより頻繁な製品替えへ素早く対応できる企業が、地域的に累積し

て産地を形成していたり、中核大企業を中心としてネッドワークを形成しているとされる。

そしてこの生産組織を支える、地域レベルのレギュレーションは、

　①参入制限；研究開発・教育訓練・従業員福祉・信用制度などを利用しうるメンバー

を制限する仕組み。

　②技術革新を促す競争の奨励

　③　技術革新を混乱させる競争（低賃金、劣悪な労働条件）の制限

であり、これらが備わっている場合には企業間の共同（collaboration）が生まれ地域経済

は活性化し、備わっていなければ停滞すると考えられている。

　「フレキシブノレ・スペシャライゼイションj論の従来の諸研究の中にはこの技術的パラ

ダイムを主体的に選択した人々や企業の事例研究またそれらを含む社会的文脈の歴史的研

究が多くみられるものの、それをアントレプレヌールシップの理論と結びつける努力はほ

とんどなされていないといえる。その背景には、「フレキシブル・スペシャライゼイショ

ン」論の理論的母であるA．Marshall（1919）が産地の主役を商人たるunde加kerに求めたの

に対して、C。Sableらはクラフトメンに求めており、AMarshallが20世紀の初頭にはすで

に時代の主役が大企業の首脳達に移りっつあることを認めていたのに対して、C．Sableら

は20世紀の末期に第二の分水嶺が訪れ、マイクロ・エレクトロニクス技術と結びっいた

クラフト生産の再来が見られると考えているという大きな違いがある。A，Marsha11は先見
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の明、柔軟な心、困難な仕事を喜ぶ心、視野の広さ、機略に富んだ行動などを特徴として、

新しい生産方法を利用し、新しい需要を喚起し、危険を負担し、変化に対応できる企業家

　（undertaker）を、熟練はあり、立派な商品を経済的に製造できるものの、視野は狭く、

機略に乏しいマニュファクチュアラーズ（職人親方・製造家）や「よく廻る舌」で巨大企

業を統率する現代の経営者と対比して措定しているのだ。一方、CSable（1989）は地域経

済の成功をインフォーマル・セクターの活用やハイテク企業を立ち上げたアントレプレナ

ーに求めるのは表層的な理解であるとして、地域の中でフレキシブルに特化した企業間の

共同の発達こそが地域経済の発展の真の基礎であると考えた。

　しかし、「フレキシブル・スペシャライゼイション」論の枠組みの中でアントレプレヌ

ールシップにっいて言及した議論がないわけでもない。V，Capecchi（1997）やA．Bull，M．H賃＆

J．Szarke（1993）の議論がそれである。

　V．Capecchi（1997）のボローニャにおける包装機械工業の研究によると、ボローニャでは

16世紀後半から絹工業の全盛時代に入り、17世紀後半にリヨンとの競争に絹工業が破れ

て衰退すると、その後は麻織物、麦藁工業、食品加工・蒸留工業など若干の工業が存在し

た以外は皮革製品、鉄製品の手工業がみられる程度で、農業中心の地域になっていた。1897

年の工業労働者は22，000人で金属機械工業の労働者は3000人に過ぎなかった。『20世紀の

初頭には農業機械のCalzoni、工作機械のBarbieriなどが創業を開始した。戦前までに、

その他にオートバイのCGD，Mazze賃＆Morini，Cavedagna　Marioや、食品包装機のAcma、

紙巻きタバコ製造機のSasibらが設立されていった。

　ボローニャは他のエミリア・ロマーニャの諸地域と同様に、折半小作制と合同家族制に

基づく農園の企業的経営の伝統、都市手工業の伝統が存在していたために工業労働者が自

営業者や小企業主として独立開業する場合のノウハウは身近に得られた。ただし、C．TrigHa

（1980）はべネト州のバッサーノとトスカナ州のバルデールサでの調査から、手工業の経営

者の場合、父親が分益小作農であったり小企業の賃労働者であったりする者が多いが、工

業企業の経営者の場合その父親は中部および北東部の都市で製造業や商業で雇用されてい

た者が多いことを指摘し、分益小作制をアントレプレヌールシップの温床として過大評価

することを批判している。

　また、ボローニャも他のエミリア・ロマーニャの各自治体同様に共産党・社会党の影響

力が強かったが、イタリア共産党はフランスやスペインの共産党と違って、自営業者や小

企業家を擁護した。そのためエミリア・ロマーニャの自治体では協同組合、相互扶助基金、

公営住宅、人民大学などの制度の充実により中央政府から支援を受けられなかった中小零

細企業の支援をした。

　こうしたなかで、戦前期にすでに例えばAcma社の従業員が独立して，菓子やタバコの

包装機メーカーであるGD社，ナッツキャンディの包装機のPreci社，固形スープ、チーズ、

バターの包装機のCorazza社，薬のボール箱のMI耐elli＆Bi11社など十数社を創設してい

る。また1960年代以降にはこうした企業からさらにその従業員が独立して開業した企業

が生まれだした。VCapecchiはこうした有糸分裂（mitosis）によってできあがった類似企

業の集積をFSfbrzi（1991）の1ight　indus垣alisation　loc訓syste出sとurban　systemsの概念を承

けて都市工業サブシステムと呼んだ。産地と呼ばなかった理由はボローニャが包装機械だ

けに特化しているのでなくそれ以外に工作機械、農業機械、オートバイ、ラジオ部品など
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様々の機械工業がみられるためであった。このボローニャの都市工業サブシステムの強さ

の秘訣として、V．CapeccLiは工業労働者から小企業家への西欧社会では異例の社会移動の

存在を挙げている。言葉を変えれば産地の活力の源はアントレプレヌールシップの存在に

あるということだ。

（2）　アントレプレヌールとエンタープライズの意味

　en惚preneurは語義的には事業の請負人、仲介業者といった意味をもっている。　S　Bridge，

KONeill，＆S．Cromie（1998＞によるとentrepreneurの語を最初に用いたのはRCantillon（1974）

で「コストは分かるが報酬は定かでない状態で活動を始める見通しと自信をもった人」を

指したという。その後工・B．Sayが生産諸要素を結合し調整して、予期せぬ事態に適応し、

難題を克服する企業家像を作り上げ、A．Smith以降は資本家の語が定着した。しかし、新

古典派の理論では合理的選択を行う経済主体としての個人（家計）や企業が措定され、市

場均衡が需給のバランスによって容易に達成されるとされた。そのために、理論の中で

en駐epreneurが主体的に活躍する場が与えられなくなったと、一般的にはいわれている。

そして、イノベーションの主体としてen杜epreneurを理論の中に復興させたのは

王Schumpeterであったといわれる。イノベーションによって既存の市場を破壊し、新しい

市場を作り出す創造的破壊の主役がen往epreneurである。そして、　en㎞epreneurの機能は、

①新しい財貨や新しい品質の財貨の生産、②新しい生産方法の導入、③新しい販路の開拓、

④原料、半製品の新しい供給源の開拓、⑤新しい組織の実現だとした。しかし、こうした

発想はすでにA．Marshallが企業者に必要とされる能力として指摘していた点であったこと

は忘れてはならない。

　いずれにしても、1920年代以降フォーディズムのもとで巨大法人企業の官僚制が発達

し、規模の経済と組織の安定を第一に考える経営者が台頭するにっれて古き良き時代の

en惚preneurは新しい時代の主役とは見なされなくなり、「人に雇われたくないので自分で

事業を始めた人」というネガティブな理解が一般化していた。

　ところが、アメリカでは1969－76年に創出された新たな雇用はその大半が小企業部門

によることがD．LBircb（1982）によって明らかにされ、政府も高失業時代の雇用政策とし

て独立開業や小企業の支援政策をとるようになりen惚pre韮eurskipが再び着目されるよう

になった。

　1960年代半ば以降の変化について、P．Dmcker（1985）は管理経済から企業家経済への移

行であると捉え、新たな雇用創出の背景には企業家的経営管理技術（これをドラッカーは

新技術と呼ぶ）に’よる中堅企業の成長があると考えた。企業家は「生産性が低く成果の乏

しい分野から生産性が高く成果の大きい分野へ資源を動かす者ゴであり、変化を探し、変

化に対応し、変化を機会として利用する者であり、そうした変化の中の不確実性のもとで

意志決定をする者だとした。資源に新たな富の創造能力を与えるイノベーションは、次の

七っの領域において機会を探し変化を利用することだとした。それは①予期せぬものの存

在、②調和せざるものの存在、③必然的に必要なもの、プロセス上のニーズの存在、④産

業や市場の構造変化、⑤人口構成の変化、⑥認識の変化、⑦新しい知識の獲得の七つの領

域である。そして、異なる知識、技術をもっ複数の人間を組織してイノベーションを達成
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する経営管理こそまさに新技術の最たるものだと考えた。ここでは、起業家の他にイント

ラプレヌールも包括する企業家像が考えられている。

　アメリカ同様にイギリスでも新たな雇用創出にアントレプレヌールシップの復興が不可

欠だという認識がみられる。雇用省大臣のヤング卿は1993年5月の北アイルランドでの

講演の中で、次のように述べたという。（S．Bddge，et　al．，1998，pp．14）

　「我々は依存の文化ではなく進取の文化（entelprise　culture）をもたなければならない。

進取とは立ち上がって前に進むことだ、後込みして受容することではない。肯定的に考え

れば事は成る。もし受け身で否定的に考えれば何も起こらない。進取は精神的態度だ。」

　貿易産業省もそれまでの工業や商業向けの諸支援計画をEnteΦdse　Initiativeの名の下に

一本化し、起業と繁栄を作り出すために技術移転や共同研究を進め、経営教育を普及させ、

学校と労働世界との結びっきを強めようとした。

　r起業（enterpdse）は動的で成長する経済の基礎である。起業の欠如がイギリス経済の

衰退の主役であった。その復活こそ最近の経済復興の主役である。経済が成長し続ける鍵

は人々の起業をさらに促すことだ。…　　このアプローチの変化は貿易産業省の活動全体

を反映している。貿易産業省は起業のための省になる。」（ibid，pp．15）

　このように、エンタープライズの語には二っの意味があって、狭義には起業のことで、

ビジネスの創造と展開を指す。広義には社会や経済の急激な変化に対して柔軟にまた創造

的に適応する、あるいはそうした変化に貢献することのできる資質の集合を指す。っまり、

進取性、説得力、適度のリスク負担能力、柔軟性、創造性、自律性、問題解決能力、達成

要求、想像力、リーダーシップ、勤勉などの資質である。こうした、資質がビジネスの世

界で発揮されることが狭義のエンタープライズの意味になる。

　また、学派によって企業家行動のなかで重視する能力に違いがあって、心理的特性学派

では危険負担を、古典派ではイノベーションや創造性を、経営学派では組織化や計画能力

を、リーダーシップ学派では動機付けをそれぞれ重視する。

（3）　織布・衣服産業における産地構造とアントレプレヌールシップ

　ABull，MPitt，＆　J．Szarka（1993）はライセスター、リヨン、コモの織布・衣服産業の中小

企業の比較研究を行い、地域経済が活力を得るか否かは企業家のアントレプレヌールシッ

プの性格と地域の企業ネットワークの性格如何であると論じている。

　アントレプレヌールシップについては、理念型的に四っのタイプを設定する。

　①職人的企業家；手工業的熟練をもち、実業に関する公毯育を受けておらず、徒弟制

的な訓練を受けている。製品の出来映えや生産そのものに強く志向し、市場や企業成長に

は関心がない。内的な満足を重視し、とりわけ人格的自律性、同僚を選ぶ自由、製品やサ

ービスの質を決める自由を重視する。所得それ自体は二義的な意味しかない。企業の成長

や財務的問題に関心を払わず、短期的な経営視点しかなく計画性に乏しいために企業それ
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自体の存続が危うくなることがある。手工業の職人としての経歴をもち、従業員に対して

は温情的・独裁的行動をとり、組合や外部資本に対して警戒心が強い。

　②　古典的な企業家；商業的な物の見方をして、市場や機会に駆り立てられた経営を行

う。付加価値形成に直接携わることなく、能力を持っスタッフを雇い、任せる。自身の貢

献は教唆したり、調整することに限られる。企業規模を拡大し、収益力を向上させること

が最大の関心事で、外部に目を向け、刷新的な行動をとり、リスク負担を厭わない。相対

的に高い教育を受けているが出身階層は一定ではない。外部からの金融の導入により自身

の統制力が制約されることは規模拡大のための必要悪として受け入れられる。N．Sm仙

（1967）の機会主義的企業家と内容が一致する。

　③専門職経営者的企業家；小企業所有者の二代目・三代目に多く、企業が創業時の

可能性を超えて成長していくための新しい挑戦をすることを志向している。高い学歴をも

ち、管理者としての役割を自覚している。経営者としての地位を得ることが重要で、ビジ

ネス界でその能力が認められることに関心がある。

　④家族志向の企業家；職人的企業家と古典的企業家の中間タイプ。一定の学歴と家族

福祉への強い関心が特徴である。開業やその後の企業展開のなかで家族が大きく関与し、

企業活動は家族の生活の安定と発展のために行われている。

　調査対象の各地域の企業家のタイプは次のように要約されている。

　コモの企業主；典型的には熟練工からのたたき上げの企業家で、比較的小規模の企業を

経営している。一代から二代前まで農家であった者が多く、開業に当たっては家族のアド

バイスや金銭的支援を受け、家族の多くが管理部門や生産部門で働いている。地域の企業

間で技能やアイデアの相互交流が盛んで、過当競争をさけるために、個々の企業が特化戦

略を採りやすい。また、新しい活動や工程を企てる場合、㌦独立の会社を設立し、家族の繋

がりで既存の活動と結びつける方法が採られた。職人型のボローニャの有糸分裂と対比す

ると、同族による異業種企業（デザイナー、織屋、仕上屋、コンバーター、統合型の組立

企業など）ネットワーク形成がコモの特徴といえる。この意味で家族志向的企業家の類型

があてはまる。

　リヨンの企業主；長く世界貿易の中心であったために産業構造が確立されいて、小企業

主は数世代まで遡れる。そして、企業家の重要な職務が企業の財産の保全にある。創業者

家族が企業経営を行っている場合もあるがその限りではなく、企業と家族の結びつきはそ

れほど強くない。全国の、また海外の専門職経営者の管理する企業と取引があり、企業を

長期的視点から経営する。その意味で、専門職経営者的企業家の類型にあてはまる。

　ライセスターの企業主；中流階級下層またはブルーカラー労働者階級出身で大企業の元

従業員（熟練工または監督）がリストラのために退職を余儀なくされ事業を興した人が多

い。こうした「強制的開業」のために、次世代への踏み台として開業し事業を継承させる

という意図が少なく、投資やイノベーションに積極的でない。むしろ、引退後の財産形成

程度の意味しかない。ライセスターにはアントレプレヌールシップが欠如しているといわ

ざるを得ない。

小企業コミュニティの競争力はそれを構成する各企業の競争力に依存するから、それら
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の企業家が刷新的であることが重要である。しかし、それはまたコミュニティの構造的な

力にも依存する。ブルらは企業間ネットワークの性格が重要だと考えた。

　さて、GLorenzoni　e　OAOmati（1988）はプラトの織物産地の観察から、短期的な目的を

達成したり、短期的で偶然の問題を処理するためだけの特定の問題についてのみの企業関

係（静的ネットワーク）と対比して、長期的な視点をもち、先導的企業によって調和的に

編成され、あるいは調整される一群の企業関係を動的ネットワークと呼んだ。かれらは先

導的企業が技術革新とネットワーク内のメンバー企業間の調整という二つの機能を果たし

ていると考えた。J．Jarillo（1988）の中軸企業やD．Foray（1990）の刷新的企業の概念もこうし

た動的ネットワークにおける先導的企業の重要性を捉えている。

　こうした議論を承けて、ブルらは静的な取引ネットワークに対比させて、戦略的ネット

ワークの概念を提起した。戦略的ネットワークとは、①リーダーシップを行使する先導

的企業が存在し、②　衛星企業が「見える手」によって導かれることのメリットを認識し

ている場合に、メンバー企業の競争力を高めるために出現する、組織間集合
（inter・OrganiZaihOnal　SetS）である。

　FN而（1989）は特定の問題に限定した操業上のネットワークは1960年代と70年代の移

ろいやすい市場に対しては柔軟に素早く対応する力を与えたが、1980年代と90年代の市

場の展開には戦略的ネットワークが不可欠になっているという。この変化は、コストの最

小化と結びついた製造キャパによる下請けから、イノベーションや製品多様化と結びっい

た専門性による下請けへの変化を背景としているといわれる。またF．Gobboら（1989）は新

しい競争ルールが生まれつつある動的な不確かな時代には産地は独自のヒエラルキー、す

なわち明確な企業間リンケージを局地的にも国際的にも展開していく。そのために、産地

の中に準市場にかわって調整的な準ヒエラルキーが生まれてきているとする。

　さて、ブルらは産地と戦略的ネットワークとの関係には三っのタイプがあるという。

　タイプA；先導的企業が地域を足場として地域経済に強く統合されている。先導的企業

の建設的で閉じた影響力の行使のために、産地内の諸企業のイノベーションが進む。

　タイプB；先導的企業は地域に基づいているが、地域経済には強く統合されておらず、

強さの源泉は地域外部から得ている。先導企業は産地の外部の企業と生産城の接触を強め

ているために、産地内の諸企業にイノベーションが伝播されにくい。

　タイプC；先導企業が地域コミュニティの外部に立地している。そのために、イノベー

ションの駆動力が産地内に存在せず、地域内の諸企業のイノベーションカは低いままで、

静的な効率（低コスト戦略）を追求せざるを得ない。

　コモはタイプA、ライセスターはタイプB、リヨンはタイプCであるという。もちろ

ん産地が活力をもっ企業間ネットワークのタイプはタイプAであるとされる。

　このように、ブルらの理論は産地の企業ネットワークの先導企業がもっぱら地域の諸企

業と戦略的ネットワークを展開し、しかもその先導企業の経営者がアントレプレヌールシ

ップをもっている場合に産地は全体として刷新的に成り得るし、競争力を持続しうるとす

るものである。

2　産地におけるアントレプレヌールシップの類型
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（1）　企業家の経営態度と自己評定の測定方法

　M．Casson（1982）はアントレプレヌールを「希少な諸資源の調整に関する判断や決定の役

割を専担している人」と定義しているが、アントレプレヌールシップ、すなわち進取的企

業家の性能・行動様式としては、従来、三っの側面が重視されている。例えば大坪秀人

（1994）は企業家の本質を、

　①イノベーションを行う能力をもっ、

　②　開始する事業についての経営構想力をもっ、

　③　リスクを全責任をもって引き受ける、

の三っだとした。そして、こうした企業家能力と経営者能力（組織・人事に関する管理能

力および財務・計数に関する管理能力）をクロスさせて、

　中小企業成功者；企業家能力も経営者能力も低い

　ベンチャー・ビジネス；企業家能力は高いが、経営者能力は低い

　大企業管理職；企業家能力は低いが、経営者能力は高い

　一流経営者；企業家能力も経営者能力も高い

の四区分をしている。

　我々は企業家性（アントレプレヌールシップ）を測定するために、佐藤芳雄グループの

「中小企業の経営者と開業支援に関する調査」（中小企業総合研究機構「中小企業家精神」

1995）と本多哲夫グループの「坂城町工業経営調査」（坂城町商工会「テクノハートさか

き坂城町工業発達史」1988）の調査項目を参考として次の16項目にっいて、最高責任者

に5段階評点してもらい、結果を因子分析に掛けた。

　あなたは企業経営において次の点はどのくらい重要だと思いますか。イ　非常に重要で

ある、ロ　重要である、ハ　どちらともいえない、二　あまり重要でない、ホ　全く重要

でない、のなかから該当する符合を○で囲んでください。

　1　他社の気付いていない事業機会を見逃さず、すばやく決定する

　2　柔軟な下請け、外注組織の育成

　3　リスクを合理的に計算し最大限回避する

　4　部下が失敗しても許容し、新しい企画やアイデアを育てさせる

　5　事前に予測できないリスクは積極的に負担する覚悟をもっ　　　・

　6　従業員の能力に応じて責任をもたせて仕事を任せる

　7　労働組合と協調的な関係を維持する

　8　取引先の開拓と販売方法の刷新

　9　環境の変化に対応して企業目標、行動様式、組織形態を変化させる

10　既存の得意先の安定的確保

11　金融先の安定的確保

12　規模拡大とそれに伴う組織の制度化、整備

13　新製品の開発により新しい市場を開拓する

14　従業員の教育・訓練
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15　異業種交流をすすめ、事業転換を模索する

16　新しい生産方法を導入し、生産コストを削減する

因子分析の結果は表3－1のとうりである。

表3－1．アントレプレヌールシップの因子負荷量

変量 F1 F2 E3 F4 F5 F6 平均得点 標準偏差
13．新製品開発

W．マーケティング

P2．規模拡大

0．6206

O．5959

O．5576

0．2516

O．0144

|0．2314

一〇．258

|0．2293

|0，093

一〇．1324

O．0331

|0．1369

一〇．142

|0．3236

|0．0166

　0．001

|0．0584

O．0944

3．83

S．i5

R．37

　1
O．88

O．95
5．リスク負担

S．企画アイデア

P．事業機会

0，366

O．4929

O．4529

0，397

O．3042

O．2147

0．2008

O．2374

|0．2446

一〇．025

O．0308

O．1802

0．1412

O．1452

O．0856

0．1239

|0．0791

|0．1937

3．53

R．79

S．02

0．92

O．86

P．04

6．権限分散

P4．教育訓練
0，477

O．6454

0．0284

O．0767

0．4019

O．2301

0．0497

|0．0264

一〇．1151

|0．1399

一〇．1806

O．1425

4．23

S．04

0．75

O．87

9，柔軟な目標

P0．得意先確保

U．新しい生産方註

0．4593

O．2658

O．4667

一〇．0153

|0．4583

|0．2094

一〇．1586

O．1212

O．0811

0．2856

O．2125

O．2011

一〇．0旦73

|0．0186

O．0696

0．1699

O，019

O．0697

3．93

S．08

R．91

0．9

O．88

O．88

3．リスク回避

Q，柔軟な下請

V，労使協調

0．3374

O．3815

O，253

一〇．2367

|0，066

O．0305

一〇．0862

|0，082

|0．1772

一〇．0244

|0．3032

@0．ll8

0．2385

O．2139

O．2059

一〇．1686

|0．0663

|0．0006

3．84

R．87

R．05

0．93

@i
P．04

15．異業種交流 0．2506 一〇．042 一〇．0485 一〇，1635 0．1358 0．2361 3．05 0．91

11．金融先確保 0，474 一〇，3308 0，103 一〇．2153 一〇．0865 一〇．0745 3．87 0．96

寄与率 0．2117 0．0529 0．0377 0．0263 0．0254 0．Ol58

　これから、次の諸点が明らかである。

①企業家の経営態度としては

　1　イノベーションの重視

　2　危険負担（ベンチャー）の重視

　3　人材育成の重視

　4　戦略策定・実践の重視

　5　調整の重視

　6　事業転換の重視

　の六っの因子が析出された。

②なかでも寄与率からみて、イノベーションの重視が最も重要である。イノベーション

の重視を顕在的に表現している質問項目は13．製品開発、8．マーケティング・イノベ

ーション、12．規模拡大・組織整備、である。

③ベンチャーの重視を顕在的に表現している質問項目は5。リスク負担、4．企画アイ

デアを育てる、1．事業機会を見逃さないである。

④F3の人材育成の重視はFl，F2の因子負荷量と比較して見るとFlのイノベーションの

重視に近いことが分かる。
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⑤因子負荷量から見て、F5の調整の重視、F6の事業転換の重視はイノベーションの重

視とは対照的な性能・態度であることが分かる。これは企業家能力というよりも経営者能

力といえよう。

これらに基づき、企業家性能（及び経営者性能）による企業家類型をっくるために、因子

を顕在化している質問項目の平均得点の合計より高いか否かで分類する方法を採った。す

なわち、イノベーション重視型企業家は項目13．8．12．の合計点が12点以上、ベ

ンチャー重視型企業家は質問項目5．4．1．の合計得点が12点以上、人材育成力重視

型企業家は質問項目6．14．の合計得点が9点以上、戦略力重視型企業家は質問項目9．

10．16．の合計得点が13点以上、調整力重視型企業家は質問項目3．2．7．の合

計得点が12点以上、事業転換力重視型企業家は質問項目15．が4点以上の者とする。

　また、大江らは経営者のパーソナル・アイデンティティとコーポレート・アイデンティ

ティをもってアントレプレヌール度を測定しているが、とりわけセルフ・アイデンティテ

ィは広義のエンタープライズの内容を含むのでこれを調査してみた。調査項目は、大江建

・白倉至「アントレプレヌールの輩出」（松田修一編「ベンチャー企業の経営と支援」1994）

の調査項目をそっくり採用させてもらい、やはり5段階評点してもらい結果を因子分析に

かけた。

　あなたご自身は次の項目にどの程度あてはまりますか。イ　ピッタリ当てはまる、ロ

やや当てはまる、ハ　どちらともいえない、二　あまり当てはまらない、ホ　全く当ては

まらない、のなかから該当する符合を○で囲んでください。

　1　才能が発揮できなくても収入の多い方がいい

　2　自分のためというより会社とその将来のために働いている

　3　他人と違った考えをもっているというよりは、似ているところが多い

　4　自分を表現できるよりも、地位や名誉が得られる方がいい

　5　仕事は他人に任せるよりも、できれば自分でやってしまう

　6　市場や技術のことよりも、社内のことに関心がある

　7　仕事上の問題は検討を重ねるより、すぐ答えを出す方がいい　　　　　・

　8　事業の開拓よりも、財務管理の方が重要である

　9　アイデアを事業化するより、アイデアを考え出す方が重要である

10　すき間市場よりも、注目の成長市場をねらった方がいい

　因子分析の結果、’質問項目3と5は得点を反転させた方が理解しやすいので反転したも

のを表3－2として掲げる。これから分かることは次の諸点である。

①セルフ・アイデンティティを構成する因子としては、

　1　成就的仕事観一手段的仕事観

　2　会社中心主義（集団主義）一自己中心主義（個人主義）

　3　ユニーク度一人並み度

　4　進取性一適合性
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の四つの因子が析出された。

表3－2．パ｝メナル・アイデンティティの因子負荷量r
「　変量』 F了一P旧@　　F1・ 　　　　　胴m「一一

p　F2
”嘩 e3n 「“　 X 平均得点：’ 瀬準編差畠
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②　寄与率から見ると成就的仕事観一手段的仕事観の因子が最も重要である。

これから、パーソナル・アイデンティティから企業家類型をつくるために、各因子を顕在

的に表現している質問項目の平均得点の合計を基準にして分類した。

すなわち、成就的仕事観をもっている企業家は質問項目4．6．1．8．の合計点が7点

以下、会社中心主義の企業家は質問項目2．5．の合計得点が7点以上、ユニークな企業

家は質問項目9．3．7．の合計得点が12点以上、進取性のある企業家は質問項目10．

が3点以上の者とする。

（2）　アントレプレヌールシップ

　この節では、前節で見た企業家の経営態度のどの因子が積極的で進取的な経営態度であ

るのかを検討してみよう。

　表3－3は経営態度因子別に企業の競争戦略をみたものである。すなわち、各因子の高

得点グループと低得点グループ別に最優先している戦略の割合をみたものである。

　これから、イノベーション重視で高得点のグループは低得点グループと比べて製品の性

能や独自性を重視しており、これは差別化戦略を採用していると考えていいだろう。また、

複合戦略を採用する企業も低得点グループより多い。また、低得点グループは高得点グル

ープと比べて低価格（コストのリーダーシップ）戦略や集中戦略を採用する企業の割合が

多い。

　また、この傾向はベンチャー重視の因子や人材育成重視の因子でも高得点グループと低

得点グループの比較でも、差は弱まるものの同様に見られる。

　しかし、戦略策定・実践重視の因子や事業展開重視の因子では高得点グループの方がコ

ストのリーダーシップ戦略や集中戦略を採り、低得点グループのほうが差別化戦略をとる

傾向が見られる。また、調整重視の因子では高得点グループと低得点グループは相互に戦

略選択ではほとんど差がないことがわかる。

　これらから、企業家の経営態度の因子のなかで、真のアントレプレヌールを示す因子と
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してはイノベーション重視、ベンチャー重視、人材育成重視が重要であることが分かる。

戦略策定・実践力（＝経営構想力）は中小企業家のアントレプレヌール度を表現するもの

でなく、逆に、人材育成力は彼らから見て重要な企業家性能であることがいえるわけであ

る。

表3－3．アントレプレヌールシップ度別の企業の競争戦略

価格 性能 独自品 集中 複合 その他 合計
高イノへ㌧ション 2．9％ 31．8 10．8 37．2 16．3 0 100
低イノへ㌧ション 12．5％ 17．5 9．2 52．5 6．7 1．6 100

高ベンチャー 6．3％ 25．2 15 40．9 11．8 0．8 100

低ベンチャー 9．8％ 24．6 4．9 48．4 11．5 0．8 100

高人材 6．4％ h　26．4 10．9 42．7 13．7 0 100

低人材 9．4％ 23．7 9．4 46 10．1 1．4 lQO

高戦略策定 8．1％ 23．5 8．2 48 12．2 0 100

低戦略策定 7．9％ 25．8 11．3 42．4 11．3 1．3 100

高調整 8．3％ 25 12．5 40．6 11．5 2．1 100

低調整 7．8％ 2も8 ＆5 47．1 11．8 0 100

高事業展開 10．7％ 16 10．7 46．6 16 0 100

低事業展開 7．1％ 29．4 9．4 42．9 10 1．2 100

全体 8．0％ 24．9 10 44．6 11．7 r　o．8 100

表3－4．アントレプレヌールシップ度別のMRI化度

CNC機有 CNC機無 合計
高イノへ㌧ション 6◎．5％ 39．5 100
低イノベーション 51．5％ 48．5 100
高ベンチャー 61．4％ 38．6 100
低ベンチャー 50．7％ 49．3 100

高人材 64．9％ 35．1 100

低人材 49．3％ 50．7 100

高戦略策定 61．2％ 38．8 100

低戦略策定 52．8％ 47．2 100

高調整 61．5％ 38．5 100

低調整 52．7％ 47．3 100

高事業展開 46．1％ 53．9 100

低事業展開 63．O％ 37 100

全体 55．9％ 44．1 100

　次ぎに、表3－4は企業家の経営態度因子別にCAD／CAM，CNC機の装備の有無をみた

ものである。

　これから、イノベーション重視、ベンチャー重視、人材育成重視、戦略策定・実践重視、

調整重視にっいてはいずれも、高得点グループでCAD／CAM，CNC機の装備企業率が高く、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　－24一



低得点グループで低い。しかし、事業展開重視では全く逆の傾向がみられ、高得点グルー

プで装備企業率が低く、低得点グループでそれが高い。これから、異業種交流による事業

展開の重視というのは、燕の一経営者が述懐したように、本業の競争で負けたがための転

戦という意味があることを示していて、負のアントレプレヌール性を示す因子といえるよ

うである。

（3）　アントレプレヌールシップとセルフ・アイデンティティの規定要因

　次ぎに、イノベーション重視、ベンチャー重視度、人材育成重視、戦略策定・実践重視、

調整重視、事業展開重視の得点の高さや、成就的仕事観一手段的仕事観、自己中心性一会

社中心性、ユニークー人並み、進取性一保守性の違いを生み出しているのは何なのかを検

討してみよう。

表3－5．規模別アントレプレヌールシップ度得点
イノへ㌧ションカ ベンチャー度 人材育成力 戦略力 調整力 事業展開力

3人以下 8．7741935 9．3225806 6．483871 9．8709677 8．9354839 2．8148148
4－9人 10．482759 11．051724 8．0344828 11．724138 10．655172 3．1551724
10－19人 11．509091 11．109091 7．9636364 11．854545 』10．745455 3．1111111
20－99人 11．925926 11．617284 8．6666667 12．111111 11．037037 3．05

100－299人 11 11．3 8．3 11．4 9．2 2．8888889

表3－6．規模別セルフ・アイデンティティ得点
仕事観 中心性 ユニーク度 進取性

3人以下 8．1290323 5．5483871 7．0967742 2．84

4－9人 10．672414 7．1034483 9．5862069 2．6551724
10－19人 9．6181818 6．7454545 8．9454545 2．7962963
20－99人 9．7901235 7．1111111 9．382716 2．8734177
100－299人 6．3 ，　　5．6 7．7 3

企業規模別アントレプレヌ
　14
　12
　　

馨8
＞・　6

　4
　2
　0

圃3人以下
塾

膿4－9人

囲10－19人

ロ20－99人

圓100－299人

イノへ㌧ション人材育成　調整力

　ベンチャー度　戦略力　事業展開

　　　　　X軸

企業規模別セルフ・アイデ・

仕事観　ユニーク度
　　中心性　　　進取性
　　　　　　X車由

　表3－5は企業の従業員規模別の最高経営者のアントレプレヌール度の各因子の平均得

点を表3－6は同じく規模別のセルフ・アイデンティティの各因子の平均得点をみたもの

である。これから、，アントレプレヌール度は各因子においても従業員20－99人規模の中企

業が最も高く、それよりも規模の小さい小零細企業や逆に規模の大きい中企業では低くな

。25。



ることが分かる。この程度の規模の企業は未だ成長途上にあって、前向きの姿勢をもっ経

営者が多いためではないかと思われる。それよりも規模の小さな企業では生業的性格が強

くアントレプレヌールシップが弱く、また100－299人規模では法的・行政的な枠組みのな

かで中小企業として活動する組織としては成熟状態に達しているために、経営者の姿勢も

発展期の段階にある企業と比べればおのずと後退的になるためだと思われる。

表3－7．産業別アントレブレヌールシップ度得点
イノへ㌧ションカ ベンチャー度 人材育成力 戦略力 調整力 事業展開力

機械 11．290909 11．672727 8．4818182 12 10．663636 3．0727273
ニツト 11．245455 10．563636 7．9272727 11．427273 10．445455 　2。9904762－一聾一一曹一一一

金属雑貨 8．3170732 9．195122 6．1707317 9．4878049 8．7073171 3．1764706

表3－8．産業Uセルフ・アイデンティティ得点
仕事観 中心性 ユニーク度 進取性

機械 10．190909 7．2818182 9．4545455 2．7363636

ニット 9．5090909 6．5363636 8．8909091 2．8921569

金属雑 7．4878049 5．3414634 7．2926829 2．7941176

産業別アントレプレヌール度得点

イハ㌧ションカ　ペン升一崖　人材育成力　　戦略力　　　調整力　　事藁展開力

　　　　　　　　　x寧由

圃機械
座】ニント

闘凹金属雑貨

産業別セルフ・アイデンティティ

■隔機械

【＝コニット

團金属雑貨

　　　　　　　　仕事観　　　　　中’し・性　　　　ユニーク度　　　　進取性

　　　　　　　　　　　　　　　　x軸

　また、セルフ・アイデンティティで見ても、中間規模層の企業の最高経営者で手段的仕

事観、会社中心性、ユニーク性が強くなり、零細企業や規模の大きな中企業の母高経営者

で成就的仕事観、’自己中心性、人並み度が高くなる。進取性では差がない。

　表3－7は産業別のアントレプレヌー一ル度、表3－8は産業別のセルフ・アイデシティ

ティをみたものである。ここでは、かなりはっきりした傾向性が見られる。イノベーショ

ン重視、ベンチャー重視、人材育成重視、戦略重視、調整重視の各因子の平均得点は、機

械が最も高く、ニット、金属雑貨の1頂に低下していく。とりわけ、金属雑貨の最高経営者

のアントレプレヌール度が他の二業種と比べて著しく低い。ニットでは、イノベーション

重視や調整重視では機械とほぼ同じような得点であるが、他は機械より低い。また、仕事

観では機械が手段的仕事観をもつ経営者が多く、ニットもやや弱いが同じ傾向にあるが、

金属雑貨では成就的仕事観をもっ経営者が多い。中心性では、機械で会社中心的な経営者

一26一



が多く、ニットがこれに次ぎ金属雑貨では自己中心的な経営者が多い。ユニーク度は機械

で高く、ニット、金属雑貨の順に下がってくる。進取性には差がない。

表3一g．業態別アントレプレヌー一ルシップ度得点
イノへ㌧ションカ ペンチヤー度 人材育成力 戦略力 調整力 事業展開力

完成品・O甜 11．863636 11．465909 8，375 12．068182 11．113636 3．1264368

総組・まとめ 10．5 10，625 7，875 11．0625 10．5625 3，375

加工 10．511628 10．94186 7．9883721 11．732558 10．22093 3．0240964
その他 11 13 8．5 13．5 9．5 3．5

表3－10．業態別セルフ・アイデンティティ得点

仕事観 中心性 ユニーク度 進取性

完成品・OEM 9，625 6．9431818 9．04．54545 2．8604651

総組・まとめ 10．4375 7 9．4375 3

加工 919418605 6．7209302 9 2．7590361

その他 5．5 7 10．5 2．5

業態別アントレプレヌール度
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　表3－9は業態別のアントレプレヌール度、表3－10は業態別のセルフ・アイデンテ

ィティをみたものである。その他企業は複数の業態を兼ねた企業で少数であるために特異

な値をとっているのでこれを除いて考えると、完成品メーカーやOEM生産をしている企

業ではユニット組立や加工業者よりも事業展開力を除いた各因子でアントレプレヌール度

が高いことが分かる。また、セルフ・アイデンティティでは、仕事観以外には大きな違い

が見られない。総組・まとめ企業の経営者で手段的仕事観が強く、加工業者がこれに次ぎ、

完成品・OEM生産の企業の経営者でそれが低い。

表3－11．年齢別アントレプレヌールシップ度得点
イノへ㌧ションカ ペンチヤー度 人材育成力 戦略力 調整力 事業展開力

30歳代 11 11．666667 8．4444444 1L777778 11．222222 3．5555556

11．376812 11．753623 8．3043478 11．826087 10．57971 2．8695652
50歳代 11．144737 10．776316 8．1184211 11．473684 10．421053 3

60歳代 10．473684 10．605263 7．7236842 11．328947 10．105263 3．2394366
70歳代 9．3913043 9．0869565 6．5652174 9．6956522 8．7826087 3

80歳代 ll．166667 10 8 12．666667 12．166667 3

表3－12．年齢別セルフ・アイデンティティ得点
仕事観 中心性 ユニーク度 進取性

30歳代 10．333333 7．8888889 9．．3333333 2．1111111

40歳代 9．4057971 6．5652174 8．7681159 2．6268657

50歳代 9．5526316 6．8684211 9．1842io5 2．890411

60趣 9．5921053 6．6973684 8．8947368 3．0422535
70歳代 8．6521739 5．7826087 8．0869565 2．6315789

80歳代 11．333333 7．1666667 9．6666667L 2．6666667
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　表3－11は最高経営者の年齢別のアントレプレヌール度、表3－12は年齢別のセル

フ・アイデンティティをみたものである。これからみて一般的にはほぼ年齢的に若い層で

アントレプレヌール度が高いことが分かる。また、若い層ほど手段的仕事観、会社中心性、

ユニーク度が強いことが分かる。

表3－13．創業継承別アント レプレヌールシップ度得点
イノへ㌧ションカ ベンチャー度 人材育成力 戦略力 調整力 事業展開力

創業者 10．414634 10．398374 7．5691057 10．98374 9．9105691 2．9736842
継承者 11．233577 11．270073 8．2262774 11．788321 10．656934 3．1185185

表3－14．創業継承別セルフ ・アイデンティティ得点
仕事観 中心性 ユニーク度 進取性

創業者 9．3821138 6．6422764 8．8130081 2．8392857

継承者 9．6350365 6．729927 9 2．7835821

創業継承別アントレプレヌール度
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　AMarshal1（1919）は、アントレプレヌールシップが相続によって富を得た人々の問には

見いだされにくいと述べているがどうであろうか。表3－13は創業者・継承者別のアン

トレプレヌール度、表3－14は創業者・継承者別のセルフ・アイデンティティをみたも

のである。これから、継承者の方がアントレプレヌール度が高く、セルフ・アイデンティ

ティでは差がないことが分かる。
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第四章　機械産地におけるフレキシビリティとインフォーマリティ

1　機械産地の生産システムからみた地域的特性

表4－1は各産地の一社当たりの各機械設備の平均設置台数をみたものである。これか

ら次の諸点が分かる。

表4－1．産地別一社当たり機械設置台数
坂城 上田 長岡 燕 大田

FMS 0 0 0 0 0．1

FMC 0．71 0 0 1．11 1．25

MC 2 2 1．29 2．89 2．36

旋盤 3．14 4．92 1．86 7．56 3．34

中創り盤 0．07 1．33 0．14 1．78 22

フライス盤 2．64 3．08 2．71 2．56 2．26

研削盤 1．93 2．17 1．29 1．22 1．28

歯切盤 0 0 3 0 0．09

放電加工機 0．93 0．67 0 0．22 0．26

その他工作機械 1．93 2．17 2．86 7．22 2

ペンディングマシン 0．07 0．08 0 0．78 0．21

液圧プレス 0．07 0．08 0．71 0．78 0．52

機械プレス 1．07 1．75 0 0．56 2．72

勇断機 0．07 0．17 0．43 0．44 0．34

鍛造機 0 0 0 0 0
ワイヤーフォーミングマシン 0 0．08 0 0．22 0．14

溶断・溶接機 0．29 1．08 3．29 5．44 2

レザー加工機 0 0 0．14 0．22 0．09

三次元測定機 0 0．17 0．29 0．11 0．16

その他機械 1．07 0．58 0．14 1．89 2．14

機械合計台数 14．93 17．43 18．14 28．64 19．81

NC機合計台数 5．69 3．92 2．71 5 6．46

　①フレキシブル・マニュファクチャリング・システムは大田地域にのみ存在する。

　②フレキシブル・マニュファクチャリング・セルは坂城、燕、大田に存在する。

　③　マシニングセンターはすべての産地に存在し、燕では一社平均2．8台、大田で2．4

台、上田と坂城で2．0台、長岡で1．3台とかなり普及している。

　④旋盤は燕で一社平均7．6台、上田で4．9台、大田で3．3台、坂城で3．1台、長岡で1．9

台存在する。

　⑤中繰り盤は燕と上田で一社平均が1台を超えている。坂城には少ない。

　⑥フライス盤は各産地とも一社平均で2～3台存在する。

　⑦　研削盤は各産地とも一社平均1～2台存在する。

　⑧　歯切盤は長岡で一社平均3．0台存在するが他の産地ではほとんど存在しない。

　⑨ベンディングマシンは燕で一社平均0．8台存在するが、他の産地では少ない。
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　⑩液圧プレスは燕や長岡で一社平均α7～0．8台あるが他の産地では少ない。

　⑪機械プレスは大田で一社平均2。7台、上田で1，8台、坂城で1．1台、燕で0．6台存在

する。

　⑫シャーリングマシンは燕で一社平均0．4台、長岡で0，4台、大田で0．3台あるが後

は少ない。

　⑬鍛造機はどの産地にも存在しない。

　⑭ワイヤーホーミングマシンは燕で一社平均0．2台、大田で0．1台あとはほとんど存

在しない。

　⑮溶断・溶接機は燕で一社平均5．4台、長岡で3，3台、大田で2．0台、上田でLl台、

坂城で0．3台存在する。

　⑯レーザー加工機は燕で0．2台、長岡で0．1台であとはほとんど存在しない。

　⑰三次元測定機は長岡で0．3台、上田、大田で0．2台あとはほとんど存在しない。

　⑱NC機は全体で大田で一社平均6．5台、坂城で5．7台、燕で5。0台、上田で3．9台、

長岡で27台存在し、かなり普及している。

　産地ごとの特徴を要約すると、すべての産地が一般機械、工作機械、輸送機械及び機械

部品の産地であるために、旋盤、フライス盤、研削盤、中剖り盤、歯切盤など切削加工機

の保有台数が多くなっている。そして、ベンディングマシン、プレス、鍛造機など塑性加

工機はそれ1ほど多くない。燕や長岡ではいわゆる鉄工所が多いために溶接・溶断機の保有

台数が多い。また、長岡、上田、大田ではプレシジョンを要求される機械の製造メーカー

が含まれることから三次元測定機を保有する企業がある。そして、特筆されるべきはMC

やCNC機が現在では機械工業産地の中小企業に広く普及している点である。機械装置の

フレキシビリティは各産地とも著しく高い。

　2　垂直的分業体制において各企業が占める位置

　渡辺幸男（1991）は川崎地域の機械金属工業の調査から、①自社製品生産企業、②

高度・独自加工技術特定加工専門化企業、③熟練技能小ロットサイズ特定化工専門化企

業、④量産特定加工専門化企業、⑤企業内地域間分業企業、⑥受発注仲介企業の類

型を設定し、下請系列関係にっいて次のようにいっている。

　「大都市工業集積地域では、多様な分野の発注側大企業が特定加工に専門化した受注生

産型の中小企業を共有した形で利用していた。その中に特定発注側大企業との下請系列取

引関係も形成され、・発注側大企業による下請系列企業の育成も行われた。山脈型分業構造

の原型が大都市工業集積地域内で形成されていた。・・（しかし第一次石油危機以降）・・

多くの下請系列中小企業は有力な発注側大企業の系列である場合には、その特定の発注側

大企業とは従属的下請取引関係を維持し、系列関係を維持強イリした。他方で、他の受注先

企業とは自立的下請取引関係を結び、受注先分野の多様化と、下請系列関係の維持とを共

存させた。・・（こうした中で）・・機械工業の地域分業構造が、各地域で完結した構造を

持っ分業構造から、広域的な発注受注関係や企業内での工業集積地域内と周辺との生産機

能の棲み分けを含む、広域的な地域分業構造へと変化した。」（渡辺、1991、18～21頁）
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　こうした、受注先分散にともなう産地を超えた広域的な社会的分業の存在が現在でも機

械工業の特徴となっている。

　表4－2は地域別に業態別企業類型の分布をみたものである。これから分かることは次

の点である。

表4－2．産地別業態別企業割合

完成品 OEM生産 総組立 ニット凝 部品加エ その他 合計（N＞

坂城 25．0％ 0 12．5 0 62．5 0 100（8）

上田 9．1％ 0 9．1 0 81．8 0 100（11）

長岡 14．3％ 0 28．6 一　14．3 42．9 0 100（7）

燕 50．0％ 0 0 0 37．5 12．5 100（8）

大田 20．4％ 2 2 2 71．4 2 100（49）

合計 21．7％ 1．2 6 2．4 66．3 2．4 100（83）

　①燕では農業機械やバランサーなど最終商品メーカーが多く存在するため、完成品メ

ーカーの比率が高くなっている。上田と長岡ではその比率が低い。

　②長岡や坂城では総組立メーカーの比率が高い。これは設計部門の充実した工作機械

メーカーや射出成型機メーカーの有力下請け企業が存在するためである。

　③上田、大田ではユニット品や部品加工の下請企業が7～8割存在する。

　このように、渡辺の山脈型分業構造が取引関係を地域的に拡散させながら大田には今で

も存在し続けている。これに対して、燕や長岡は産地内に部品加工下請企業がフルセット

で存在しないために、産地外の部品、加工メーカーと広範な取引関係が存在する。坂城と

上田はその中間といえる。っまり、垂直的に分散した生産のネットワークを産地内で完全

に組めるのは、各部品加工分野の中小企業が分厚く堆積している大田産地だけで、燕や長

岡では産地内企業だけではネットワ」クを組みきれない。坂城と上田はかなりの部分で組

めるが完全には組みきれない。

表4＝3は業態別に企業規模の分布をみたものである。

表4－3．規模別業態別企業割合　　　・

完成品 OEM生産 総組立 ユニット品 部品加工 その他 合計
3人以下 5．6％ 0．0％ 0．0％ 0．0％ 11．1％ 0．0％ 8．6％

4－9人 22．2 100 0 50 31．4 50 29．6

10－19人 11．1 0 0 0 31．4 0 23．5

20－99人 50 0 100 50 24．1 0 33．3

100－299人 11．1 0 0 0 2 50 5

合計（N） 100（18） 100（1） 100（4） 100（2） 100（54） 100（2） 100（81）

これから次のことが分かる。

　①　一般的に見て、完成品メーカー、総組・ユニットメーカー、部品加工業者の順に企

業規模は小さくなる。

　②しかし、完成品メーカーの中にも零細企業があり、また大手の部品メニカーもある。

これはとくに、設計業務だけ自社で行い、製造を大手メーカーに製造させるエンジニアリ

ング企業が増えているためである。
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（1）　業態別の機械装置からみたフレキシビリティ

　表4－4は業態別に見た各機械装置の保有企業割合であり、表4－5は業態別に見た各

機械装置の一社当たりの平均保有台数である。

表4－4．業態別機械設備保有企業割合

完成品 0田生産 総組立 ユニット品 部品加工 その他

田S 0．0％ 0．0％ 20．0％ 0．0％ 5．5％ 0．0％

FMC 22．2 0 20 0 16．4 50

HC 44．4 一　〇 40 0 58．2 50一

旋盤 88．8 100 60 50 76．4 50

中剖り盤 27．8 0 0 100 18．2 0

フライス盤 77．8 0 6α 50 76．4 50

研削盤 61．1 100 60 50 50．9 0

歯切盤 11．1 0 0 0 1．8 0

放電加工機 22．2 0 0 0 18．2 0

その他工作機 50 0 40 50 45．5 50
ペンデイングマシン 16．7 0 0 0 1．8 0

液圧ブレス 33．3 0 20 0 12．7 0

機械プレス 22．2 0 0 0 23．6 一　〇

舅断機 22．2 0 40 0 12．7 50

鍛造 0 0 0 0 0 0
ワイヤーフォーミングマシン 5．6 0 0 0 7．3 0

溶断・溶接機 55．6 0 20 100 38．2 100

レーザー加工機 16．7 0 20 0 1．8 50

ご次元測定 16．7 0 20 0 9．1 50

その他機械 38．9 0 0 0 14．5 0

NC機 72．2 0 60 100 85．5 50

企業数 18 1 5 2 55 2

表4－5．業態別一社当たり機械設置台数

完成品 0醐生産 総組立 ユニット品 部品加工 その他 1社玉工場

FMS 0 0 0．25 0 0．09 0 2

田C 0．56 0 0．75 0 0．63 5．5 3

MC 2．06 0 3．25 0 2．39 5．5 10

旋盤 7．24 1 3．5 1 3．2 1．5 18

中割り盤 0．71 0 0 2 0．52 0 5

フライス盤 2．24 0 3．25 1 2．87 0．5 6

研削盤 1．65 7 1 0；5 1．5 0 10

歯切盤 0．18 0 0 0 0．39 0 5

放電加工機 O．53 0 0 0 0．39 0 0

その他工作機 4．12 0 1．5 1．5 2．26 3 17

ペンディングマシン 0．47 0 0 0 0．11 0 0

液圧プレス 1．35 0 1．25 0 0．19 0 1

機械プレス 1．12 0 0 0 2．37 0 0
勢断機 0．41 0 0．75 0 0．24 0．5 0

鍛造 0 0 0 0 0 0 0
ワイヤーフオーミングマシン 0．12 0 0 0 0．13 0 0

溶断・溶接機 3．53 0 5 2 1．44 4 0
レーザー加工機 0．24 0 0．25 0 0．02 0．5 0

三次元測定機 0．18 0 0．25 0 0．15 0．5 1

その他機械 2．12 0 0 0 2．11 0 20

機械合計台数 29．22 11 20．8 13 26．62 28．5 98

NC機合計台数 7．29 0 8 2 5．34 5．5 22
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これから分かる点は以下の諸点である。

　①　FMSは総組立の下請企業の2割、部品加工の下請企業の5．5％に存在するが、その

他の企業には存在しない。一社平均台数は総組立企業で0．25台、部品加工企業で0．09台

である。

　②　FMCは完成品企業の22．2％（一社平均0．56台）、総組立企業の20．0％（一社平均0．75

台）、部品加工企業の16．4％（一社平均0．63台）に存在する。

　③　MCは完成品企業の44．4％（一社平均2．1台）、総組立企業の40．0％（一社平均3．25

台）、部品加工企業の58．2％（一社平均2．39台）に存在する。

　④　NC機は完成品企業の72．2％（一社平均7．29台）、総組立企業の60．0％（一社平均

8．00台）、部品加工企業の855％（一社平均5．34台）存在する。

　⑤　対照企業として調査した大企業1社K工場工作機械工場では、FMS　2台、　FMC　3

台、MC　lO台、その他CNC機7台、　NC機合計は22台となって、産地の完成品メーカー一

の約3倍で、MRI化が進んでいる。しかし、保有機械総数も約3倍あるために、機械総

数に占めるNC機率は1社K工場工作機械工場で22．4％に対して、産地の完成品メーカ

ーでは24．9％となり、若干低くなる。

　以上から、完成品企業、総組立企業、部品加工企業といった垂直的分業システムに占め

る位置とは関係なく、機械工業では広く機械装置のフレキシビリティが達成されている。

これは、ニットの下請企業と異なり機械工業の部品メーカーでは精度の条件が親企業と同

一水準でなければならないからであるといえる。また、完成品企業、総組立企業、部品加

工企業で装備している機械の総台数においても差がほとんどないことが分かる。それぞれ、

設計、組立、部品加工に特化して有機的に結合していることが分かる。

（2）　業態別の熟練の蓄積

　日本には社会的範疇としての熟練が存在しないとか、jobがないといわれる。技術体系

や熟練体系が企業ごとで確立され、未経験者を採用して企業内でいくっかの関連職種を経

験させて作業に習熟させていく陶冶方法がとられ、企業間で共通の熟練基準が存在しない

ために、熟練が経験で表示され企業内に封鎖されていることが主張されている。これはあ

る意味でその通りであるが、各企業ごとでフォーマル・インフォーマルの別を問わず、作

業習熟度の格付けが存在し、主な持ち場を構成する諸作業としての職種が存在しないとい

うことはない。

　小池（1989）は日本の大企業生産職場で大半の従業員が「知的熟練」を身にっけている

という。作業は

　（イ）普段繰り返される標準的作業と

　（ロ）普段とは違った作業からなり、　　」

（ロ）はさらに、

　（a）変化への対応（新製品の登場、製品構成の変化、生産量の変化、生産方式の変化そ

して労働者構成の変化にともなう治工具の調整、すなわち段取り替え）と

　（b）異常への対応（①検査による不良の除去、②異常原因の推定、③小さな直し）

からなるとする。そして、「知的熟練」とは（b）の②と③であるという。
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　「機械化が進めば進むほど、熟練はいらなくなるのではなく、普段と違った作業、とり

わけ、異常への対応が難しくなり、熟練が要求される。自動化、電子化した機械の異常に

対処するには、たんに機械の構造を知るにとどまらず、機械を自動的に動かす油圧、空圧

の仕組み、さらに電子化のすくなくとも初歩を知らねばならない。」

という。そして、永年勤続のなかでの長期の競争により身に付く技能には次の二つの側面

があるとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L

　（イ）異常や変化の対応のうまさ＝経験のふかさ

　　　①プログラミングの手直しができる　　　　　　・
　　　②不良への対処ができる

　　　③機械関係の修理ができる

　　　④電気関係の修理ができる

　（ロ）経験のひろさ

　　　①教育を受けた程度

　　　②　一人でできる

　　　③段取りができる

　　　④人に教えることができる

技能を経験のふかさやひろさで把握しようとするこの考えは実に日本の熟練を考える上で

重要な視点である。ただし、ここでいわれている「ひろさ」こそ経験年数とともに一般的

には身に付いていく、ある職種で必要とされる技能や知的熟練の深さではないだろうか。

また、メカニクスやオペレーターは自分が運転する機械の不良の対処や簡単な機械的修理

はできても、電気関係の修理となれば保守工やメーカーから派遣されるサービス・エンジ

ニアの手を煩わさなければなるまい。これらの作業は万能職場的な工場の熟練工でなけれ

ば一般的には別の職種の仕事と考えるだろう。その意味で、ここでいわれている「ふかさ」

こそ経験年数の増加と共に身に付く可能性のある技能や知的熟練の広さといえよう。

　まず、表4－6は業態別に職種別従業員数をみたものである。

表4－6．業態別職種別従業員割合
完成品 0田生産 総組立 ユニツト品 部品加エ その他 1社K工場

直接生産工 43．9％ 50．0％ 69．8％ 53．8％ 48．7％ 66．7％ ’　51．7％

間接生産工 6．3 0 1．7 0 7．3 6．7 3．1

技術者 13．7 0 7．8 7．7 18．2 8．9 17．5

事務職員 13．5 25 6 11．5 7 6．7 16．1

営業販売員 6．9 0 2．6 11．5 2．9 2．2 0

管理職 8．8 O 6．9 O 6．3 7．4 10．3

役員 6．8 25 5．2 15．4 9．6 1．5 1．3

合計（N） 100（44．4） 100（8） 100（29） 100（13） 100（19．8） 100（67．5） 100（292）

これから次のことが分かる。　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

①完成品企業では、直接生産工が従業員全体に占める割合は43．9％、間接生産工が6．2
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％、技術者が13．7％、営業販売員が6．9％、管理職が8．8％、役員が6．8％である。技術

者の占める割合が高く直接生産工の占める割合が低い。

　②部品加工企業では、直接生産工が従業員全体に占める割合は48．7％、間接生産工

が7．3％、技術者が18．2％、事務職員が70％、営業販売員が2．9％、管理職が6．3％、・

役員が9．6％である。事務職員、営業販売員、管理職が完成品企業よりも少ないが、ほぼ

それとにた構成をとっている。すなわち、直接生産工が比較的に少なく技術者が多い。

　③　それに対して、総組立企業やその他企業では直接生産工が従業員の役2！3存在し、

技術者は8～9％と比較的に少ない。

　表4－7は業態別にMCオペレーター、旋盤工、プレスエ、溶接工で熟練の深さ別の

比率をみたものである。

表4－7、職種別技能水準別従業員割合
榔オペレーター 完成品 OEM生産 総組立 ユニット品 部品加工 その他 1社K工場
見習い 19．4％ 18．2％ 23．3％ 26．3％ 0．0％

一人で操作 28．4 31．8 29．7 26．3 ．0

段取り 26．9 27．3 23．5 26．3 0

指導 25．4 22．7 23．5 21．1 100

旋盤工 完成品 0畷生産 総組立 ユニット品 部品加工 その他 1社X工場
見習い 19．9％ 0．0％ 12．5％ 12．5％ 21．8％ 0．0％ 0．0％

一人で操作 31．7 33．3 33．3 43．8 32．5 33．3 0

段取り 29．9 33．3 33．3 12．5 24．4 33．3 9．1

指導 18．5 33．3 20．9 31．2 21．4 33．3 90．9

プレスエ 完成品 OEH生産 総組立 ユニット品 部品加工 その他 1社K工場
見習い 11．7％ 0．0％ 20．1％

一人で操作 35．3 36．2 32．7

段取り 23．5 31．9 27．1

指導 29．4 31．9 20．1

溶接工 完成品 OEM生産 総組立 ユニット品 部品加工 その他 1社K工場
見習い 9．5％ 0．0％ 14．3％ 19．5％ 20．5％

一人で操作 32．1 36．2 42．9 33．7 26．5

段取り 22．6 31．9 28．5 24．2 26．5

指導 35．7 31．9 14．3 22．6 26．5

これから分かることは次の諸点である。

　①MCオペレーターについてみると、完成品企業では、見習い19．4％、一人で操作

可能者28．4％、段取り可能者26．9％、指導者25．4％となっており、約114が他の人に教

えられる程度の熟練の深さを有している。総組立企業では一人で操作可能の割合が3L8

％と他より高いが、全体の傾向は完成品企業と同じといえる。さらに、部品加工企業では

熟練の深度別カテゴリーがほぼ114ずつの比率になっている。MCオペレーターを有する

企業はそれほど多くないものの、有する場合の熟練の深度は各業態ともかなり高度である

といえる。

　②しかし、対照企業の1社K工場工作機械工場では、MCオペレーターが10人いて、

そのすべてが他の人に指導できる技能水準にあり、中小企業と比べて、ニュー・テクノロ
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ジー関連の深い熟練の蓄積には大きな開きがある。

　③旋盤工は完成品企業と総組立企業とユニット品企業で一人で操作段階の者と段取り

が可能な者の合計がほぼ6割強になっている。部品加工企業でもそれが、約43％ある。

また、指導可能な者は部品加工企業で’23．5％、ユニット品企業では実に312％に達して

いる。

　④プレスエは完成品企業で一人で操作と段取り可能を合わせると約59％になり、部

品加工でも約60％になる。指導者は完成品企業で29．4％、総組立企業では31．9％に達す

る。

　⑤溶接工は完成品企業で一人で操作と段取り可能の者を合わせて約54％になり、部

品加工企業でも約58％になる。ユニット品や総組立企業ではその比率が7割弱にも達す

る。指導者は総組立で約32％、完成品で焼く36％にもなる。

　このように、旧来の各々の職種では、熟練度の高い技能工が蓄積されていることが分か

る。

　表4－8は、一社当たりの各項目ができる人員によって熟練の拡がりを見たものである

が、これから次の諸点が分かる。

表4－8．技能者の占める割合

対直接工 完成品 OEM生産 総組立 ユニット品 部品加工 その他
プログラミング 19．8％ 0．0％ 19．8％ 21．4％ 27．2％ 6．7％

不良対応 24．3 75 18．5 35．7 33．3 10

機械修理 11．9 25 17．3 21．4 15 7．8

電気修理 5．8 0 7．4 7．1 8．5 7．8

1社直接工 1社間接工
プログラミング 13．2％ 33．3％

不良対応 33．1 55．6

機械修理 19．9 100

電気修理 6．6 55．6一
一1

　①プログラミングが可能な者は、完成品企業で直接生産工の、19．8％、総組立企業で

は19．8％、ユニット品企業では21．4％、部品加工企業では27．2％となっており、ニット

の場合の技術者の比率に近い。

②　不良対応が可能な者は、完成品企業で直接生産工の24．3％、総組立で18．5％、ユ

ニットで35，7％、部品加工で33．3％と高く、ニットの場合の技術者並である。

　③機械修理が可能な者は、完成品企業で直接生産工のll．9％、総組立で17．3％、ユ

ニット品で21．4％、部品加工で15．0％と高く、やはりニットの技術者並である。

　④電気修理が可能な者は、完成品企業で5．8％、総組立で74％、ユニット品で71

％、部品加工で8．5％と、ニットの技術者ほどではないがニットの直接生産工よりはかな

り高い。

　また、重要な点は完成品企業よりも、ユニット品や部品加工企業でこうした幅広い熟練

を有している直接生産工が分厚く蓄積されている点である。このように、従業員の熟練度

から見ても、機械工業では、下請け企業に深くまた広い熟練の蓄積があり、フレキシブル

一38．



であるということだ。

　⑤対象企業の1社K工場工作機械工場では、、直接生産工に占めるプログラミング可

能の者の割合は13．2％、不良対応可能な者の割合は33．1％、機械修理可能な者は19．9％、

電気修理可能な者は6．6％である。このように不良対応と機械修理では大企業が現場の熟

練蓄積で優位に立っているが、プログラミングや電気修理ではさほどではない。しかし、

間接生産工で見るとそれぞれ、33．3％、55．6％、100．0％、55．6％となり、圧倒的に大企

業で熟練蓄積が進んでいる。

（3）　業態別の多品種少量生産への対応

表4－9は業態別にMC，（NC機導入の理由をみたものである。

表4－9．業態別逝CCN（磯導入理由割合（複数回答）

導入理由 完成品 OEM生産 総組立 ユニット品 部品加工 その他 合計
合理化理由 58．1％ 0．0％ 0．0％ 0．0％ 53．0％ 100．0％ 55．3％

差別化理由 41．9 0 50 0 42．6 0 41．8

発注先対応 0 0 50 0 4．4 0 2．9

合計 100（43） 0 100（4） 0 100（115） 100（3） 1◎0（170）

目標達成 完成品 OEM生産 総組立 ユニット品 部品加工 その他 合計
された 61．5％ 0．0％ 50．0％ 50．0％ 81．8％ 100．0％ 75．8％

されない 7．7 0 0 0 4．5 0 4．8

どちらとも 30．8 0 50 50 13．7 0 19．4

合計 100（13） 0 100（2） 100（2） 100（44） 100（1） 100（62）

これによると、完成品企業、総組立企業、ユニット品企業、部品加工企業、その他企業の

すべてで、MC，CNC機導入の理由として、合理化理由（終日稼働、省力化、コスト削減）

が50％以上で、差別化理由（多品種少量生産、品質向上、受注先分散）より若干多くな

っている。これは、機械装置のフレキシビリティが、フレキシブル・スペシャライゼイシ

ョンの方向でよりも、ポスト・フォーディズムの方向で追求される傾向が強いことを意味

している。

　表4－10は業態別に、U字型ラインの採用状況をみたものである。

表4－10．U字型ライン採用企業割合

9
完成品 OEM生産 総組立 ユニット品 部品加工 その他 合計

その他 73．3％ 100．0％ 100．0％ 100．0％ 75．5％ 50．0％ 76．7％

U字型ライン 26．7 0 0 0 24．5 50 23．3％

合計 100（15） 100（1） 100（4） 100（2） 100（49） 100（2） 100（73＞

これによれば、完成品企業や部品加工企業の約1！4でU字型ラインが採用されていること

になる。これも、ポスト・フォーディズム的傾向が機械工業に現れていることを示すもの

といえよう。
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（4）　業態別の独立度と生産の分散度

表4－11は業態別に上位一社率と上位五社率をみたものである。

表4－11．業態別規模別上位一社率と上位五社率
上位一社率 完成品 OEM生産 総組立 ユニット品 部品加工 その他
3人以下 38．2 54．7

4－9人 25．7 33．3 81．4 48．2 40
10－19人 63．5 44．4

20－99人 27．1 70．9 12．2 50．1

100－299人 8．7 75．2 50．8

上位五社率 完成品 OEM生産 総組立 ユニット品 部品加工 その他
3人以下 79．6 73．4

4－9人 55．5 73．3 100 81．9 100
10－19人 95．2 88．3

20－99人 65．1 94．5 43．9 82．9

100－299人 28．4 91．9 99．9

　　　　これから次の諸点が明らかになる。

　　　　　①上位一社率は完成品企業よりも総組立や部品加工などの下請企業で高い。言い換え

　　　　ると、下請け企業の方が従属性が強い。

　　　　　②　企業規模別にみると、完成品企業では大手中企業（100－299人）よりも、規模がそ

　　　　れより小さい企業の方で上位一社率が高く従属性が強いといえるが、部品加工企業では逆

　　　　に大手中企業が最も高く、規模が小さい方が低くなっている。

　　　　　③上位五社率でも完成品企業の方が総組立企業や部品加工企業よりもほぼ低い値をと

　　　　っており、従属性が低い。

　　　　　④　上位五社率でも同様で大手中企業で低く規模が小さくなるに連れて高くなるが、部

　　　　品加工企業では規模が大きいほど高い傾向がある。

　　　　　このように、大手中企業の完成品企業で独立性が強く、大手中企業の部品加工企業で従

　　　　属性が強い。小零細企業では業態に関わりなく受注先の分散が進み、従属度を低めつっあ

　　　　るものと考えることができる。

　　　　　表4－12は業態別の利用下請け企業数と下請け依存率（売上高に占める下請け取引額

　　　　の比率）をみたものである。

表4－12．業態別利用下請け企業数と下請け依存率
完成品 0甜生産 総組立 ユニット品 部品加工 その他

OEM下請け 0．38社 1 0 0 0．26 0

総組立 1．75社 0 0 0 0．29 0

ユニット品 1．88社 0 0．75 0 1．39 0

部品加工 23．78社 3 24．25 5 13．1 2

下請け合計 27．79社 4 25 5 15．04 2

下請け依存 22．52％ 24 18．63 7．75 13．98 2．5

これから次のことが分かる。
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　①完成品メーカーでは部品加工の下請けを平均で約24社使用し、完成品メーカーで

はさらに、OEM、総組立、ユニット品の下請けを合わせて4社用い、ほぼ28社の下請け

を利用している。総組立企業は部品加工の下請けを完成品メーカーとほぼ同じ約24社使

用するものの、OEMや総組立の下請けを利用せず、ユニット品の下請けを約1社利用し

下請けは全部で25社利用している。これから、機械メーカーでは要素部品下請けをほぼ25

社程度必要とすることが分かる。

　②部品加工企業でも、部品加工下請けを13社、その他を合わせて2社合計15社利

用している。

　こうしてできあがる製品ごとの垂直的に分散した生産ネットワークは巨大なものとな

る。

　③下請け依存率をみるとOEM企業で24％、完成品メーカーで22．5％、と高く、総

組立企業で18．6％、部品加工で13．996と下がっていき、ユニット品で7．8％と最も低い。

（5）　業態別のインフォーマル度

表4－13は業態別の社会保険加入従業員割合をみたものである。

表4－13．業態別社会保険加入従業員割合
完成品 OEM生産 総組立 ユニット品 部品加工 その他

雇用保険 92．5％ 100 90．1 92．3 75．9 88．9

労災保険 96．0％ 50 94．3 92．3 84．9 97．1

健康保険 94．4％ 100 94．9 96．2 82．9 88．1

年金保険 91．3％ 100 93．6 15．4 68．4 85．2

従業員合計 802人 8 141 26 1062 135

これより次のことが分かる。

　①完成品メーカー、OEM企業、総組立企業、ユニット品企業では雇用保険、労災保

険、健康保険の加入率はほぼ90％以上に達するが、年金加入率は完成品メーカーで約1！3、

ユニット品ではたった15％にすぎない。

　②部品加工企業では雇用保険で75．9％、労災保険で84．9％、健康保険で82．9％、厚

生年金で68．4％と全般的に低い。

　表4－14は企業規模別に従業員の社会保険加入率をみたものである。

表4－14．規模別社会保険加入従業員割合

3人以下 4－9人 10－19人 20－99人 1QO－299人 合計

雇用保険 55．0％ 57．5 67．9 86．1 94．1 83．5

労災保険 65．0％ 59．8 77．1 91．9 98．1 89．1

健康保険 80．0％ 66．1 76．2 87．3 94．5 86．2

年金保険 80．0％ 43．7 65．9 77．7 94．3 78．1

従業員合計 20人 174 328 1370 636 2508

これから次のことが分かる。

①雇用保険、労災保険、健康保険では規模が小さい企業の方で加入率がほぼ低い。

②年金保険は従業員4－9人クラスでは半数以上が未加入である。
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（6）　業態別のアントレプレヌールシップ

表4－15は業態別のアントレプレヌールシップ度をみたものである。

表4二15．機械企業経営者業態別アントレプレヌールシップ度平均得点
イノへ㌧ション ペンチヤー 人材育成 戦略策定 調整 事業展開

完成品 12．3 12 12 12．1 11．3 3．1

OEM生産 11 13 13 9 12 3

総組立 10．8 12 12 11 10．2 3

ユニット品 12．5 12．5 12．5 13．5 11．5 3．5

部品加工 10．9 11．5 11．5 12．3 10．7 3．2

その他 11 13 13 13．5 9．5 3．5

これから以下のことが分かる。

　①イノベーション、戦略策定、事業展開でユニット品企業の経営者の平均得点が高い。

　②ベンチャー、人材育成、調整でOEM生産企業の経営者の平均得点が高い。

　③総組立企業の経営者はイノベーション、戦略策定、調整の得点が最低である。

　④部品加工の経営者はベンチャー、人材育成の得点が最低である。

このように、OEM生産、ユニット品の経営者がアントレプレヌールシップが高く、総組

立や部品加工の経営者で低いといえそうである。
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第五章　ニット産地におけるフレキシビリティとインフォーマリティ

1　ニット産地の生産システムからみた地域的特性

表5－1は地域別に企業の機械・設備の装備状況をみたものである。

表5－1．産地別機械設備設置企業割合

糸繰機 ワインダー FF機 横編み機
五泉 23．8％ 66．7％ 28．6％ 76．2％

見附・加茂・栃尾 22．2 66．7 11．1 66．7

東京横編み 30 46．7 16．7 60

福島 10 60 40 80

東京ファッション 0 7．1 0 7．1

愛知 16．7 50 16．7 41．7

合計 17．3 43．6 16．4 50

丸編み機 経編み機 ミシン CAD／CA畷
五泉 19％ 0％ 57．1％ 81％

見附・加茂・栃尾 33．3 0 55．6 88．9

東京横編み 3．3 3．3 66．7 50

福島 0 10 80 60

東京ファッション 7．1 0 89．3 28．6

愛知 0 0 83．3 58．3

合計 9．1 1．8 72．7 55．5

これより分かることは以下の諸点である。

　①糸繰り機は五泉、見附・栃尾・加茂の新潟産地、東京横編みで保有する企業が2－3

割あり、愛知、福島産地が1割台である。東京ファッションニット組合の加盟企業には存

在しない。

　②ワインダーは五泉、見附・加茂・栃尾、福島の各産地で保有する企業が6割以上で

あり、東京横編み、愛知で約半数の企業が保有する。しかし、東京ファッションでは保有

する企業は1割に満たない。

　③　対象産地・組合・企業を製造する主要品目が外衣であるものに限定し、ランジェリ

ー系の企業を省いたので経編機を保有する企業は極端に少ない。・

　④FF機は福島、五泉で3割前後、東京横編み、愛知、見附・加茂・栃尾で1割強、

東京ファッションでは保有する企業はない。

　⑤横編み機は五泉、見附・加茂・栃尾、の新潟産地、東京横編み、福島で保有する企

業が6－8割に達し、愛知では4割強である。しかし、東京ファッションでは1割に満た

ない。

　⑥丸編み機は見附・加茂・栃尾で3割強が保有し、五泉でも2割弱が保有している。

福島、愛知では保有する企業が無く、東京横編みでもごくわずかである。問題は、対象産

地の中で唯一丸編み中心の組合である東京ファッションニット組合の加盟企業でも保有す

る企業がたった7％にすぎない点である。
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　①～⑥の結果をみて分かるように、東京ファッションニット組合加盟企業では編立てに

至る前工程の機械設備がほとんど存在しない。これは、編立てまでの工程を主に和歌山の

丸編み産地に依存し、延反、裁断、縫製の後工程のみを行う企業が多いためである。一方

横編み中心の産地では前工程を行う企業が産地内に存在し、また大手では前工程から後工

程まで一貫して社内生産する垂直的統合型の企業が多く存在する。

　⑦CAD／CAM，CNC機は五泉、見附・加茂・栃尾の新潟産地で保有する企業は8割以

上に達し、福島、愛知、東京横編みでは5－6割である。しかし、東京ファッションでは

保有する企業は3割弱にすぎない。

　⑧ミシンは福島、東京ファッション、愛知で保有企業が8割以上に達し、五泉、見附

・加茂・栃尾の新潟産地では6割弱である。これは、新潟産地では、縫製を専門の下請け

業者・家内工業に依存し自社内では行わない企業があるためである。

　以上のように、新潟産地は産地内で垂直的に分散した生産システムがほぼ完全な形で存

在し、一部大手企業で垂直的統合が見られる。一方、東京ファッションではデザイン企画

と縫製は行いながら、編立てまでの前工程は他の産地に依存する産地間分業がみられ、ま

た東京横編みと同様に自社の縫製工場も近くは千葉、栃木、群馬遠くは福井、新潟、秋田

などの地域、さらには中国にもっていて、東京には本社営業部しか存在しない企業が多い。

さらに、福島、愛知の産地ではかなり広い範囲に企業が分散的に立地し、また一貫型の企

業の比率が多い。このように、産地ごとで生産システムにはかなりの違いがある。しかし、

重要な点は、何れの産地においても、日本の現在のニット製造は、製販分離といわれるよ

うに、マーチャンダイジング（商品企画開発）やマーケッティング（販売）は東京、大阪、

神戸などに本社をもっアパレル総合卸（レナウン、三陽商会、オンワード樫山、ワールド

など）が行い、産地のメーカーはそれらのブランドをOEM生産する形をとる場合がほと

んどである。近頃、小売り直結のSPA（speciality　store　retailer　of　private　label　appareD方式や

ファブリック・ブティックも存在するが、取引の多くはアパレル総合卸を経由して行われ

ている。ただ、アパレル総合卸の中にはマーチャンダイジングを重視する企業とマーケッ

ティングを重視する企業があるために、前者との取引の場合には産地メーカーは宛われた

デザイン通りの製品作りをするし、後者との取引の場合に産地メーカーのデザインカが必

要になってくる。そして、大手産地メーカーは一貫生産ラインをもっていて一貫生産をす

る一方で、自社キャパ以上の受注をしてオーバーした分については同業他社に稼働能力下

請けに出す。また、サイジング、縫製、刺繍、仕上げ工程などにっいては専門業者にやは

り稼働能力下請けに出す。染色は専門業者に専門下請けに出す。大手産地メーカー以外に

産地商社がアパレル総合卸から受注して、各工程の業者をまとめて垂直的に分散した生産

システムを組織する場合も存在する。

2　垂直的な分業システムにおいて企業が占める位置

　産地メーカーは昭和40年代までは、原糸メーカーの系列で産地問屋の支配下にあった

といわれるが、それ以降アパレル総合卸が一方で参考上代・掛け率制、テリトリー制、返

品制の三点セットで小売りを支配したために、販路を圧倒的に抑えたアパレル総合卸の支

配下に入っていった。
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　そこで、産地メーカーの社会的分業体制における位置は、ブランドを有するか、商品企

画能力を有するか、素材購入能力を有するかの三点で8タイプに類型化することができる。

　　　　　　　　　　　ブランド　　　　商品企画機能　　　　素材購入能力

ブランドメーカー　　　　十　　　　　　　　＋　　　　　　　　　十

製造販売　　　　　　　　一　　　　　　　　＋　　　　　　　　　＋

協力工場　　　　　　　　一　　　　　　　　一　　　　　　　　　＋

受託加工　　　　　　　　一　　　　　　　　一　　　　　　　　　＿

その他　　　　　　　　　＋　　　　　　　　＋　　　　　　　　　＿

　　　　　　　　　　　　十　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　十

　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　十　　　　　　　　　　　一

　　　　　　　　　　　　十　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　一

　産地の事業所はほとんど、ブランドメーカー、製造販売、協力工場、受託加工のいずれか

　であって、その他は少ない。この、社会的分業体制に占める位置は企業のフレキシビリテ

　ィやインファーマリティを左右する重要な要因であり、以下これを企業の業態と呼んで、

　この業態別の基本的な集計を中心として分析を行ってみたい。

　　表5－2は産地ごとに業態別の企業構成をみたものである。

表5－2．産地別業態分類
プランド 製造販売 協力工場 受託加工 その他 合計（N）

五泉 23．1％ 23．1％ 15．4％ 38．4％ 0％ 13

見附・加茂・栃尾 0 77．8 11．1 11．1 0 9

東京横編み 25 33．3 29．2 8．3 4．2 24
福島 33．2 4、4．4 11．1 0 11．1 9

東京ファッション 21．1 10．5 68．4 0 0 19

’知 10 10 50 30 0 10

合計 20．2 29．8 34．5 13．1 2．4 84

五泉では受託加工の比率が他より多く4割弱存在する。見附・加茂・栃尾では製造販売が

圧倒的に多い。福島ではブランドメーカーが約1β存在する。東京ファッションと愛知で

は協力工場が多い。東京横編みは回答企業全体の構成比率に近い。

　表5－3は業態タイプごとに規模別構成をみたものである。

表5－3．業態別企業規模別割合

3人以下 4－9人 10－19人 20－99人 100－299人 合計（N）

1プランドメゆ一 5．9％ 5．9％ 17．6％ 53％ 17．6％ 17

1　製造販売 4．4 21．7 8．7 56．5 8．7 23

協力工場 7．7 21．4 32．1 35．7 3．6 28

受託加工 45．4 27．3 18．2 9．1 0 11

1その他 0 0 100 0 0 1

合計 11．2 18．8 21．3 41．2 7．5 80
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これから、ブランドメーカーでは中企業（20－99人と100－299人）が7割以上存在し、特

に産地大手企業（従業員100－299人規模の企業）が2割弱含まれる。製造販売は中企業が

約4割存在する～方で9人以下の零細企業が約1／4も存在し二極分解的傾向がある。これ

は大手一貫メーカーとまとめ屋（零細産地問屋型工場）が含まれるためと思われる。協力

工場は20－99人の中企業と10－19人の小企業が多い。受託加工は7割以上が9人以下の零

細企業および自営業である。

（1）　業態別の装置から見たフレキシビリティ

　表5－4は業態別に見た各機械装置の保有企業割合であり、表5－5は業態別に見た各

機械装置の一企業当たりの保有台数である。

表5－4．業態別機械装置設置企業割合
プランドメゆ一 製造販売 協力工場 受託加工 その他 合計

糸繰り機 29．4％ 12．0％ 13．8％ 50．0％ 0％ 20．0％

ワインダー 47．1 56 41．4 66．7 100 50．6

経編み機 5．9 4 0 0 0 2．4

FF横編み機 29．4 16 10．3 16．7 50 17．6

ム寸横編み 17．6 28 24．1 41．7 50 27．1

大横編み機 58．8 52 31 25 100 43．5

小横編み機 23．5 36 17．2 25 50 25．9

台丸機 0 16 3．4 0 0 5．9

両面機 0 20 3．4 8．3 0 8．2

両頭機 0 8 6．9 0 0 4．7

延反機 35．3 28 34．5 8．3 0 28．2

裁断機 35．3 40 58．6 16．7 0 41．2

縫いミシン 82．4 72 79．3 41．7 100 72．9

特殊ミシン 64．7 64 58．6 41．7 50 58．8

染色装置 0 0 3．4 8．3 0 2．4

上げセット 58．8 60 34．5 16．7 100 45．9

プレス機 29．4 44 34．5 0 0 30．6

可動シンカ機 52．9 40 13．8 8．3 50 29．4

一全無縫製 5．9 0 0 0 0 1．2

CAD 58．8 52 41．4 8．3 0 43．5

CNC機 58．8 56 44．8 58．3 50 51．8

　これから分かることは次の諸点である。

　　①整経関係の糸繰り機やワインダーは受託加工企業の保有率が高くこれは専門受託業

者が存在するためである。FF横編み機はブランドメーカーが最も保有率が高い。広寸機

　は受託加工で高く、広寸編立ての専門下請け業者の存在を示している。大横機はブランド

メーカー、製造販売では5割以上の企業で保有している。丸編み機はブランドメーカーに

、は存在しない。延反機、裁断機、本縫いミシン、リンキング機は受託加工以外では装備さ
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れているのが常態になっている。仕上げセットはブランドメーカー、製造販売では約6割

の企業に存在する。以上から、ブランドメーカーと製造販売は機械装置の設置状況はおお

よそ類似しており、ほぼ一貫製造ラインを有している企業がこの典型であるといえる。他

方・協力工場や受託加工では特定の一工程または数工程の加工に特化している姿がみえて

くる。

表5－5．業態別一社当たり機械装置設置台数
プランドメーカー 製造販売 協力工場 受託加工 その他 ，合計

糸繰り機 0．41台 0．12台 0．17台 0．83台 0台 0．29台

ワインダー 2．24 1．72 0．62 2．01 1．51 1．48

経編み機 0．18 0．32 0 0 0 C．13

FF横編み 9．68 2．92 1．34 0．42 1．01 3．33

ム寸横編み 9．47 4．16 2．17 3．17 0．51 4．32

大横編み機 8．76 17．76 7．17 1．42 8．51 9．82

小横編み機 8．18 1．56 0．91 0．75 5．51 2．64

台丸機 ’0 0．48 ◎．21 0 0．51 0．22

両面機 0 3．08 0．07 0．25 0 0．96

両頭機 0 0．21 0．34 0 0 0．18

延反機 0．76 0．64 0．52 0．08 0 0．53

裁断機 1．35 1．36 1．76 0．17 0 1．29

縫いミシン 20．24 15．16 20．52 3．51 2．51 16．06

特殊ミシン 26．94 12．32 9．01 3．42 1．51 12．59

染色装置 0 0 0．03 4．17 0 0．61

上げセット 2．53 2．04 0．91 0．25 1．51 1．48

プレス機 2．29 1．01 0．72 0 0 1．01

可動シンカ機 18．59 4．48 0．62 0．33 0．49 5．31

一全無縫製 0．12 0 0 0 0 0．02

CAD 1．35 2．16 0．86 0．08 0 1．21

CNC機 20．12 12．92 7．07 3．01 0．49 10．67

　②最先端の横編み機である可動シンカ機や完全無縫製機は大手のブランドメーカーや

製造販売に限られている。CADはブランドメーカーや製造販売では半数以上の企業で導

入されている。また、コンピューター制御機（編み立機、裁断機、ミシンなどのCNC機）

は受託加工業者でも約6割の企業で保有している。この意味で、ニット業界ではデザイン

のMRI化（CAD）はブランドメーカー、製造販売など産地の大手メーカー・元請けで進

み、生産機（CNC機）機械装置のMRI化は下請け加工業者にまで広く行き渡っていると

いえる。このように、産地の機械装置から見たフレキシビリティは高いものがある』

（2）　業態別の従業員から見たフレキシビリティ

表5－6は業態別に見た一社当たりの職種別従業員数である。
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表5－6．業態別職種別平均従業員数
グランドメゆ一 製造販売 協力工場 受託加工 その他 合計

染色工 0人 0人 0人 4．67人 0人 0．66人

糸繰工 0．47 0．92 0．21 0．17 0 0．45

編立工 3．24 4．8 1．76 0．92 0．51 2．8

裁断工 0 0．81 0．11 0 0 0．27

縫製工 22．47 18．52 13．41 4．25 0 15．12

”仕上工 3．59 5．32 1．92 0．33 0 2．99

検品工 0 0．56 0．11 0 0 0．2

出荷工 0 0．48 0 0 0 ・0．14

技術者 5．06 2．72 1．02 0．25 2．01 2．25

事務職員 2．65 2．24 1．41 0．17 0．98 1．72

営業販売員 2．24 1．4 1．69 0．17 0．99 1．48

管理職 1．94 2．52 1．17 O．25 0 1．56

役員 2．94 2．32 1．83 0．42 1．01 1．98

マーチャンダイザー 0．82 0 0．07 O 0 0．19

デザイナー h　O．47 1．21 0．03 0 0 0．46

パタンナー 2．41 1．44 1．03 0．08 O 1．27

グレーダー 0．24 幽　　　0．39 0 0 0 0．16

マーカー 一　　〇．り6 0．44 0．07 0 0 0．16

合計 48．6 46．08 25．84 11．68 5．5 33．86

これから以下の諸点が分かる。

　①従業員の合計はブランドメー一カーが48．6人、製造販売が46」人とほぼ等しく、協

力工場が25．8人、受託加工がll．7人となっている。

　②染色工から検品工までの直接生産工はブランドメーカーで29．8人、製造販売で30．9

人とほぼ等しく、協力工場では17．5人、受託加工で10．4人となっている。っまり受託加

工では従業員のほとんどが直接生産工であるということだ。

　③デザイナー、パタンナー、グレーダー、マーカーの合計は、ブランドメーカーで3．2

人、製造販売で3．5人、協力工場で1．1人、受託加工では0．1人となっている。

　表5－7は編立て工の熟練の深さを業態別にみたものである。、

表5一乳業態別の熟練の深さ別編立工割合

教育受けた 一人で操作 段取り可能 指導可能 合計（N）
グランドメーカー 19．0％ 31．4％ 27．7％ 21．9％ 13．7人
製造販売 23．3 45．5 16．9 14．3 26．6
協力工場 19．1 33．9 30．1 19．9 11．5
受託加工 34．5 20．9 22．4 22．4 5．8
その他 12．2 12．2 63．4 12．2 20．5
合計 23．3 37．3 23．3 16．1 18．1

これから分かることは、
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　①ブランドメーカー、製造販売、協力工場、受託加工で編立てを指導できる最も熟練

の深い者の比率に差はほとんどなく、かえって受託加工や協力湖上の方が若干多く2割前

後の編立て工が他の従業員を指導できる。

　②また段取りのできる者の比率も協力工場や受託加工の工場で多く22～30％いる。

ブランドメーカーや製造販売でも編立て工の1／6から1！4いる。

　③　一人で操作できる以上の者の比率は、ブランドメーカー、製造販売、協力工場でほ

ぼ8割近くなのに対して、受託加工では6割5分である。

　表5－8は縫製工の熟練の広さをみたものである。

表5－8．業態別の熟練の深さ別縫製工割合

教育受けた 一人で操作 段取り可能 指導可能 合計（N）

グランドメーカー 11．2％ 45．4％ 31．9％ 11．5％ 52．0人

製造販売 28．5 30．9 12．1 17．3 69．1

協力工場 33．2 34．9 17．8 14．1 43．1

受託加工 34．8 23．1 21．6 20．5 22．9

その他 23．1 26．9 26．9 23．1 13．1

合計 23．4 37．1 25．4 14．1 46．6

これから分かることは、

　①ミシンエの中で他の従業員に指導できる最も熟練の深い者の比率は、ブランドメー

カーよりも、受託加工、協力工場、製造販売の方が高い。

　②しかし、一人で操作できる以上の者の比率はブランドメーカーで約9割、製造販売

で7割弱であるのに対して、協力工場、受託加工では6割5部強と下がってくる。

　このように、編立工、縫製工では熟練の深い従業員は下請け業者にも分厚く存在するが、

受託加工業者では教育を受けた程度の従業員の比率も同じように高く熟練の深さの二極分

解が見られる。

　表5－9はCAD操作の熟練の深さをみたものである。

表5－9．業態別の熟練の深さ別CADオペレーター割合

教育受けた 一人で操作 段取り可能 指導可能 合計（N）

プランドメー炉 22．5％ 23．8％ 25．0％ 28．7％ 8．0人

製造販売 32．7 25．3 22．6 19．4 21．7

協力工場 23．4 27．7 27．7 21．2 9．4

受託加工 25 25 25 25 4

その他 0 0 0 0 0

合計 28 27．2 23．5 21．3 13．6

これから、どの業態でも、教育を受けた程度の者、一人で操作ができる者、段取り替えが

できる者、他の従業員に指導できる者の比率がほぼ1／4ずつで変わらないことが分かる。

　表5－10は熟練の拡がりを直接生産工と技術者でみたものである。すなわち、直接生

産工と技術者の総数の中で、プログラミングの手直しができる者、不良に対応できる者、

機械修理ができる者、電気修理ができる者の比率をみたものである。これは該当者がすく
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ないので、業態の別なく集計した。

表5－10．熟練の広がり

直接生産工 技術者
プログラム手直し 5．9％ 24．4％

不良対応 7．7 29．4

機械修理 3．9 19．3

電気修理 2．4 11．7

これから分かることは次の点である。

　①直接生産工で自分の職種を超えた対応ができる者の比率はおしなべて低く、特に、

機械修理や電気修理が可能な直接生産工は25人に1人から40人に1人の割合にすぎな

い。一

　②技術者の場合では1プログラミングの手直しはほぼ4人に1人、不良対応は3．4人

に1人存在し、機械修理で5人に1人、電気修理で9人に1人できる。そして、表6でみ

たように受託加工では技術者が1社当たり0．25人しかいないことから、熟練の拡がりは

下請けとりわけ受託加工業者では乏しいといえる。

（3）　業態別多品種少量生産への対応と共同開発

　表5－11は業態別にCADICAM，CNC機の導入理由と目的達成状況およびオペレータ

ー確保の方法をみたものである。これから次のことが分かる。

表5－11．業態別CAD／CAH　CNC機導入理由

導入理由 プランドメー炉 製造販売 協力工場 受託加工 その他 合計
終日稼働 3．8％ 5．6 2．9 6．2 0 4．5

多品種生産 46．2％ 29．6 37．1 31．4 33．3 35．1

品質向上 19．3％ 14．8 14．3 6．2 33．3 14．9

省力化 15．4％ 25．9 22．8 12．5 33．3 21．7

受注先分散 3．8％ 3．7 0 6．2 0 3

コスト削減 7．7％ 18．5 17．1 12．5 0 14．9

発注先要請 0％ 0 2．9 25 0 3．7

その他 3．8％ 1．9 2．9 0 0 2．2

合計（N） 26 54 35 16 3 134

目的達成 プランドメゆ一 製造販売 協力工場 受託加工 その他 合計
された 78．6％ 85．7 46．7 57．1 100 70．7

されない O％ 4．8 6．6 14．3 0 5．2

どちらとも 21．4％ 9．5 46．7 28．6 0 24．1

要員確保法 グランドメー炉 製造販売 協力工場 受託加工 その他 合計

新規学卒者 0％ 5 13．3 0 0 5．5

メー炉訓練 78．6％ 90 80 80 100 83．6

経験人材 21．4％ 5 0 0 0 7．3

その他 0％ 0 6．7 2 0 3．6
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　①　ブランドメーカーでは半数弱の企業が多品種少量生産に対応するためとしており、

また製造販売・協力工場、受託加工のいずれでもこれを理由とする企業が最多である。

　②　製造販売と協力工場では他に、省力化のため、コスト削減のためという理由を挙げ

た工場があわせて40％前後存在する。

　③また受託加工では発注先要請という理由を挙げて企業が114ある。

　④　また、CADICAM，CNC機導入の目的は達成されたかの問いに対しては、ブランド

メーカーや製造販売では8割前後の企業が達成されたとするのに対して、協力工場や受託

加工では4～5割の企業が達成されないまたはどちらともいえないと答えている。

　⑤CAD／CAM，CNC機のオペレーターの確保方法については、どの業態でも8～9割

の企業が、CADICAM，CNC機のメーカーや販売代理店による訓練に従業員を派遣する方

法を採用している。

　このように、CAD／CAM，CNC機導入の理由から見て、多品種少量生産、品質向上、受

注先分散など生産の多様化戦略をとる企業はブランドメーカーでは7割近くあるのに対し

て、製造販売、協力工場、受託加工では終日稼働、省力化、コスト削減という合理化戦略

をとる企業が多様化戦略をとる企業と同程度近く存在する。

　また、オペレーターの確保方法として専門学校卒業生を採用したり、工業組合が専門学

校などに従業員訓練を委託するなどして体系的に要員を確保する方法も一部で行われてい

るが、多くの企業では機器メーカーの短期の訓練に依存してあとはOJTで熟練工から作

業を習う方法が一般的に採られている。

　表5－12は業態別に年間アイテム（デザイン、品質、価格が同じものを一アイテムと

する）数の最小値と最大値をみたものである。

表5－12．業態別アイテム数の最大値と最小値
プランドメーカー 製造販売 協力工場 受託加工 その他

3人以下 100100 180200 18150
4－9人 10001000 200250 18300 4100
10－19人 1000．2000 90．90 120．2000 600，800 250，250

20－99人 1503000 250．1800 1001500
100－299人 6001500 650650 700700

これから、ブランドメーカーで100～3000、製造販売で90～i800、協力工場で18～2000、

受託加工で4～800であることが分かる。アイテム数3000というのはほぼ一日10アイテ

ムに当たり、縫製ラインを5ラインもっているような大手ですら、毎日すべてのラインで

必ず段取り替えが必要になる計算となる。そういう意味では全く多品種生産といえるだろ

う。

　表5－13は業態別に最小ロットの企業平均と最大ロットの企業平均をみたものであ

る。最小ロットはブランドメーカーで約41、製造販売で42、協力工場で56、受託加工で111

である（最小ロットのmin．は1で、1と答えた企業はかなりあった）。最大ロットはブラ

ンドメーカー、製造販売、協力工場、受託加工でそれほど変わらず、3000～5000の範囲

であった（最大ロットのmax．は30000という企業があった）。
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表5－13．業態別の最小ロ ツ トの平均値と最大ロットの平均値
グランドメゆ一 製造販売 協力工場 受託加工 その他

最小ロット 41．3 42．1 55．6 111．1 30

最大ロット 4403．3 36◎8．3 4754．6 3◎97．8 8◎0

　なお表では示さないが規模別でみると従業員規模が大きくなるにつれて、最小ロットは

小さくなるが、最大ロットは大きくなる傾向がある。っまり大手メーカーは量産品と少量

品を同時並行的に作っていて、現在では全階層的に多品種少量生産に巻き込まれていると

いえる。

表5－14．業態別縫製システム
グランドメーカー 製造販売 協力工場 受託加工 その他 合計

バンドルシステム 60％ 52．6 44．5 50 100 52．5

一枚流し 26．7％ 36．8 33．3 33．3 0 32．2

丸仕上げ 13．3％ 5．3 11．1 16．7 0 10．2

その他 0％ 5．3 11．1 0 0 5．1

合計（N） 100％（15） 100（19） 100（18） 100（6） 1◎0（1） 100（59）

　表5－14は縫製システムを有する場合のその方式をみたものである。一枚流しはどの

業態でもレ4～1β近くの企業で行われているが、過半の企業ではバンドルシステムを採

用している。またブランドメーカーや受託加工そして協力工場では丸仕上げが1割以上あ

る点も見逃せない。ブランドメーカーでは高級品生産の故に一人の熟練工による一貫縫製

が、また協力工場、受託加工では仕立て時代からの熟練工による丸仕上げ方式が残存して

いるためである。

　表5－15は業態別に共同開発の実施状況をみたものである。共同開発は約1割の企業

で行っているが、その多くはアパレル総合卸との間でみられ、産地企業間の共同ではない。

表5－15．業態別共同開発実施企業数
グランドメー炉　製造販売　　協力工場　　受託加工　　その他　　　合計

共同開発実　　　　　4　　　　　7　　　　　0　　　　　1　　　　0　　　　12

（4）　業態別の企業の独立度と生産の分散度

　表5－16は業態別・規模別に上位一社率（発注元上位一社の年間総販売額に占める比

率）の平均と上位五社率（発注元上位五社の年間総販売額に占める比率）とを見たもので

ある。これから分かる点は次のことである。

　①上位一社率は企業規模が大きいほど低く、業態ではブランドメーカー、製造販売、

協力工場、受託加工の順に概ね高くなることが分かる。っまり、規模が大きく、ブランド

を有し、商品開発力があり、原料を自己購入できる企業ほど、受注先を分散させ独立度が

高くなっている。

　②上位五社率はブランドメーカーの従業員規模100人以上の企業で58％である他は

ほぼ75％以上の数値となることがわかる。
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表5－16．業態別規模別上位一社率と上立五社率

上位一社率 プランドメー炉 製造販売 協力工場 受託加工
3人以下 42．9 63．7 83．1

4－9人 27．6 70．6 69．2 32．1

10－19人 30．3 23．1 52．4 81．4

20－99人 29．9 44．1 53．1 54．4

100－299人 18．9 60．2 34．1

上位五社率 プランドメゆ一 製造販売 協力工場 受託加工
3人以下 100 100 100
4－9人 74．2 98．9 97．6 100

10－19人 74．9 100 90．6 100

20－99人 75．1 87．2 95．8 100
100－299人 58．2 98．8 91．ユ

　以上から、独立型の産地メーカーといえるのはごく少数の大手ブランドメーカーだけで、

あとは一社専属ではないもののアパレル総合卸に従属した性格をもっているといえる。

表5－17．業態別利用下請け企業数
ブランドメーカー 製造販売 協力工場 受託加工 その他

ラれツス下請け 2．5 7 6 2 o

まとめ 3 3．9 1．8 0 0

染色 4 2．5 2 2 2

編立て 13．3 8．8 5．2 4．3 6

裁断 3．8 47 2．2 1．5 3

縫製 11．4 8．1 8．3 2．7 3

仕上げ 3．1 4 3．9 2 2

合計 41．1 39 29．4 14．5 16

　また、表5－17は業態別に下請け内容別に利用している平均下請け企業数をみたもの

である。ブランドメーカーと製造販売で編立ておよび縫製中心に約40社の下請けを使っ

ており、協力工場でも30社、受託加工でも15社の下請けを使っている。このように、産

地では広範に生産ネットワークが組まれ、外部経済の活用が見られる。とくに、大手メー

カーが繁閑の生産量の波動をこうした社会的分業体制のもっ数量的フレキシビリティで吸

収する戦略をとっている。そのために、大手メーカーの従業員の家族が家内工業で縫製を

したり、あるいはそれが規模を拡大して協力工場として独立開業したりすることも可能で

あるし、逆に暇な時期にはその家は大手メーカーの従業員の給与所得のみでやりくりする

ことで切り抜けるといった兼業方式が産地には広く存在する。．

（5）　業態別のインフォーマル度

表5－18は業態別規模別に外国人研修生の利用状況を見たものであるが利用している
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企業は全体で4％未満ときわめて低い。それ以外の外国人は回答によれば皆無である。た

だし、個別の聞き取りでは、零細企業や自営層では外国人妻がある程度存在し、生産活動

に従事している事実がある。

表5－18．業態別規模別外国人研修生を私用する企業数
汚ンドメゆ 製造販売 協力工場 受託加工 その他 合計

3人以下 0 O 0 0 0 0

4－9人 0 0 0 0 0 0

10－19人 0 0 1 1 0 2

20－99人 0 2 0 0 0 2

100－299人 0 0 0 0 0 O

合計 0 2 1 1 0 4

　表5－19は業態別に雇用保険、労災保険、健康保険、厚生年金、国民年金の加入状況

をみたものである。受託加工では雇用・労災・健康・年金の各項目で2～3割の従業員が

未加入状況にある。

表5－19．業態別社会保険加入従業員割合
“ランドメーカ 製造販売 協力工場 受託加工 その他 合計

雇用保険 91．7％ 85．2％ 79．6％ 69．9％ 81．8％ 85．1％

労災保険 9生2 85．5 84．2 77．9 81．8 87．4

健康保険 86．6 85．6 85．1 72．6 100 85．3

厚生年金 85．1 85．5 81．8 72．6 100 84．1

国民年金 0．4 5．1 5．2 8．1 0 3．8

　表5－20それを規模別に見たものであるが、従業員9人未満では、雇用保険で5割以

上、労災保険で5割近く、健康保険で3割近くの従業員が未加入である。

表5－20．規模別社会保険加入従業員割合

3人以下 4－9人 10－19人 20－99人 100－299人 合計

雇用保険 13．3％ 41．5％ 77．6％ 80．5％ 98．1％ 85．1％

労災保険 40．1 59．8 83．4 82．9 98．1 87．4

健康保険 19．9 72．1 83．4 82．5 92．1 85．3

厚生年金 19．9 85．5 76．2 81．4 92．1 84．1

国民年金 66．7 14．6 5．8 4L　6 0．4 3．8

　このように、社会保険への加入の観点でいうと、下請け零細企業はその負担を回避する

ことで低工賃に対応せざるを得ない状況が読みとれる。

　このように、産地のインフォーマリティはもっぱら零細企業・自営業者を社会保障体制

から脱落させて成立するという姿をとっている。

（6）　業態別のアントレプレヌールシップ

表5－21は業態別のアントレプレヌールシップ度を見たものである。
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表5－21．ニット経営者の業態別アン トレプレヌールシップ度平均得点
イノへ㌧ション ベンチャー 人材育成 戦略策定 調整 事業展開

グランドメーカー 12．5 11．8 8．8 12．2 11．1 3．1

製造販売 11．6 10．5 8．4 11．5 10．2 3．1

協力工場 11．4 11．1 8．2 11．9 1ユ．3 3．2

受託加工 11．4 10．3 7．7 12．3 11．6 2．6

その他 11．5 12．5 8．9 13．9 11．5 2．5

これから分かることは以下の諸点である。少数である、その他を除くと

　①イノベーション得点が高いのはブランドメーカーの経営者で、低いのは受託加工の

経営者である。

　②ベンチャー得点もブランドメーカーで高く、受託加工で低い。

　③人材育成得点もブランドメーカーで高く、受託加工で低い。

　④戦略策定・実践得点はブランドメーカーと受託加工で高い。

　⑤調整力は受託加工で高い。

　⑥事業展開力は協力工場で高い。

　⑦　製造販売の経営者はすべての項目で中位または低位の得点を示している。

このように、中央のアパレル総合卸と伍して商品開発をしなければならないブランドメー

カーが高いアントレプレヌールシップを示し、アパレル総合卸の磨下で定型的な業務を行

う製造販売の経営者でおしなべてアントレプレヌールシップが高くないことは注目すべき

である。また、競争が激しいながら経営資源の乏しい受託加工では、イノベーションやベ

ンチャーや人材育成では得点が低いものの戦略策定や調整の項目で高い得点を示している

のが注目される。

　表5－22は業態別の戦略をみたものであるが、これから、ブランドメーカーは特化戦

略、製造販売は差別化と特化と複合戦略、協力工場、受託加工は特化戦略が多い。おしな

べて特化戦略が多いのは社会的分業体制のなかで外部経済を活用するためであるといえよ

う。

表5－22．業態別企業の競争戦略
グランド 製造販売 協力工場 受託加工 辛の他 合計

コストのリータ㌧シップ 0％ 4．2％ 0％ 0％ 0％ 1．2％

差別化 23．5 33．3 34．5 33．3 50 32．1

特化 64．7 33．3 48．3 66．7 50 50

複合戦略 11．8 29．2 13．8 0 0 15．5

その他 0 0 3．4 0 0 1．2

合計（N） 100（17） 100（24） 100（29） 100（12） 100（2） 100（84＞
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第六章　金属雑貨産地におけるフレキシビリティとインフォーマリティ

1　垂直的分業体制において各企業が占める位置

　燕の洋食器、器物産業では、自社品メーカーは「製造販売」「元請け」と呼ばれており、

垂直的に統合した一貫生産型と完全に生産を分散させた外注型を両極にして、一貫した自

社ラインを完全に保有しながらキャパを上回る受注をして過剰分を外注に回すメーカーが

その中間に存在する。まとめ屋は自社品メーカーの過剰受注分を下請けをまとめて納める

業者で、自社ラインをもつメーカーであったり、ブローカーであったりする。生地屋は地

抜き、半切り、壺おこしの工程を行う下請けで、もと自社品メーカーであったり、自社品

メーカーに転じたりする能力のある企業である。加工業者は、地抜き専門、磨き専門など

部分工程の下請け業者である。

　表6－1は業態別の企業規模をみたものである。

表6－1．業態別規模別企業割合
自社品 まとめ 生地 加工 合計

3人以下 0．0％ 12．5％ 42．8％ 33．3％ 20．7％

4－9人 25 62．5 25．6 33．3 37．9

10－19人 25 12．5 25．6 33．3 24．2

20－99人 50 12．5 0 0 17．1

100－299人 0 0 0 0 0

合計（N） 100（8） 100（8） 100（7） 100（6＞ 100（29）

これから次の諸点が分かる。

　①自社品メーカーが最も規模が大きく、次いでまとめ、生地、加工の順に小さくなる。

　②自社品メーカーは昭和60年頃まで従業員規模200人台の企業が数社存在したが現

在では100人台が最高でそれを反映して、回答企業のなかで最高の規模の企業は65人へ

と減少している。また、生地は現在では加工業者と規模が変わらなくなってきているなど、

全体的に企業規模の縮小が急速に進んでいる。

2　業態別の機械装置からみたフレキシビリティ

　表6－2は業態別に各機械装置を保有する企業の割合と一社平均の設置台数をみたもの

である。

これから次のことが分かる。

｝①MCを有するのはまとめ1社、加工2社の計3社にすぎない。

　②NC機は自社品メーカーで12．5％、まとめで12．5％、生地屋で42．9％、加工業者

で28．6％である。

　このように、MCやNC機でみて、機械工業や、ニット工業とくらべて金属雑貨工業

の機械装置のフレキシビリティはかなり低いといえる。

③自社品メーカーでロールを有するのは625％（一社平均3台）、パワープレスを有す
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るのは100．0％（一社平均7．5台）、フレキションプレスを有するのは87．5％（一社平均4．5

台）、パフレースを有するのは62．5％（一社平均1．5台）、自動研磨機を有するのは50．0

％（一社平均1．5台）、洗浄装置を有するのは62．5％（一社平均1．1台）である。そして、

機械総台数は20．1台である。

表6－2．業態別一社当たり機械設置台数と設置企業割合
台　数 割　合
自社品 まとめ 生地 加工 自社品 まとめ 生地 加工

MC 0台 0．14台 0台 0．29台 0．0％ 12．5％ 0．0％ 28．6％

旋盤 0．13 0 0．14 1 12．5 0 14．2 28．6

フライス盤 0 0 0．14 1．14 0 0 14．2 14．2

研削盤 0 0 O．29 2．14 0 0 28．6 14．2

ローヲレ 3 1．57 3．14 0 62．5 62．5 100 0
パワープレス 7．5 3．43 5．14 1．71 100 62．5 85．7 57．1

トグルプレス 0 0 0 0 0 0 0 0
フ時ションプレス 4．5 2．71 3．14 0 87．5 75 100 0

液圧プレス 0．75 0 0．14 0．14 25 0 14．2 14．2

熱間鍛造機 0 0．14 0 0 0 12．5 0 0

パフレース 1．5 2．29 1 0．29 62．5 50 7L4 28．6

自動研磨機 1．5 1．86 0 0．14 50 25 0 14．2

バレル研磨機 0 0 0 0 0 0 0 0

洗浄装置 1．13 0．57 0．14 0．57 62．5 37．5 14．2 14．2

電解装置 0．13 0 0 0 12．5 0 0 0

鍍金装置 O 0 0 0 0 0 0 0

焼入・焼鈍装置 0 0 0 0 0 0 0 0

溶断・溶接装置 0 0．71 0．14 0 0 25 14．2 0

金属塗装機 0 0 0 0 0 0 0 0

射出成型機 0 0．29 0 0 0 12．5 0 0

その他機械 0 0．57 1．14 0．14 0 12．5 14．2 14．2

合計 20．14 14．28 14．55 7．56

NC機合計 1．5 0．14 2．17 0．29 12．5 12．5 42．9 28．6

　④　まとめ屋の機械所有状況は自社品メーカーに類似していてそれぞれの機械台数が若

干少なく機械総台数は14．3台である。

　⑤生地屋は塑性加工機と研磨機にっいてはほぼまとめ屋と同じような保有状況である

が、塑性加工機や研磨機の他に旋盤やフライス盤、研削盤を有する企業があり、機械総台

数は14．6台である。

　⑥加工業者はロールを有さず、あとの機械については生地屋の保有状況と類似するが

各種類ごとの台数が少なく、総保有台数は7．6台にすぎない。

　自社品メーカーとまとめ屋や生地屋および加工業者との問には稼働能力下請け関係があ

って、垂直的に分散した生産システムが副次的に展開される。まとめ屋のうちブローカー

型のものは生地屋や加工業者と完全に垂直的に分散した生産システムを組む。そして、下

請け関係は燕および近隣の市町村すなわちいわゆる燕産地内で完結している。稼働能力下

請けによる受注繁閑の調節を行う点ではニット工業と産地と類似している。ただし、ニッ

トの場合には下請け取引が産地で完結していない。また、機械工業のような特化した企業
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間の垂直的に分散したネットワーク形成が産地を超えて展開する姿とは全く異なる。機械

工業では専門下請けか納入業者下請けが一般的な姿である。こうした意味では、機械工業

の分業構造が最もフレキシブル・スペシャライゼイション論の枠組みにかなっている。金

属雑貨やニットでは稼働能力下請けの分業構造が存在する以上、コストの切り下げ競争は

さけられない。燕では、それがこうじて、MRI化が進まないとも考えられる。

3　業態別の熟練の蓄積

表6－3は業態別の職種別従業員数をみたものである。

表6－3．業態別職種別平均従業員数
自社品 まとめ 生地 加工

直接生産工 13．38 5．63 5 6

間接生産工 0．88 1．13 0 0．5

技術者 0．25 0 0．14 0．17

事務職員 2．63 0．38 0 0．17

営業販売員 1．5 0．13 0 0．17

管理職 2．13 0．13 0 0

役員 2．5 0．88 0．88 0．67

従業員合計 23．27 8．28 6．02 7．68

これから次のことが分かる。

　①自社品メーカーは直接生産工が13．4人、間接生産工が0．9人、技術者が0．3人、事

務職員が2．6人、営業販売員が1．5人、管理職が2．1人、役員が2．5人、合計23．4人であ

る。

　②　まとめ屋は自社品メーカーと同じような構成で、規模を1／3程度に圧縮した形にな

っている。

　③生地屋や加工業者は直接生産工が5人程度で、事務員、販売員、管理職役員が合

わせて1人程度いるに過ぎない。業主が何でもやる親方職人的企業であるといえる。

　表6－4は業態別に、MCオペレーター、旋盤工、ロールエ、プレスエ、研磨工の熟練

の深さをみたものである。これから次のことが分かる。

　①MCは装置自体も少なくオペレー一ターも少ないために他と比べられないが、見習い

程度のものの比率が機械工業やニット工業よりも高く、使いこなせる人材がごく僅かしか

産地にいないことを示している。

　②旋盤工、ロールエ、プレスエ、研磨工の熟練は業態の別なくかなり深く8～9割の

ものが一人で操作以上の熟練深度を有している。

　③　プレスエや研磨工では各職種の従業員の1βが指導をできる程度の熟練深度をもっ

ている。

　このように、燕の熟練は手工的熟練ではあるが高い水準にあるといえる。

　表6－5は業態別の熟練の拡がりをみたものである。これから次のことが分かる。

　①プログラミングが可能な者の直接生産工に占める割合は機械工業と比べればかなり

低く115程度しか存在せず、ニットと比べてもまだ低い。
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　②　不良対応が可能な者は機械工業の半分程度であるが、ニットよりは高く2倍近くい

る。

　③機械修理が可能な者は機械工業より多く、ニットと比べれば4倍近くいる。

　④電気修理が可能な者は機械工業には及ぼないがニットの2倍近くいる。

このように、手工的熟練は拡がりの点でも機械工業に負けず、ニット工業より優れている。

燕の熟練の蓄積の特徴は偏に、MRI化の遅れに対応した、新技術の習得の遅れにあると

いえる。

表6－4．熟練の深さ（熟練度別従業員割合）
HCオペレーター 自社品 まとめ 生地 加工
見習い 0 33．3％ 0 22．2％

一人で操作 0 33．3 0 33．3

段取り 0 33．3 0 22．2

指導 0 0 0 22．2

合計 0 100（3） 0 100（9）

旋盤工 自社品 まとめ 生地 加工
見習い 0 0 0 14．3％

一人で操作 0 0 50 35．7

段取り 0 0 50 21．4

指導 0 0 0 28．6

合計 0 0 100（2） 100（14）

ロールエ 自社品 まとめ ．生地 加工
見習い 8．1％ 0．0％ 0．0％ 0

一人で操作 35．1 53．3 27．3 0

段取り 27 13．3 18．2 0

指導 29．8 33．3 54．5 0

合計 100（37） 100（15） 100（11） 0

プレスエ 自社品 まとめ 生地 加工
見習い 20．9％ 16．0％ 0．0％ 22．2％

一人で操作 34．1 44 30．8 33．3

段取り 17．6 16 30．8 27．8

指導 27．4 24 38．4 16．7

合計 100（91＞ 100（25） 100（13） 100（18）

研磨工 自社品 まとめ 生地 加工

見習い 20．7％ 0．0％ 0．0％ 20％

一人で操作 29．9 50 45．4 40

段取り 24．7 23．3 27．3 20

指導 24．7 26．7 27．3 20

合計 100（77） 100（30） 100（11） 100（5）

表6－5．熟練の広さ（対直接生産工作業可能者割合）

自社品 まとめ 生地 加工
プログラミング 3．7％ 0．0％ 2．9％ 5．6％

不良対応 13．1 11．1 22．9 30．6

機械修理 16．8 15．6 20 19．4

電気修理 4．7 8．9 5．7 8．3

直接生産工 107 45 35 36
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4　業態別の多品種少量生産への対応

　表6－6はMC、　NC機の導入理由をみたものである。全体でみて、多品種少量生産の

ためという理由は16．7％のみで、差別化戦略（多品種生産、品質向上、受注先分散の合

計）が50％になる。一方省力化を理由にする企業が50％で、途上国との競争にうち勝っ

ために中級・低級品部門では無人工場化さえ志向されている。M斑化もそうした流れで

の導入であり、製品差別化となかなか結びっかない。金属雑貨では高級品はあくまでも手

作業が中心になる。そのため、高級品メーカーほど機械装置は古く、熟練職人の技に依存

している。加工業者がMCやNC機を導入しその理由に多品種生産や品質向上を理由に挙

げているのは、洋食器や器物の他に自動車部品や電機部品の下請けを行い始め、金属雑貨

の衰退から身を守る逃亡戦略が行われているからだ。

表6－6．業態別HC　CN（機導入理由

自社品 まとめ 生地 加工 合計
合理化理由 100．0％ 0．0％ 100．0％ 0．0％ 50．0％

差別化理由 0 100．0％ 0 100．0％ 50

発注先対応 0 0 0 0 0

合計 100（1） 100（1） 100（2） 100（2） 100（6）

目的達成 自社品 まとめ 生地 加工 合計
された 100．0％ 100．0％ 33．3％ 100．0％ 71．4％

されない 0 0 66．7 0 28．6

合計 100（1） 100（1） 100（3） 100（2） 100（7）

表6－7．U字型ライン採用企業割合
自社品 まとめ 生地 加工 合計

U字型ライン 28．6％ 0．0％ 0．0％ 0．0％ 10．0％

その他 71．4 100 100 100 90
合計（N） 100（7） 100（5） 100（5） 100（3） 100（20）

　表6－7は業態別にU字型ラインを採用する企業の割合をみたものである。採用率は

ニットで約1／3、機械で1／4であったものが、金属雑貨では1／10と極端に少ない。しかも

自社品メーカーに限られる。

5　業態別独立度と生産の分散度

　表6－8は業態別・規模別に上位一社率と上位五社率をみたものである。これから次の

ことが分かる。

　①生地屋や加工業者で上位一社率が50％以上であるが、自社品メーカーは32％とあ

まり高くない。上位一社率は機械ほど低くないが、ニットほど高くない。

　②　上位五社率は機械工業並で、ニットほど高くない。

こうした、従属度の低さはサプラーヤーに対する産地メーカーの地位の高さを示すもので

はない。なぜなら、サプライヤーはインポーターからの受注を小分けにして産地メーカー
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への発注ロットを小さくして月ごとの各メーカーのラインや下請けの繁閑を見ながらリピ

ートを出したり、他のメーカーに発注を切り替えたりする徹底的な叩き買い戦略に出る。

そのため、メーカーは多数のサプライヤーから指し値で受注せざるを得なくなる。これが

自社品メーカーの上位一社率、五社率の低さの真の理由である。また加工業者は金属雑貨

以外の下請けを始めているために上位五社率が低くなる。また、他業種の元請けの仕事が

できない生地屋が最も焦げ付き的性格が強い。

表6－8。業態別規模別上位一社率と上位五社率
上位一社率 自社品 まとめ 生地 加工

3人以下 100 72．4 45．8

4－9人 24 48．23 52．95 58

10－19人 29．85 27．5 54．6 13．3

20－99人 35．35 16

全体 き2．16 48．06 58．23 50．56

上位五土率 自社品 まとめ 生地 加工

3人以下 100 100 100

4－9人 59．3 76．8 96．2 74

10－19人 73．2 82．6 100 38．2

20－99人 59．9 54．2

全体 63．61 77．71 98．48 77．24

表6－9。業態別規模別下請け利用率

自社品 まとめ 生地 加工

3人以下 10 2．83

4－9人 26 32．05 8．9 1．2

10－19人 75 12 0 0

20－99人 26．87 40．3

全体 36．32 27．21 3．76 0．8

　表6－9は業態別規模別の下請け依存率をみたものである。自社品メーカーで36．3％、

まとめ屋で272％と高いものの、生地屋や加工業者ではごく低い。

　表6－10は業態別の利用下請け企業数をみたものである。

表6－10．業態別一社当たり利用企業数
自社品 まとめ 生地 加工

完成品 6．17 2．14 0 0

生地 1．83 1．29 0 0．2

単一工程 14．5 15．29 1 0．2

合計 22．5 18．72 1 0．4

これから次のことが分かる。

　①自社品メーカーでは完成品を6社に下請けに出しており、可動能力下請けが広範に

行われていることを示している。また、生地屋を1．8社使い、加工業者を14．5社使ってい
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る。

　②まとめ屋でも完成品を2．1社に発注している点は注目に値する。これは一種のペー

パーマージンのための営業であり、納期を合わせるための策略からでたものである。キャ

パの何倍もの受注をして、他社や下請けネジトワークを利用して生産する体制では、この

ように、一方では生存費水準まで工賃を押し下げる激烈なコスト削減が行われる一方で、

ブローカーの存在を可能にするような過大な取引費用が発生する。これこそが、停滞型産

地の停滞の真の理由であることはフレキシブル・スペシャライゼイション論の言を侯たな

い。

　③　生地屋は単一工程の下請けを平均で1社使っているがこれは地抜き業者か研磨業者

である。

　④加工業者はα4社しか下請けを使っていない。

6　業態別のインフォーマリティ

表6－11は業態別の社会保険加入従業員比率をみたものである。

表6－11．業態別社会保険加入従業員割合
自社品 まとめ 生地 加工 合計

雇用保険 88．2％ 71．6％ 26．2 69．6 74．8

労災保険 93 74．6 38．1 60．9 78．3

健康保険 94．6 79．1 38．1 73．9 81．8

厚生年金 90．3 82．1 38．1 71．7 79．8

国民年金 1．6 11．9 4．7 6．5 4．4

従業員合計 186・ 67 42 46 341

これから次のことが分かる。

　①自社品メーカーでは雇用保険を掛けている従業員が88．2％、労災保険が93．0％、

健康保険が94．6％、厚生年金が9α3％、国民年金が1．6％であり、機械工業の完成品メ

ーカーよりは低く、ニットのブランドメーカーよりは高い。

　②　しかし、まとめ屋、加工業者、生地屋では機械工業やニット工業の下請けよりも加

入率は全般的に低い。

　表6－12は規模別に社会保険加入率をみたものであるが、3人以下の業者では大半の

従業員が無保険状態であり、4－9人規模でも半数前後の従業員が無保険状態にある。

表6－12．規模別社会保険加入従業員割合

3人以下 4－9人 10－19人 20－99人 合計
雇用保険 17．6％ 47．1％ 72．7％ 74．0％ 67．5％

労災保険 29．4 60 72．7 74．4 70．2

健康保険 17．6 64．3 75．5 77．5 72．8

厚生年金 35．3 61．4 74．5 74．4 71

国民年金 23．5 14．3 2．7 0 3．7

従業員合計 17 70 110 262 459
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　このように、社会保険の枠外にある労働力という点では、燕のインフォーマリティは頭

抜けている。

　表6－13は外国人研修生の利用状況である。回答企業の中には利用している企業が2

社3人と少なかったが、工業組合が研修生導入に積極的で中国からの研修生が多数来県し

ている。

表6－13．業態別および規模別外国人研修生数
自社品 まとめ 生地 加工 合計

外国人研修生 3 0 0 0 3

3人以下 4－9人 10－19人 20－99人 合計
外国人研修生 0 0 0 3 3

　表6－14は業態別・従業上の地位別従業員割合をみたものである。生地屋や加工業者

でパートや家族従業員の比率が高くなっている。パートはもっぱら血縁地縁の縁故採用で

ある。

表6－14．業態別従業上の地位別従業員比率
自社品 まとめ 生地 加工 合計

常用労働者 91．9％ 89．6％ 60．0％ 69．6％ 84．7％

臨時労働者 0．6 0 5 0 0．9

パート 3．2 4．5 7．5 17．4 5．9

家族従業員 4．3 5．9 27．5 13 8．5

従業員合計 100（186） 100（67） 100（40） 100（46） 100（339）

　　表6－15は規模別・従業上の地位別従業員割合をみたものである。3人以下で家族従

　業員が過半を占め、4－9人でパートと家従の合計が約3割ある。このように、零細自営業

　層の家族・親族労働力の総動員態勢こそインフォーマリティを当然のものとする土壌であ

　　る。

表6－15．規模別従業上の地位別従業員比率

3人以下 4－9人 10－19人 20－99人 合計
常用労働者 46．87％ 71．4％ 80．9％ 96．6％ 87．3％

臨時労働者 0 0 1．8 0．4 0．7

パート 0 14．3 5．5 3 5．2

家族従業員 53．3 14．3 11．8 0 6．8

従業員合計 100（15） 100（70） 100（110） 100（262） 100（457）

7　業態別のアントレプレヌール度

　表6－16は業態別にアントレプレヌールシップの各因子の平均得点をみたものであ

る。これから次のことが分かる。

　①イノベーション、ベンチャー、人材育成、戦略策定、調整の各因子で得点が最も高

いのは自社品メーカーの経営者である。
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②またイノベーシ・ン・ベンチャー、人材育成識略策定、纏の各因子で得点が最

も低いのは加工業者である。

③これらの因子については・まとめ屋、生地屋はこの順で自社品メーかより低く、

加工業者よりは高い。

　④事業展開力はまとめ屋が高く、自社品メーカーの経営者が低い。

　金属雑貨工業では、すでにみたように機械工業やニット工業の経営者よりもアントレプ

レヌール度が低かったが・なかでも金属雑貨工業の加工業者は自営業者であり、生業的意

識が強く、企業家的意識が低いといえる。

表6－16．業態別経営者のアントレプレヌールシップ度平均得点
自社品 まとめ 生地 加工

イノベーション 11．4 9．8 8 7．1

ベンチャー 11．8 9．8 9．3 9

人材育成 8．4 7．2 5．7 5．6

戦略策定 12 11 10 8．7

調整 11．3 10．6 8 7．7

事業展開力 3．3 3．5 3．3 3．4



第七章　アパレル産業におけるMRI化と熟練・労働組織

1　ニュー・テクノロジーは柔軟な特化を生んだのか？

　　Sorgeらは（A　Sorge＆W．　Streek，1988）、ニュー・テクノロジーの及ぼした一連の影響に

関する議論を批判して、技術変化や労使関係の変化はそれらが嵌め込まれている制度的・

経済的文脈の中で分析しなければならないことを強調した。そして、その制度的文脈とし

ては、特に、①労働や熟練の組織と②企業や産業が選択する市場戦略や製品戦略が

重要だとする。

　ニュー・テクノロジーというのは、マイクロエレクトロニクスの工程への適用、すなわ

ち、測定や制御のエンジニアリング、コミュニケーションやインフォメーション技術への

適用のことで、具体的には、CNC工作機、　CADICAM、工業用ロボット、コンピュータ支

援エンジニアリング（CAE），コンピュータ支援製造コントロールなどのシステムのことを

さしている。

　労働や熟練の組織には二っの側面があるという。①　ある人が有しまたある仕事を遂行

するのに必要とされる熟練や知識としての側面を資格的側面と呼び、②労働や熟練の社

会的側面すなわち分業の側面を組織的側面と呼んだ。組織的側面については詳述し、

　イ）　構想と実行の分離の程度、労働の職務的分化の程度、

　ロ）　労働の階統的区分（経営・監視機能の分離）の程度、

　ハ）　熟練の二極分解度（一方での単能工化と他方での専門技術の集中）、

　二）　経営、エンジニアリング、計画における組織上の下位区分の数の増加、

　ホ）　職種間の硬直性の程度、

を挙げている。

　また、企業が採る製品戦略としては、

　①専門部品生産戦略；価格競争的標準品を少量生産する。

　②大量生産戦略；価格競争的標準品を大量生産する。

　③クラフト生産戦略；品質競争的特注品を少量生産する。

　④多品種高品質生産戦略；品質競争的特注品を大量生産する。

の四っの戦略を理論的に想定している。

　さて、ニュー一・テクノロジーの労働や熟練の組織に対する影響については、Brave㎜［Im

やKem＆Schumannらのディスキリング論、　Freidm田1nやBlaunerらの熟練の衰退と復活

（逆U字型曲線）論などがあるが、Sorgeらは長期的には、有機的組織化の方向をとると

する。すなわち、一方で専門領域の数（分業の程度）は増大するが、他方でそれらの領域

間の重複が進む。言い換えれば、職種の細分化と、それらの職種を重複して習熟する熟練

・技能者がニュー・テクノロジーの導入によって、生まれてくる可能性があるとする。

　そうした、可能性があるのは、ドイツのような職種間の縄張りが強くなく、又熟練が二

極分解的に存在しないクラフト的熟練の発展に有利な制度的文脈のもとでであるとした。

　また、技術は産業戦略を一義的に決定するのではなく、経営陣、労働組合、政策決定者

が選択する選択肢を提供するだけであるとした。例えば、マイクロエレクトロニクスは、

大量生産体制のもとで導入され合理化（労働節約やディスキリング）のために役立っこと
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もあれば、多品種少量生産のもとで導入されてフレキシブルな生産や品質向上に役立っこ

ともある。しかし、ニュー・テクノロジーの生んだ最も重要なインパクトは、なんといっ

ても多品種高品質生産の選択肢を生んだことであるとする。そして、この戦略へは、クラ

フト生産者が生産量を上げるか、大量生産者が製品デザインや品質を向上させることで転

換できるとした。

2　ニット産地にみるニュー・テクノロジーの普及度

前節でみた、Sorgeらの経験的命題を検討してみよう。まず、

　（1）　MRI化は労働や熟練の組織と関連があって、構想と実行の分離の程度、職務

分化の程度、階統的区分の程度が低いほどMRI化が進む、

という命題から検討してみよう。この命題は、制度的文脈間の比較という観点から述べら

れたもので、日本もドイツ同様に英米ほど職種の間のデマケーションは強くなく、また英

米よりもアパレルのMRI化は進んでいるといえるので正しいと言える。しかしここでは

日本の国内においてメーカーの規模間の比較をした場合にあてはまるかどうか検討してみ

たい。産地における大手（中企業）企業と小零細企業では労働・熟練組織も企業戦略も異

なっているので、この規模間の比較を行ってみたい。

　さて、構想と実行の分離度は直接生産工の数と比べた技術者の数で、また職務分化の程

度は直接生産工に占めるデザイナー、パタンナー、グレーダー、マーカーの割合で、そし

て階統的区分の程度は直接生産工の数と比べた管理職の数で表現するとすると、表7－1

のようになる。

表7－1．認1化と職種分化・職階分化の程度

CNC機無し企業 CNC機有り企業 全体

直接生産工全体 708人　100％ 2445人　100％ 3153人　100％
デザイナー 4　　0．56 38　　1．55 42　　1．33

パタンナー 23　　3，25 90　　3．68 113　　3．58

グレーダー O　　　　O 14　　0．57 14　　0．・44

マーカー 0　　　　0 14　　0．57 14　　0．44

技術者 29　　4、．1 168　　6．87 197　　6．25

管理職 36　　5．08 114　　4．66 150　　4．76

CAD無し企業 CAD有り企業 全体
直接生産工全体 1135人　　100％ 2018人　　100％ 3153人　　100％

デザイナー 10　　0．88 32　　1．59 42　　1．33

パタンナー 32　　2．82 81　4．01 113　　3．58

グレーダー 0　　　0 14　0．69 14　0．44
マーカー 0　　　0 14　　0．69 14　　0．44

技術者 75　6．61 122　6．05 197　6．25
管理職 56　　4．93 94　　4．66 150　　4．76

これから、次の諸点が明らかになる。

①CNC機有りの企業では、技術者は直接生産工15人に対して1人であるのに対して、
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CNC機無しの企業では24人に1人であり、CAD有りの企業では17人に1人の割合であ

るのに対して、CAD無しの企業では15人に1人の割合である。つまり、CNC機にっい

ては構想と実行の分離の程度が高いほどMRI化が進んでおり、CADの場合にっいてはほ

ぼ差が無いと言えよう。この点では、Sorgeらの説は反証された。

　②　CNC機有りの企業ではデザイナー、パタンナー、グレーダー、マーカーの直接生

産工に占める割合はそれぞれ1．6％、3．7％、0．6％、0．6％であるのに対して、CNC機無

しの企業ではそれぞれ0．6％、3．3％、0％、0％と少なく、またCAD有り企業ではそれ

ぞれ1．6％、4．0％、0．7％、0．7％であるのに対してCAD無し企業ではそれぞれ0．9％、2．8

％、0％、0％と少ない。っまり、MRI化は職種区分の程度が高い企業ほど進んでいると

いえる（これは本当のところはMRI化によって職種区分が進んだといった方が当たって

いるだろう）。この点でもSorgeらの説は反証された。これは構想と実行の分離の程度が

高い大手企業ほどMRI化を進めているということに他ならない。

　③CNC機有りの企業では直接生産工の数に対する管理職の数は21人に1人の割合で

あるのに対して、CNC機無しの企業では20人に1人、　CAD有りの企業では21人に1人、

CAD無しの企業では20人に1人である。っまり、MRI化は階統的区分の程度とは関係が

ないといえる。この意味でもSorgeらの説は反証された。

以上から、Sregeらの最初の命題は日本のニット・アパレル産業の規模別比較では支持

されなかった。次ぎに、

（2）　MRI化は大量生産のもとでも、多品種少量生産のもとでも行われる

という命題を検証してみよう。Sorgeらは、製品戦略にっいて次のように言う。新技術が

提供する製造政策の選択肢は、①製品が標準化されている程度、②製品がさらされる

競争のタイプ、③製品が生産される量、の三っの次元の組み合わせによるが、①と②は

パラレルなのでこれらを併合して、二次元をクロスさせてできあがる四っの選択肢が可能

であるとする。それは、先に述べたように、

　イ）　専門部品性産；価格競争的標準品も少量生産

　ロ）　大量生産；価格競争的標準品の大量生産

　ハ）　クラフト生産；品質競争的特注品の少量生産

　二）　多品種高品質生産；品質競争的特注品の大量生産

の四っである。一方、Sabe1らを批判したKwi11iamsらは、フレキシブル・スペシャライ

ゼイションと大量生産とを区別するのは、①装置の専用性、②製品差別化の程度、③

同一製品製造期間、の三つであるとした。これらの三次元はSorgeらの三次元とこの順で

おおよそ対応していると言える。そこで、我々は、①と②の次元をまとめて過去一年間に

製造したアイテム数（デザイン、スタイル、価格が同一のものを一品目とした場合の品目

数）で測り、③の製品が製造される量を、最大ロットと最小ロットから類型化してとらえ

る方法を採ってみた。アイテム数分類、ロット分類はアフターコードで色々な分類を組み

合わせて試み、両次元に最もはっきりした相関が現れるようにカテゴリー分けを行った。

その結果得られたのが表7－2である。ここでは、アイテム数の分類としては
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　①少品種；一年間アイテム数50以下（これはほぼ一週間に1アイテム未満である）

　②中品種；一年間アイテム数51－999（ほぼ一週間1アイテムから一日4アイテム

未満）

　③多品種；一年間アイテム数1000以上（ほぼ一日4アイテム以上）

の区分を採用し、ロットの区分としては、

　①小ロット；最小ロット1－29

　②中ロット；最小ロット30－69

　③大ロット；最小ロット70以上、最大ロット3501以上

の区分を採用している。

表7－2．ロット分類別品種分類別企業数

少品種 中品種 多品種 全体
小ロット 0 17 7 24
中ロット 5 25 6 36

大ロツト 1 5 0 6

全体 6 47 13 66

　表7－2によれば、少品種て約1割存在する）は中ロット、大ロットに対応し、多品種

（約2割存在する）は小ロット、中ロットに対応する。しかし、中品種グループが全体の7

割以上を占め、しかも中ロットが最多であるとはいえ、小ロット、大ロットも存在するこ

とが分かる。日本のアパレル製造業者は、多くの場合アパレル総合卸のライセンス生産を

行っていたり下請けであったりして、最終市場と結びっいていない。だから、メーカーの

ロットはアパレル市場の各セグメントに登場する同一アイテムのロットには必ずしも対応

せず、むしろメーカーのキャパ（製造能力）を反映しているといえる。そこで、表2から

むしろ、フレキシブル度を示す指標としてはロット区分よりもアイテム数区分を用いて、

（A）少品種タイプ、（B）中品種タイプ、（C）多品種タイプに分ける方が全体の傾向を

良く表現していると考えられる。っまり、Sorgeらの製品戦略区分は日本のニット・アパ

レルにはあてはめにくいということである。

　さて、MRI化は大量生産のもとでも多品種少量生産のもとでも行われるとという命題

は支持されるのか。そこで、ロット分類と品種分類ごとに、CNC機保有率と、　CAD保有

率を見ると表7－3のようになる。

表7－3．ロット別・品種別MRI化率

CNC機保有企業率 CAD保有企業率
小ロット 56．3％ 40．6％

中ロツト 7L7％ 45．7％

大ロツト 77．7％ 33．3％

多品種 53．8％ 0％

中品種 61．7％ 36．2％

少品種 83．3％ 61．5％

これから、CNC機については、ロット規模が大きくなるほど保有率が高くなり、品種数

が少ないほど保有率が高くなることが分かる。CADについては中ロット、少品種の企業
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が保有率が高い。つまり、日本のニット・アパレルの場合MRI化は少品種大ロットまた

は中ロット企業で進んでいることが分かる。

　次に、ロット分類別に、経営者が採用している戦略をみてみると、表7－4のようにな

る。

表7－4．ロット分類別競争戦略別企業数および割合

コスト戦略 差別化戦略 集中戦略 複合戦略 合計
小ロット O　　O％ 1032．3％ 1548．4％ 619．3％ 31100．0％
中ロット 2　3．6 1425．5 2443．6 5　9．1 45100．0
大ロット 0　　0 666．7 333．3 0　　0 9100．0

全体 2　2．4 3035．3 4229．4 1112．9 85100．0

これから分かることは次の点である。大ロット企業では2βの企業が差別化戦略を採用し、

残りは集中戦略を採用している。次に、中ロット企業では44％が集中戦略を採用し、1／4

が差別化戦略を、9％が複合戦略を、4％がコスト戦略を採用している。また、小ロット

企業では集中戦略が約5割、差別化戦略が約3割、複合戦略が約2割の企業で採用されて

いる。このように、大ロット企業がコストのリーダーシップ戦略、小ロット企業が差別化

戦略を採用するというフレキシブル・スペシャライゼイション論で想定されている像とは

異なる姿が現れてくる。小ロット企業、中ロット企業では集中戦略を採用する企業が多く、

むしろ大ロット企業で差別化戦略が多く採用されているのだ。

　これはロット分類でも分かるように、日本のニット・アパレルでは多品種少量生産がす

べての企業を覆っており、最小ロットでは1の企業が、また最大アイテムでは3000（1日10

アイテム以上になる）の企業が存在するのだ。そして、ここで言う大ロットというのも、

最小ロットで70を下限としており、最小ロットの最大値は350でしかないのだ。っまり、

一方でロット数1－3万の標準品を作っている比較的大量生産的な企業ですら、他方でロ

ットが数十の差別化製品をも作らざるを得なくなっているのだ。っまり、一企業の中で少

品種大量生産と多品種少量生産を同時に行っている場合があるのだ。

　さらに、CADやCNC機の導入の理由をただすと、表7－5のようになる。

表7－5．CNC機、　CAD導入理由

多様化意図 合理化意図

CNC機有り企業 77．1％ 54．1％

CAD有り企業 89．5％ 71．1％

製品多様化の諸理由（多品種少量生産に対応するため、品質を向上するため、受注先を分

散させるため）はCNC機で77％、　CADで90％の企業が挙げ、他方で合理化の理由（終

日機械を稼働させるため、省力化のため、生産コストを削減するため）もCNC機で54

％、CADで71％の企業が挙げている。この点で、　Sorgeらの第三命題は、彼らのニュア

ンスとは異なるものの検証されたと言えよう。次ぎに、

（3）　職種別分業度が低いほど、小バッチ生産に転換しやすい
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という命題を検討してみよう。表7－6はオペレーター以外の職種にいる従業員の総従業

員に占める割合をロット分類とクロスさせたものである。

表7－6．ロツ ト分類別従業員に占める技能職、管理職の割合
デザイナー パタンナー グレーダー マーカー 技術者 管理職

小ロット偏向 2．2％ 3．9％ 1．3％ 1．3％ 3．0％ 6．1％

小中ロット 2．4 7．8 1．2 0 7．8 5．7

小一大ロット 2．9 6 0．6 1 5．2 5

中ロット 0．9 1．8 0．1 0．4 12．8 3．9

中大ロット 0．2 2．6 0 0 1．6 3．5

大ロット偏向 0 2．7 0 0 5．4 1．8

これをみると、デザイナー、パタンナー、グレーダー、マーカーなど新職種は概してロッ

ト規模が小さいほど多く、管理職もこの傾向がある。一方技術者は中ロット企業に多い。

これは、Sorgeらの命題を反証するものである。最後に、

　（4）　ニュー・テクノロジーの普及とともに専門的領域数（職種数）は増大するが、

領域（職種）間の重複が進む

という命題を検討しよう。表7－7は職種数別に熟練の深まりと拡がりを見たものである。

　　　表7－7．職種数別企業ごとの従業員に占める技能者の割合
職種数 編機

、　　　r9

~、ソン CAD プログラム 不良対応 機械修理 電気修理
0 43．1％ 10．1％ 0％ 40．5％ 50．6％ 40．5％ 26．9％

1 9．3 15．5 0 24．8 24．8 18．6 20．7

2 26．1 28．3 0 28．9 28．9 21．7 21．7

3 30 0 10 20 60 20 20

4 0 63．2 0 6．3 0 12．5 0

5 15．4 56．1 4．1 10．6 12．8 6．3 4．7

6 6．4 4．1 7．6 12．3 8．8 5．3 5．3

7 21 8．9 10．2 12．9 19．3 11．7 12．6

8 2．6 81．5 14．3 3．1 1．6 1．6 1

9 29．5 37．1 2．9 3．5 2．9 2．4 1．9

10 20．5 33．1 20．8 8．9 23 11．7 5．8

12 11．3 19．5 8．4 3．8 5 2．9 3．7

熟練の深まりは、編機ミシン、CADについて一人で操作できる、段取りができる、人

に教えられる者の直接生産工に対する割合でみたものであり、熟練の拡がりは直接生産工

に占める、プログラミング直しができる者、不良直しができる者、機械修理ができる者、

電気修理ができる者の割合を職種数別企業分類ごとに算定したものである。この表からは

プログラム直しや電気修理については職種数が少ないほどほぼ熟練の蓄積度が高いという

傾向があるが、その他についてはあまり関連性があるとはいえない。っまりこの命題は検

証されず、若干反証される。

　以上のように、Sorgeらの理論の枠組み（技術変化の影響はそれが生じる制度的・経済
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的文脈によって変わってくる）は大変魅力的であるが、ドイツにあてはめて得られた経験

的命題はほとんどが日本のニット・アパレルでは検証されなかった。これは、むしろ彼ら

の枠組みの妥当性を示していると言えよう。日本とドイツでは、社会的範疇としての熟練

の意味が全く異なり（特に、日本の場合にはOJTにより熟練が企業内的経験に等しい）、

社会的分業体制が異なる（日本の場合の下請け制、アパレルの場合には製販分離）ので、MRI

化の展開もその影響も異なるわけである。

　日本のアパレル産業では、MRI化は資本力のある大手メーカー（産地の中企業）ほど

進んでおり、また大手メーカーほど技術者、デザイナー、パタンナー、グレーダー、マー

カー、そして管理職などがオペレーターと別に存在するので、職種・職階の分化が進んで

いる企業ほどMRI化が進んでいるということになるのだ。また、日本ではメーカーがア

パレル総合卸のライセンス生産や下請けをしており、大手メーカーは中大ロットで差別化

戦略（多品種生産）を、小零細メーカーが中ロットで集中戦略（少品種生産）をしていて、

アパレル総合卸がそれらをまとめて多品種多量市場に対応している。そこで、資本力のあ

る大手メーカーすなわち少品種中大ロット企業でMRI化が進んでいるように現れてくる

のだ。

3　ディスキリング？それともエンリッチメント？

　アパレル産業におけるニュー・テクノロジーの導入と熟練の変化についても、エンリッ

チメント論、ディスキリング論、同時並行論の三つの立場がある。

　Zeitlh1＆To賃erdm（1989）はイギリスのアパレル産業を分析し、戦間期から戦後期に大量

生産体制が成立したとする。その特徴は、

　①マルチプル・リテイラー（チェーン店）、デパート、バラエティ・ストアなどの小

売大企業がアパレル販売の70％を支配していた。

　②年齢、性別、価格帯で分かれた比較的安定した大量市場が成立した。

　③アメリカで発達した衣服製造技術が導入され、標準化した同一衣服の長期生産が行

われるようになった。

　④　価格による競争が一般的となった。

　⑤メーカーの二極分解が進んだ。一方でコートールド、トータル、コート・ヴィエラ

など従業員1000人以上の大企業に雇用の29％、生産高の31％が集中し、他方で従業員

100人以下の企業が雇用の36％、生産高の35％をしめた。

　しかし、1970年代にNICsからの輸入が増加し、中・大メーカーの閉鎖が相次ぎ、雇用

も1974年の32万人から、1978年の29万人そして1984年には19万人へと減少し、外部

労働者の利用が進んだ。

　さらに、1980年代に入ると市場は細分化し移ろい易さが激しくなっていった。こうし

て、多品種少量生産が確立していく。その特徴は次の通りであるとされた。

　①　市場の移ろい易さ、消費者の人口構成の変化、在庫コストや労働コストの高騰化な

どに対して小売業者、メーカーが市場のセグメントに対応した、商品開発や製販グループ

の組織化で対応するようになった。例えば、Nextは25－40歳のファッション・コンシ

ャスな女性向け商品に特化した戦略をたてた。このように、価格競争から差別化による競
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争に移行した。

　②製造と販売の短期化、同期化が進んだ。生産ランの少量化とリードタイム短縮。シ

ーズン数の増加やシーズン途中での売れ筋品の仕入れ。EPOSによる販売と生産の同期化。

　③デザイナー主導のスタイル形成から顧客主導のトレンド形成への変化。小売りと製

造業者双方の協議に基づくデザインとレインジの形成。

　④QRが必要なファッショナブル製品の国内生産、規格量産品の海外生産という棲み

分けの成立。

　このような、市場の細分化と小売業者の差別化戦略への転換により、アパレルの効率的

製造の条件が変化し、ニュー・テクノロジーの導入による、効率とフレキシビリティの同

時追求が求められた。アパレル部門のニュー・テクノロジーとしては、①CADシステ

ム、②CNC裁断機、③CNCミシンが重要である。

　①CAD導入の熟練への影響については次のように主張する。

　rCADシステムの主要な効果は、既存の熟練を強化し、熟練したオペレーターの必要

性が無くなるということではなく、むしろ彼らの生産性を高めるのに役立っている。オペ

レーターがレイ・プランニングの最終決定をするし、コンピュータが計算する前にマーカ

ーが経験から生地の利用率の高そうなレイ・プランニングをいくっか立ててみる必要があ

る。また、グレーディングも、新スタイルへのグレーディング・ルールの適用や新しいグ

レーディング・ル・一ルを作るときには、オペレーターの経験がものをいう。…

　パタンナー、グレーダー、マーカーの人員はわずかであるので、彼らの労務費の削減が

高価なCAD導入の動機にはならなかった。むしろ、衣服費の40－60％を占めている、

生地代を節約することの方が導入の主な動機であった。そして、この導入の思わぬ副次的

効果はグレーディングやマーカー・メイキングに要する時間が112－116に短縮されたこ

とである。これはリードタイム全体の短縮に大きく貢献し、スタイルの多様化に応える能

力を高める結果となった。」（Zeidin，J．，＆To賃erdi11，P．，1989）

　②CNC裁断機の導入により、従来の手作業で裁断を行っていた時期と比べ、熟練の

裁断工の数は減ったものの、新しい装置のもとで、従来の裁断工が雇用され続けていると

述べているが、ディスキリングに関する議論はしていない。

　③CNCミシンについては次のように言う。縫製の労務費はアパレル製造の総コスト

の大きな部分を占めるが、この工程の自動化は遅れている。その理由は、布の形態安定性

の低さにより、縫製の際に人手によるワークの保持が不可欠なためである。マイクロエレ

クトロニクスの適用はベルトループ付け、カラー縫い、二重環縫い、ポケット付け作業な

どの専用ミシンでまず始まった。現在汎用ミシンでは、オペレーターがプログラムする汎

用ミシンに導入されているが、トップ・スティッチ・カラーやカーフやポケット付け、裏

地付けなどの作業に用いられているだけである。しかも、その製品は作業服とか紳士シャ

ツなどの一部標準品に限られている。そして、これらのCNCミシンを自動トランスファ

ー・ 宴Cンと組み合わせた大量生産システムは開発がうまく進んでいない。むしろTSS

などのような、グループ作業、手の熟練、CNCミシンを組み合わせた多品種少量生産シ
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ステムが普及しており、このシステムでは、労働の細分化ではなくジョブ・エンラージメ

ントがみられる、というのだ。

　これに対して、KHof旧mann＆H．Rush（1988）はアメリカ、イギリス、日本、フランス、

西ドイツ、香港、イスラエル、スウェーデンなどのアパレル企業の調査研究からディスキ

リング論を展開している。かれらの議論は次のようなものである。

　①アパレル用CADシステムはアメリカで開発されCamsco社とHughes社が1977年

ごろまでに市場を支配した。1982年には欧米の大企業の20％がこれらを導入していた。

Gerber社が1980年にHughes社を、1983年にはCamsco社を合併し、年間200ユニット販

売体制を確立した。日本では、東レ、旭化成が、ドイツではAritisto社、フランスではLaser

Lectra社などもCADを開発した。　CADをグレーディングとマーキングに利用することで

　イ）　布地の利用率が4－6％向上し、

　ロ）　グレーディングは単純作業化し、

　ハ）　マーカー・メイキングはCAD導入後も熟練労働を必要とし、

　二）　CADシステムの保守はサプライヤーのサ・一ビスエンジニアが行うのが一般的で、

　ホ）　リードタイムが1／2－1／6に短縮され、QRが可能となった。例えば、グレーデ

ィングは3－4日かかっていた作業が1時間でできるようになった。

　へ）　CADの導入により、多様なスタイル・バリエーションの情報を保存し、多品種

の高品質生産が可能となった、とする。

　②裁断工程では、Gerber社が1960年代までにパターン・グレーディング・マシンと

結合したパターン裁断機を開発した。1980年初頭のモデルでは288枚重ねた布を毎秒200

インチずつ裁断でき、1時間で男性用シャツ600着、シャツ地200ダース分、ズボン2400

組分のカットが可能となった。労務費、保守費、サプライヤー費、動力費の節約は年間売

り上げ5000万ドルの企業で10年間に500万ドルに達する。そして、従来3－5年かかっ

ていた裁断工の育成期間が約90％も減少して、数ヶ月の訓練でCNC裁断機の運転が可

能となった。また、生地の節約はシャツ1ダース当たり、α4ドル、年間で4％の節約に

なった。

　③縫製工程でもディスキリングをもたらすという。専用ミシンのMRI
（Microelectronics　Related　Innovation）化はベルトループミシン、ボタンホールミシン、カ

ラー＆バンド用ミシン、ポケットかがりミシン、裾かがりミシン、刺繍用ミシンなどで導

入され、1台の導入で2－4人の労働者を削減した。生産性の増加率は男性シャツの襟縫

いの36％から、男性スーツのボタンホールの75％までとさまざまだが大きく増加してい

る。予めプログラムするコンバーティブルミシンはパターン縫い、輪郭縫い、ポケット付

け、襟付けなどで生産量を飛躍的に増加させた。男性スポーツシャツのパターン縫いの26

％から、運動靴のパターン縫いの140％までの増加率である。

　こうして、訓練時間は襟縫いで30％、飾り縫いで90％も短縮された。このディスキリ

ングの結果、旧来の熟練ミシンエは自動ミシンの運転に不満を持つことが多いために、新

しく募集した不熟練工を訓練して使用するやり方が一般化しているというのだ。
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　P、Baker（1993）は、イギリス、イーストミッドランドのヒンクリーのニットを中心とし

たアパレル産業を調査し、ニュー・テクノロジーの熟練に対する影響にっいて、ディスキ

リングとアップスキリングが同時に進行していると論じている。1980年代に入るとイギ

リスのアパレル産業は市場セグメンテーションの戦略を採りだし、POSシステムを導入

し、4～6シーズン制に移行し、リードタイムは6週間に短縮された。ニュー・テクノロ

ジーの導入の影響は裁断・延反工程で最も大きく、縫製工程ではその影響をあまり受けて

いない。縫製工程では、CNCミシンの導入によってステッチ数のプログラム化や自動糸

切りが可能となったものの省力化にはほど遠い。として、次の諸点を実証している。

　①大手靴下メーカーではCNC編立機が導入され、パターニングもCAD／CAMで行っ

ている。自動靴下編機はプログラミング変更の必要がないのでオペレーターのディスキリ

ングが進んでいる。一方、CNC横編FF機ではプログラミングの頻繁な変更の必要があっ

てオペレーターのアップスキリングがみられる。

　②小企業では、CNC編立機の普及は遅れているが、　CNCミシンの導入がみられる。

CNCミシンもプログラム操作が必要なために、オペレーターのアップスキリングがみら

れる。

　③縫製工程ではハンギングシステムの導入は一部にみられるだけで、ほとんどがバン

ドルシステムを採用している（工場レイアウトは産業革命以来の多階建てで小ルーム分割

式）。

　④靴下メーカーでは自動爪先縫機、撹付機、脚付機等が導入され、これらの作業はワ

ークのフィードのみとなり、短期の訓練で作業可能の半熟練職種に変わった（ディスキリ

ング）。

　⑤大手靴下メーカーは、新機械の導入により雇用を減らすのではなく、生産性の向上

に活用した。しかし、旧来の熟練工の課業は減り、不熟練、半熟練の課業が増えた（ディ

スキリング）。

　⑥小靴下メーカーでは自動機の普及が遅れ、熟練ミシンエを活用しっづけ、CNCミ

シンの導入はミシンエによる保守作業の必要を生み、彼女らのアップスキリングを生んだ。

　⑦CNC裁断機の導入は大手に限られている。

　⑧靴下、ニット衣料メーカーの従業員の間には緩やかな職種のデマケーションがある

が、大企業では新機械の導入で新しい職種が生まれ、デマケーションに変化が生じている。

一方、小企業では本縫い工にも、オーバーロックミシンやフラットミシンを操作できるよ

うに要求して、機能的フレキシビリティが追求されている。こうした、ジョブ・エンラー

ジメントの特殊な形態として、フローター一（noater）と呼ばれる、複数のミシン操作がで

きる遊軍が形成されている企業もある。また、それが不可能な場合には、特殊作業のでき

る企業への外注も行われるようになってきている。

　⑨下請けがヒンクリーに集中することはなく、ダービーシャー、ノティンガム、ウエ

ストミッドランドなどに分散し、イタリア型の産地は形成されていない、という。

CLIoyd（1997）もウェールズの衣料産業の調査から、ディスキリングとアップスキリン

グの同時並行論を展開している。

①CAD、　CNC裁断機などの導入は大手企業に限られ、縫製工程の合理化は遅れてい
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る。

　②　CAD工場では、生産ランが短縮され、スタイル数が増加したが、多品種少量生産

とは言えず、小スタイル大量生産の大バッチにとどまっている工場が多い（バッチが5000

から2000に減っただけ）。また、生産ランが増加し合理化・コスト削減の目的でCADを

導入したところもある。しかし、そうした企業で雇用減や布地の利用率の向上はみられず

CAD導入の合理化効果は薄かった。

　③CAD／CAMを多品種少量生産のために導入したとする経営者は少ないが、品質向上

に役だったとする意見は多かった。

　④　グレーダーとマーカーは手道具を用いる作業からコンピューターを操作する仕事に

変わったが、これらの職種はペーパーパターンによるフィットチェックが必要なために手

労働の経験が無いと困難である（熟練の保持）。

　⑤レイ・プランニングはコンピューター操作のみで可能なために、パタンナーはディ

スキリングする。

　⑥CNC裁断機の導入により裁断工の訓練期間は1週間に大幅に短縮された（裁断工

のディスキリング）。

　⑦CADICAMの導入により、システムマネージャー一やコンピュータ技師、プログラマ

ーなどの職種が新たに生まれた。これらの必要人員は既存の従業員の再訓練によるのでは

なく新しいマンパワーのリクルートによって充てられた。

　以上のイギリスを調査対象にした、あるいは調査対象の一っとして含む諸研究を比較す

ると次の点が明らかとなる。

　まつ、第一に、ディスキリング／アップスキリングという職種のグレードや熟練の難度

を問題にする議論と、ジョブ・エンラージメント／ジョブ・セグメンテイションという課

業数の増減を問題にする議論が混ざっている。これらは、概念的にも実体的にも区別され

なければならないだろう。ZeitlinらやBakerは課業数や作業内容を問題にしているのだか

ら、ジョブ・エンラージメント／ジョブ・セグメンテイションの次元を捉えていることに

なる。一方、Hof㎞anらやLloydは訓練時間を問題にしているのであるから、ディスキリ

ング／アップスキリングの次元を捉えていることになる。

　第二に、布吊とニットではMRI化の熟練に与える影響を同日に論じることができない。

そもそも、アパレルの自動化においては素材の形態安定性の低さがネックになっていたわ

けであるが、ニットは布吊よりさらに形態安定性が悪く、カット・アンド・ソーのニット

は少なくとも縫製工程では人によるワークの保持が不可欠である点を考慮しなければなら

ない。また、一般に、カット・アンド・ソーのニットの場合、パターン・メイキングやグ

レーディング、マーカー・メイキングの方法論はそれ自体確立されておらず、布常のそれ

を応用するにとどまっている。そのため、これら職種においてはそもそも熟練の社会的範

疇としての蓄積がニットではみられなかったことを念頭に置かなければならない。っまり、

ニットの場合、編立にしろ、カット・アンド・ソーの組立前工程にしろMRI化によって

旧来の熟練が解体云々という議論それ自体が成立せず、新しい職種の形成の問題であると

いうことになる。

　これまでの議論を整理すると、次の点が明らかになる。
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　第一に、組立前工程（パターン・メイキング、グレーディング、マーカー・メイキング）

にっいては、Zeitlinらが熟練の維持、　Hof㎞anらがグレーディングでディスキリング、マ

ーカー・メイキングで熟練の保持、Lloydがパターン・メイキング、グレーディングで熟

練の維持、マーカー・メイキングでディスキリングがみられたとする。つまり、組立前工

程ではこれまでの研究でイギリスではおおよそ訓練時間の短縮化と作業内容からみた旧来

の手作業時代の知識・経験の必要性の維持が実証されていることになる。

　第二に、裁断工程では訓練時間（難度）からみても（ディスキリング）、作業内容（課

業幅）からみても（ジョブ・セグメンテイション）、熟練の衰退がみられたとされている。

　第三に、縫製工程では訓練時間からみてディスキリングが、作業内容からみるとニット

の場合であるが横編系でアップスキリング、丸編系でディスキリング、大企業でディスキ

リング、小企業でアップスキリングが指摘されている。

　第四に、MRI化によって、システム・マネージャーやプログラマーなど新しい熟練職

種が登場している。

　以上の議論をふまえて、我々は日本のニット・アパレルにおいてMRI化が熟練にどの

ような影響を与えたのかを検証しなければならない。日本のニット・アパレルでは先に述

べたように、組立前工程にニット独自の方法論や技術の蓄積がなく、また社会的範疇とし

ての熟練の蓄積もなく、MR｛化と共に、こうしたものの蓄積が図られてきたという経緯

を前提とすると、MRI化が進んだ企業とまだ導入していない企業とで、編立、縫製、　CAD

操作の熟練の深さと広さがどのように違うのかを検証するのが適当と考える。

　表7－8はCAD，CNC導入企業と未導入企業で、編立工程、縫製工程、　CAD操作にっ

き一人で操作できる者、段取り替えをできる者、人に教えられる者のそれぞれが直接生産

工に占める比率、および、プログラム直し、不良対応、機械修理、電気修理ができる者の

直接生産工に占める比率を比べたものである。

表7－8．甑1化と技能者の蓄積

CNC機無し企業 CNC機有り企業 全　　　　体

直接生産工 391人　　100％ 1792人　　100％ 2183人　　100％

編機一人で操作以上 37　　　9．46 489　　　27．29 526　　　24．09

編機段取り 23　　　　5．88 118　　　6．58 141　　　6．46
編機指導 7　　　　1，79 107　　　5，97 114　　　5．22
ミシンー人で操作以上 175　　　44．76 952　　　53．13 1127　　　51．63

ミシン段取り 56　　　14．32 300　　　16．74 256　　　16．31

ミシン指導 43　　　10．99 151　　　8．43 194　　　8．89
プログラム直し 14　　　　3．58 109　　　6．08 123　　　5，63
不良対応 31　　　　7．93 144　　　8．04 175　　　8．02
機械修理 20　　　　5．12 66　　　　3．68 86　　　　3，94

電気修理 8　　　　2．05 44　　　2．46 52　　　　2．38

CAD有り企業 CAD無し企業 全　　　　体

直接生産工 971人　　100％ 1512人　　100％ 2183人　　100％

CAD一人で操作以上 0　　　　　0 248　　　16．41 248　　　11，36

CAD段取り 0　　　　　0 80　　　　5．29 80　　　　3．66

CAD指導 0　　　　　0 69　　　　5．46 69　　　　3．16
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これから、明らかなことは、

　①CAD有り企業ではCAD操作、段取り、指導のできる直接生産工が、それぞれ、6

人に1人、19人に1人、22人に1人いるのに対して、CAD無し企業ではそうした人材は

皆無である。このことは、訓練をCADサプラーヤーの実施する講習へ従業員を派遣する

方式で行うことが一般的であることと関係している。

　②編立工程では、CNC機有りの企業では、一人で操作、段取り、指導のできる直接

生産工はそれぞれ、4人に1人、15人に1人、17人に1人いるのに対して、CNC無しの

企業では、それぞれ、11人に1人、17人に1人、56人に1人と少ない。

　③縫製工程では、CNCミシン有りの企業では、一人で操作、段取りのできる直接生

産工はそれぞれ、1．9人に1人、6人に1人であるのに対して、CNCミシン無しの企業で

は、それぞれ、2．2人に1人、7人に1人と少ない。

　④　プログラム直しのできる直接生産工はCAD，CNC機有りの企業で16人に1人であ

るのに対して、CAD，CNC機無しの企業では28人に1人と少ない。

　⑤不良直しのできる直接生産工はCAD，CNC機有りの企業で12人に1人であるのに

対して、CAD，CNC機無しの企業では13人に1人の割合である。

　⑥電気修理のできる直接生産工はCAD，CNC機有りの企業では41人に1人の割合で

あるが、CAD，CNC機無しの企業では49人に1人の割合である。

　⑦しかし、ミシンの指導ができる直接生産工や機械修理のできる直接生産工はCAD，

CNC機の無い企業がそれぞれ、9人に1人と20人に1人であり、CAD，CNC機有りの企

業ではそれぞれ、12人に1人と27人に1人とかえって少ない。これは、CAD，CNC機の

導入の進んでいない企業では旧型の技能蓄積があり、職人による絵柄パターンづくり、丸

仕上げなどが行われていた経験があり、それら職人がミシンにっいてはバンドルシステム

のオペレーターより技能水準が高く、また機械（編機など）の保守も自らやっていた者が

多いためと言える。

　以上のように、CAD／CAM，CNC機の導入により、一般的には熟練の深まり（操作→段

取り→指導）も関連課業への拡がり（プログラミング、電気修理）も進むと言えよう。

この意味で、日本のニット・アパレルにおいてはMRI化は熟練のエンリッチメント（ア

ップスキリングとジョブ・エンラージメントの両方）をもたらしたと言って良いだろう。

布吊の場合にはインフォーマル労働の活用が中心となるのでおそらくこのようにはなって

いないと思われるが、これにっいては今後の研究課題である。

4　モジュール製造法はフレキシブルか？

　モジュール製造法（modular　manufactuhngまたはmodule　engineering）とは調整しうる課

業を実行する5～20人のオペレーターからなるチーム（自主管理的労働単位）が装置、

レイアウト、製造法、監督法、管理法について関与し、各オペレーターは一人で2～6の

課業をこなす技能をもち、ラインはU字型など移動距離の短いレイアウトをとる、多品

種少量生産品向けの改編された流れ作業による製造法である。

　モジュール製造法は自動車産業や耐久消費財産業ですでに存在していたチームワーキン

グの方法をアパレル産業へ適用したもので、QRの目標にかなうようにQCを通して意志
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決定を作業組織の中に統合する方法である。アメリカのChamosやMeritinaそして

CO耐auldsなどの企業のアパレル縫製工程で採用され、後にイギリスにも波及した。日本

ではアイシン精機が開発したTSSが本家本元であるが、自立的労働チームの考え方は欧

米にも1960年代から存在する。

　チームワーキングが生産性の向上や、コストの低減、欠勤率の低下、事故率の低下に有

効であることは、EEEmo1y＆EL．Trist（1969）の鉱山のComposite　Workgroupの研究で示さ

れた。T．Cumnlings（1978）の自己調整的労働集団の考え方もこうした伝統にある。これら

の研究では、達成、責任、進歩、機会、認知などの人間的成長の要求を満たすことが労働

モチベーションとして重要であることが示された。こうした要求を満たすための組織上の

手法が従業員関与であり、これには日常の操業のなかで参加方式の管理技術を習得させる

並行構造と労働過程の再設計から始めて従業員関与を制度化するワークリデザインの二つ

があるという（CGCamere＆T．J．L測e，1989）。並行構造に含まれるのがタースク・フォー

シーズやQCであり、ワークリデザインに含まれるのがナチュラル・ワークチームや自律

的労働チームである。

　自律的労働チームは既存の労働過程を取り巻いて組織されるが、従業員が複数の職種を

こなせるように訓練され、日常べ一スで意志決定、目標設定、スケジューリング、雇用、

計画などに関与する自己管理的な労働単位である。この自律的労働チームを組織するため

の手法としてモジュール製造法が生み出された。

　モジュール製造法の基本原理はCarrere＆Li廿1e（1989）によれば、

　①バンドルまたはバッチ規模の縮小

　②課業統合（類似品の各工程をまとめて大工程系列を作る：モジュール工程）と作業

　　量のバランシング

　③プル・スルー生産

　④必要なときに必要なだけ作る（在庫・仕掛かりゼロの目標）

であるという。そして、②を実現するために、二っ以上の職種をこなすためのcrosき一trahling

が行われ、従業員の多能工化がはかられるという。アメリカのアパレル／テキスタイルの

llの工場の事例研究を行ったCamereらによると、モジュール製造法の採用で共通して実

現されたことは、品質の向上、無駄の消滅、製造上のフレキシビリティの増大、離職率と

欠勤率の減少、組織的・文化的成長であったという。

　J．Mclellan，　A．Wig丘eld＆V．Wilkes（1996）によれば、イギリスのチームワーキングはモジ

ュール製造、セル・べ一スド・ワーキング等と呼ばれ、自己組織的で自己動機づけられた

多能工的で融通の利く作業員がチームの中で集団的に作業し量や質の点でチームの生産に

責任を共有し共同で意志決定するフレキシブルでクイックレスポンスの生産システムだと

いう。そしてその特徴は、

　①作業員よりも作業台の方が多い。

　②作業員は複数の作業台を受け持ち、ワーク・バランスをとる。

　③作業員は一っ以上の作業に習熟している。

　④チームの熟練を最大限に活用するためにはどうしたらいいか自己決定できる。

だとする。そして、アパレル産業では、チームワーキングの方式としては、一枚流し方式

（ノッティンガムシャーで普及）とカンバンシステムがあるという。
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　一枚流し方式の特徴は、

　①作業員は作業台の問を移動しやすいように立って作業する。

　②　作業台は一般にはU字型に配列されている。

　③　作業員は一枚ずつ作業する。

　④製品によって異なるが、各作業員は2～4工程ずつ作業する。

　⑤　ワークは連続的に加工される6

　⑥　作業員の技能は重複している。

　一方、カンバンシステムの特徴は、

　①座り作業である。

　②作業台のレイアウトはU字型である。

　③　作業員は裁断されたワークの小束（バンドル）を加工する。

　④カンバンが充たされると作業員は次の工程を実行するか、その後を仲間のメンバー

に任せて、自分は元の作業台に戻る。

　⑤ワークの流れは必ずしも連続的でない。

このように、一枚流し方式はアパレルにおいて同期化原理を徹底的に追及した方式であり、

カンバン方式は多品種少量生産で流れ作業条件を一枚流しより緩和するためにロット流し

を採用した方式だといえる。いずれの名称もTSSやカンバン方式といったトヨティズム

に因んだ名称が採用されている点が象徴的である。

　さて、J．MclellImらはこれらのモジュール製造法の利点として、

　①バンドルシステムにみられる単調反復作業から作業員を解放し、疲労度が低い。

　②多くの工程の熟練が身に付き、退屈でない。

　③　作業ペースの決定や作業方法の改善をチームで自主的に行える。

　④品質や問題解決に責任を与えられる。

を挙げ、また欠点としては、

　①立ち作業の場合にはペダル操作時に利き足の反対の足の関節部分の疲労が大きい。

　②　出来高給と組み合わせるとチームのエートスを損なう。

　③多工程に熟練しても、job　en盛c㎞entというよりもjob　en1IEgementにすぎない。

を挙げている。

　A．Barlow＆J．Whhterton（1996）は、同様に、

　①チーム・ワーキングは水平的なジョブ・エンラージメントをもたらすものの、垂直

的なジョブ・エンリッチメントはもたらさない。そして、オペレーター一人当たり平均3

っの作業を受け持っている。

　②　ラインバランシング問題を解決するために、全行程に習熟する必要は無いが、それ

らを理解しておく必要があるし、高度の思考力やメンタルスキルズを用いる必要がある。

　③チーム・ワーキングに馴染まない従来の従業員は辞め、また一方で高度に熟練した

ミシンエはモジュー一ルから外して、従来の作業を続けさせているのが現状である。

　④実際の技能水準が高められても、労使間におけるミシンエの熟練カテゴリーはあい

かわらず不熟練工範疇のままにされている。

　⑤チーム・ワーキングの採用により平均週給は£105から£140に上昇したが、仕事

量も増えて、労働強化となっている。
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　⑥　チーム・ワーキングの採用は大企業に限られていて、小零細企業では従来の苦汗的

家内労働が一般的である。

としている。

　このように、モジュール製造法の評価はまちまちであるが、日本のアパレル産業ではど

うなのであろうか。表7－9は縫製システム別に本縫ミシンとリンキング機を含めたその

他ミシンの縫製工1人当たりのミシン台数をみたものである。

表7－9．縫製システム別縫製工1人当たりミシン台数

縫製システ 本縫ミシン その他ミシ’
バンドルシステム 0．89 0．81

一枚流し 1．36 0．86

丸仕上げ 0．23 1．36

その他 1．83 3．65

合計 1．11 0．86

これから、

①　一枚流しのほうがバンドルシステムよりも縫製工1人あたりのミシン台数が多い、

ことが分かる。

　表7－10は縫製システム別にロットタイプをみたものである。

表7－10．縫製システム別ロットタイプ別企業割合
ロットタイプ バンドルシステム 一枚流し 丸仕上げ その他 合計

小ロット偏向 0，161 0，174 0，143 0 0，156

小中ロット 0，097 0，043 0，286 0 0，094

小一大ロット 0，097 0，087 0，143 0，333 O，109
中ロット 0，548 0，348 O，143 0，667 0，438

中大ロット 0，065 0，217 0 0 0，109
大ロット 0，032 0，131 0，286 0 0，094

合計（N） 31 23 7 3 64

これから、

②　一枚流しの方がバンドルシステムよりもロット規模は大きい方に偏っている、

ことが分かる。

表7－11．縫製システム別CAD／CAM保有状況と要員確保方法の割合

CAD／CAM保有 バンドルシステム 一枚流し 丸仕上げ その他 合計

CAD保有企業割合 0，545 0，435 0，429 0 0．47

CAD非保有企業割合 0，455 0，565 0，571 1 0．53

合計（N） 33 23 7 3 66

要員確保方法 バンドルシステム 一枚流し 丸仕上げ その他 合計

新規学卒者採用 0，087 0，067 0 0 0，071

メーカー訓練 0，739 0，866 0．75 0 0，786

中途採用者 0．13 0 0．25 0 0，095

その他 0，044 0，067 0 0 0，048

合計（N） 23 15 4 0 42
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　表7－11は縫製システム別にCADICAM導入率と要員の確保・訓練法をみたもので

ある。これから、

　③　バンドルシステムの方が一枚流しよりもCAD／CAM機の装備率が高いが、いずれ

の縫製タイプのメーカーでも要員はCADICAMメーカーの訓練プログラムへの従業員の

派遣という方法を採用している、

ことが分かる。

　表7－12は縫製システム別にみた、熟練の深まりと、熟練の広がりとをみたものであ

る。これから、

表7－12．縫製システム別熟練の深まり と広がり

喪取／縫製工 口導／縫製工 プロ直／直 不良直／直 幾械修理／直電気修理／直
ノぐンドルシステム 0，438 0，281 0，108 0，184 0，167 0，093

一枚流し 0，527 0，213 0，076 0，071 0，049 0，051

丸仕上げ O，333 0，375 0，333 0，311

その他 0，833 0，167 0，111 0，231 0，111

合計 0，477 0，253 0，098 0，158 0，107 0，074

　④　一枚流しの方がバンドルシステムよりも、熟練の深まりと広がりがみられるとする

フレキシブル化論はあてはまらない、

ことが分かる。

　このように、モジュール製造法（一枚流し）はフレキシブル・スペシャライゼイション

論には不利で、ネオ・テーラー主義には有利な性格を示した。チーム・ワーキングは同輩

集団の圧力を利用したフォーディズムとするドーセの主張の方がフレキシブル・スペシャ

ライゼイションの主張よりも的を射ている。しかし、同輩集団の圧力が怠業に向かわず勤

勉に向かう点こそこれがフォーディズムと異なる決定的な点であり、これをポスト・フォ

ーディズムと呼ぶことに躊躇はいらない。

5　まとめ

　生産システムの変化は選択的な政治的過程の産物であって、選択の余地の無い技術決定

的な過程ではないとする考え方には大いに賛成するところである。しかし、そうした選択

的で運動的な「フレキシブル・スペシャライゼイション」は日本には存在しない。トヨテ

ィズムとインフォーマライゼイションが同時に追求されているのだ。そして、そのいずれ

もがフォーディズム・福祉国家という調整様式を超えようとしているか、あるいはその枠

組みの外部に20世紀末危機を乗り越える解答を求めている。フォーディズムを単に生産

システムとしてではなく広く調整様式として捉えるならば、一方で現代版の相対的剰余価

値の徹底した追求様式であるトヨティズムが、他方で絶対的剰余価値の収奪あるいは半プ

ロ収奪を試みるインフォーマライゼイションと「新しい国際的分業」体制のもとで結びっ

いている「日本的生産システム」はポスト・フォーデイズムと呼んで良いだろう。

　日本のアパレル産業で1980年代以降みられるMRI化とTSSの導入によって生産現場

にもたらされた状況はそうした文脈の中で解釈するのが正当だと思われる。
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経営者の意識に関する質問紙

Q1　あなたの年齢はいくっですか。　満（　　　　　）歳

Q2　あなたが今の会社（事業所）の最高責任者に就任されたのは何歳の時ですか。　満（　　　　　）歳

Q3　あなたは現在の会社の創業者ですか。

イ　創業者である

ロ　後継者、承継者である

Q4　現在の会社に入る直前はなにをしていましたか。

イ　同業または関連業種の企業のサラリーマン

ロ　異業種の企業のサラリーマン

ハ　別の会社の経営者

二　農業

ホ　学生

へ　無職

ト　その他

Q5　（創業者のみお答えください）あなたが経営者になろうと思った理由は何ですか。

イ　自分の技術や資格、能力が生かせる

ロ　自分のアイデアを商品化したかった

ハ　勤め先が倒産したり、解雇されたから

二　努力次第で大きな収入が得られるから

ホ　回りに独立する人が多く、刺激されて

へ元の勤め先で上司と意見が合わなかったから
ト　取引先や雇い主に勧められて

チ　その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q6　（後継者、承継者のみお答えください）あなたが現在の会社の経営者になった理由は何ですか。

イ　自分の夢や理想が実現できるから

ロ　自分の技術や資格、能力が生かせるから

ハ　努力次第で大きな収入が得られるから

二　家業だったから（親や親戚がやっていたから）継いだ

ホ親（親族）に頼まれた
へ　先代に頼まれて

ト　人に雇われたくなかったから

チ　その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q7　あなたの会社は次の諸戦略のなかで、どの戦略を最も優先させていますか。当てはまる符号を0で囲んで
ください。

イ　他社に負けない価格で勝負する

ロ　他社の同種の製品に見られない性能、機能をもつ製品で勝負する

ハ　他社が作っていない製品分野を開拓する

二　自社の得意分野に集中し特化する
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Q8　あなたは企業経営において次の点はどのくらい重要だと思いますか。イ　非常に重要である、ロ　重要で

ある、ハ　どちらともいえない、二　あまり重要ではない、ホ　全く重要ではない、のなかから該当する符号を

Oで囲んでください。

　1　他社の気付いていない事業機会を見逼さず、すばやく決定する　　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

　2　柔軟な下請け、外注組織の育成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

　3　リスクを合理的に計算し、最大限回避する　　　　　　　　　　　　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

　4　部下が失敗しても許容し、新しい企画やアイデアを育てさせる　　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

　5　事前に予測できないリスクは積極的に負担する覚悟をもつ　　　　　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

　6　従業員の能力に応じて責任をもたせて仕事を任せる　　　　　　　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

　7　労働組合と協調的な関係を維持する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

　8　取引先の開拓と販売方法の刷新　　　　　　　　’　　　　　　　　　　，　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

　9　環境の変化に対応して企業目標、行動様式、組織形態を変化させる　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

10　既存の得意先の安定的確保をはかる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

11　金融先の安定的確保　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

12　規模拡大とそれに伴う組織の制度化、整備　　　　　　　　　　　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

13　新製品の開発により新しい市場を開拓する　　　　　　　　　　　　　　イ　ロ　ハニ　ホ
14　従業員の教育焦訓練　　　　．一　　　　＿　　　　　　　　　　、　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

15　異業種交流をすすめ、事業転換を模索する　　　　　　　　　　　　　　・　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

16　新しい生産方法を導入し、生産コストを削減する　　　　　　　　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

Q9　御社は次の点で同業他社と比べて、どのくらい優位に立っているとお考えですか。イ　圧倒的に優位、ロ

　かなり優位、ハ　平均的、二　若干劣る、ホ　著しく劣る、のなかから当てはまる符号を0で囲んでください。

　1　機械・装置の能力　　　．　　　　　　　イ　　ロ　　ハ　　ニ　　ホ

　2　生産工程従業員の熟練　　　　　　　　　イ　　ロ　　ハ　　ニ　　ホ

　3　研究・開発分野の従業員の技術力　　　　イ　　ロ　　ハ　　ニ　　ホ

　4　受注先の安定性　　　　　　　　　　　　イ　　ロ　　ハ　　ニ　　ホ

　5　協力下請け企業の能力　　　　　　　　　イ　　ロ　　ハ　　ニ　　ホ

Q10　あなたご自身は次の項目にどの程度当てはまりますか。イ　ピッタリ当てはまる、ロ　やや当てはまる、

ハ　どちらともいえない、二　あまり当てはまらない、ホ　全く当てはまらない、のなかから該当する符号を0
で囲んでください。

　1　才能が発揮できなくても収入の多い方がいい　　　　　　　　　　　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

　2　自分のためというより会社とその将来のために働いている　　　　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

　3　他人と違った考えをもっているというよりは、似ているところが多い　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

　4　自分を表現できるよりも、地位や名誉が得られる方がいい　　　　　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

　5　仕事は他人に任せるよりも、できれば自分でやってしまう　　　　　’　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

　6　市場や技術のことよりも、社内のことに関心がある　　　　　　　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

　7　仕事上の問題は検討を重ねるより、すぐ答えを出す方がいい　　　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

　8　事業の開拓よりも、財務管理の方が重要である　　　　　　　　　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

　9　アイデアを事業化するより、アイデアを考え出す方が重要である　　　　　　　　イ　ロ　ハ　ニ　ホ

10　すき間市場よりも、注目の成長市場をねらった方がいい　　　　　　　　　　イ　ロ　ハニ　ホ

集計コード

［エエ］ロコココロ　　　　ロココ
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生産設備と従業員に関する質問紙

Q1　フレキシブル生産システム（加工機群が自動搬送装置で連結され、多品種の工作物の加工と搬送がコンピ

ュー ^ー制御され、¢台以上のNC機から構成されているシステム）やフレキシブル生産セル（1台のNC機に
工作物や工具の自動交換装置や自動貯蔵装置演っいていて長時間単独自動運転できるもの）はありますか。保有

育数をお答えください。

フレキシブル生産システム　　　　（　　　　　）システム

フレキシブル生産セル　　　　　　（　　　　　）台

Q2　次の機械の保有台数、うちNC機台数、平均週間稼働時間をお答えください。また、それぞれの保有機械

につき、①教育を受けた程度の従業員の人数、②一人で操作できる従業員の人数、③自分で段取りができ
る従業員の人数、④その上に操作方法を他の人に教えられる従業員の人数、をそれぞれお答えください。

機械の種類 保有台数 うちNC
@台数

平均週稼

ｮ時間

教育を受

ｯた程度

一人で操

?ﾅきる

段取りが

ﾅきる

人に教え

轤黷

MC 台 一　　台 時間 人 人 人 人

旋盤

中劃り盤

フライス盤

研削盤

歯切盤

放電加工機

その他工作機

ペンディングマシン

液圧プレス

機械プレス

勢断機

鍛造機

ワイヤホーミングマシン

溶断・溶接機

レーザー加工機

三次元測定機

その他機械
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Q3　機械に異常が発生したとき、次の対応がとれる従業員はそれぞれ何人いますか。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　直接生産工程従事者　　間接生産工程従事者　　技術者
　　　イ　プログラミングの手直しができる　　（　　　　）人　　　（　　　　）人　　　（　　　）人

　　　ロ不良への対応ができる　　　　（　　　）人　 （　　　）人　 （　　）人
　　　ハ　機械関係の修理ができる　　　　　　（　　　　　）人　　　（　　　　　）人　　　（　　　　）人

　　　二　電気関係の修理ができる　　　　　　（　　　　）人　　　（　　　　）人　　　（　　　）人

Q4　U字型ラインなど、多工程持ちに対応した設備の配置の工夫をしていますか。該当する符号を0で囲んで
ください。

イ　している。　　その名称（　　　　　　　　　　　）
ロ　していない。

Q5　NC機やMCを導入されている場合、その導入の動機は次のどれですか。0で囲んでください。

イ　終日（24時間）機械を稼働させるえめ。

ロ　多品種小ロット生産に対応するため。

ハ　品質を向上させるため。

二　省力化のため。

ホ　受注先を分散させるため。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

へ　生産コストを削減するため。

ト　発注先のCAD設計に合わせるため。

チ　その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q6　その場合、導入によって、目的は達成されましたか。

イ　された。

ロ　されない。

ハ　どちらとも言えない。

Q7　御社の生産工程にあわせた機械・装置類の開発、及び周辺技術の具体例があれば、図をっけてご記入くだ
さい。

Q8　研究・開発担当の部局があればその名称とスタッフの数をご記入ください。また、公式の部課の組織図と

は別に、研究開発の特別チームを随時編成することがあればその名称と役割にっいてご記入ください。

研究開発担当の部局名（　　　　　　　　　　）　スタッフ人数（　　　　人）

特別チームの名称　　（　　　　　　　　　）　役割（　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q9　他の企業と共同開発を行っている場合、それぞれについてどの業種の企業とどのような内容の共同を行っ

ているか、また参加企業相互の関係が、イ　発注元企業との共同、ロ　外注先企業との共同、ハ　下請け企業相

互の共同、ハ　異業種交流、二　その他（具体的に　　　）についてもご記入ください。

研究開発の内容 参加企業数とその業種 参加企業の相互の関係
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Q10　御社が他社にないと誇れる、新しい技術、経営手法那ありましたらご記入ください。

Q11　従業員について次の区分に従って、人数と所定労働時間、先月の平均時間外労働時間をご記入ください。

職種区分 常　用 臨　時 パート 家族従業員 所定労働時間 所定外労働時間

直接生産工程従事者

iオペレーターなど） 人 人 人 人 時間 時間

間接生産工程従事者

i保守工など）

技術者

事務職員

営業・販売員

管理職

役員

合　　　計

Q12　シフトワークはありますか。

　　　イ　ある　　　　　（　　　　）交替制

　　　ロ　ない

Q13　期限を限って別の職場や職務に移る、応援制度はありますか。

　　　イ　ある　　　　名称（　　　　　　　　　）

　　　ロ　ない

Q14　賃金形態は次のどれですか。該当する符号に0をっけてください。

　常用　　　　イ　月給制　　ロ　日給月給制　　ハ　日給制　　二　時給制　　ホ　年俸制

　臨時　　　　イ　月給制　　ロ　日給月給制　　ハ　日給制　　二　時給制　　ホ　年俸制

　パート　　　イ　月給制　　ロ　日給月給制　　ハ　日給制　　二　時給制　　ホ　年俸制

　家族従業員　イ　月給制　　ロ　日給月給制　　ハ　日給制　　二　時給制　　ホ　年俸制

Q15　次の社会保険に加入している従業員数をお答えください。

　雇用保険　　（　　　　　　　　）人

　労災保険　　（　　　　　　　　）人

　健康保険　　（　　　　　　　　）人

　年金保険　　（　　　　　　　　）人
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Q16　前会計年度でみた1年間の総売上額はいくらでしたか。　　（　　　　　　　　）万円

Ql7　前会計年度の取引先企業を売上高の多い順に、例にならって5社ご記入ください。

企業名（所在地） 業　　種 売　上　高 取　引　内　容

例 N工業（坂城町） 射出成形機製造 1，6000　万円 3　総組立工程の下請

1

2

3

4

5

　註；所在地は市町村までで結構です。企業名が極秘事項の場合にはA社、B社、　C社で結構です。一取引内容は

①　自社設計完成品の納入、②　OEM供給、③　総組立工程の下請、④　ユニット品の納入、⑤　部晶加工、

⑥その他、の区分を用いてください。

Q18　前会計年度に御社が外注先として利用された企業は何社ありますか。次の区分に従ってご記入ください。

取　引　内　容 企 業 数 総 取 引 額

OEM生産 社 万円

総組立工程の下請 社 万円

ユニット品の外注 社 万円

部品加工 社 万円

合　　計 社 万円

Q19　協力企業会をつくっていらっしゃる場合には、その名称と加盟企業数をお答えください。

　　　名称　（　　　　　　　　　　　）　　企業数　　（　　　　　　　　．　社）

Q20　御社の現在の主な製晶または業務内容をお答えください。

集計コード

口：口［ロココロロエロコ［ロコロ：口
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生産設備と従業員に関する質問紙
Ql　次の機械の保有台数、うちCAM（コンピューター支援製造）やCNC（コンピューター数値制御）機台数、
平均週間稼働時間をお答えください。また、それぞれの種類の機械にっき、①教育を受けた程度の従業員の人数、
②一人で操作できる従業員の人数、③自分で段取りができる従業員の人数④その上に操作方法を他の人に教
えられる従業員の人数、をそれぞれお答えください。

機械の種類 保有台数 うちCAM、
@CNC機

平均週稼
@動時間

教育を受
@けた程度

一人で操
@作できる

段取りが
@できる

人に教え
@られる

糸繰り機 台 台 時間 人 人 人 人

ワインダー

経編機

FF横編機
横　編　機

広寸横編機

大横機

小横機

台丸機
丸　編　機

両面機

両頭機

CADシスデム

延反機

裁断機

本縫ミシン

リンキング機
@・特殊ミシン

染色装置

仕上げセット機

プレス機

Q2　保有する横編み機のうち可動シンカー付きの機種（例えば島精機のSES122－SシリーズやSES122－
RT）や完全無縫製機（例えば島精機のSWG－V機）は何台保有されていますか。

広寸機　60インチ以上 大横機16～60インチ 小横機16インチ未満

可動シンカー付き

完全無縫製機

Q3　機械に異常が発生したとき、次の対応がとれる従業員はそれぞれ何人いますか？

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　直接生産工程従事者　　間接生産工程従事者　　　技術者
イ　プログラミングの手直しができる　（　　　　　）人　　（　　　　　）人　　（　　　　　）人
ロ　不良への対応ができる　　　　　　　（　　　　　　）人　　　（　　　　　　）人　　　（　　　　　　）人
ハ　機械関係の修理ができる　　　　　　（　　　　　　）人　　　（　　　　　　）人　　　（　　　　　　）人
二　電気関係の修理ができる　　　　　　（　　　　　）人　　　（　　　　　）人　　　（　　　　　）人
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Q4　編立工程を有する場合、主力機のゲージ数はいくつですか？　（　　　　　　　　　　　　　　　　）

響だ鞭程を有する場合・その生産システムは次のどの方法をとっていますか？該当する方式の記号に・をっけ

　　イバ灘と棄手鍛燵欝慢謹募禦鱗駿窺講3篠を繰り返さ徴加工済みの仕
　　ロ　ー枚流し生産方式（一人の従業員に複数の作業を行わせて、一枚づっ仕掛品を次の工程に流していく方法。
　　　　　クイック・レスポンス・ソーイング・システムやTSSを含む）
　　ハ　丸仕上げ（一人で裁断からすべての縫製工程や仕上げを行う）
　　二　その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q6　CAD／CAMやCNC機を導入されている場合、その導入の動機は次のどれですか？当てはまるものすべて
の記号を0で囲んでください。

イ　終日（24時間）機械を稼働するため。
ロ　多品種少量生産に対応するため。
ハ　品質を向上させるため。
二　省力化のため。
ホ　受注先を分散させるため。
へ　生産コストを削減するため。
ト　発注先のCAD設計に合わせるため。
チ　その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q7　その場合、導入によって、目的は達成されましたか？

イ　された。
ロ　されない。

ハ　どちらともいえない。

Q8　CAD／CAMやCNC機の導入に際し、そのオペレーターをどのように確保しましたか？

イ　CAD／CAMやCNC機の実習経験のある新規学卒者を採用した。
ロ　機械メーカーの訓練プログラムに従業員を参加させた。
ハ　経験のある人材を中途採用した。
二　その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q9　次の①、②、③にっいて、イとロのいずれにあてはまりますか？0を付けてください。
①　自社ブランドはありますか？　　　　　イ　自社ブランドがある。　　ロ　ない。

　②商品企画を自社でやっていますか？　イ自社で企画している。ロしていない。
③　原材料を自社で購入していますか？　　　イ　自社で購入している。　ロ　卸商や親企業から支給されている。

Q10　他の企業と共同開発を行っている場合、それぞれについてどの業種の企業とどのような内容の共同を行って
いるか、また参加企業相互の関係が、イ発注企業と共同、ロ外注企業と共同、ハ下請け企業相互の共同、ハ異業種交
流、二その他（具体的に　　　　）についてもご記入ください。

研究開発の内容 参加企業とその業種 参加企業の相互の関係

Q11　品目とロットにっいてお答えください。

①昨年度製造・加工または販売した品目の数（デザイン、スタイル、価格が同じものを一品目とする）はどのく

　らいでしたか？約（　　　　　）品目
②昨年度製造・加工または販売した品目の最小ロットと最大ロットをお答えください。r
　最小ロット　（　　　　　　　　　）
　最大ロット　（　　　　　　　　　）
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Ql2　従業員にっいて次の区分に従って、人数と月間所定労働時間、先月の月間平均時間外労働時間をご記入くだ
さい。

職種区分 常用 臨時 パート 家族従業員 所定労働時間 所定外労働時間

編立て工 人 人 人 人 時間 時間

糸繰・整経工

縫製工

仕上げ工

デザイナー・

@カラリスト

パタンナー

グレーダー

マーカー

マーチャンダイ
@ザー

技術者

事務職員

営業・販売員

管理職

役員

合　　計

Q13　外国人研修生は何人いますか？また、どのような職種に就いていますか？研修生以外の外国人は何人います
か？

職　　　　　種 外国人研修生 研修生以外の外国人労働者

Q14　シフトワークはありますか？

　　イ　ある　　　C　　　　）交替制　　　　　ロ　ない

Q15　期限を限って別の職務に移る、応援制度はありますか？

　　イ　ある　　　名称（　　　　　）　　　ロ　ない

Q16　賃金形態は次のどれですか？

　常用　　　　イ　月給制　　ロ　日給月給制　　ハ　日給制　　二　時給制　　ホ　年俸制

　臨時　　　　イ　月給制　　ロ　日給月給制　　ハ　日給制　　二　時給制　　ホ　年俸制

　パート　　　イ　月給制　　ロ　日給月給制　　ハ　日給制　　二　時給制　　ホ　年俸制

　家族従業員　イ　月給制　　ロ　日給月給制　　ハ　日給制　　二　時給制　　ホ　年俸制

・90一



Q17　次の社会保険に加入している従業員数をお答えください。

　イ　雇用保険（　　　　　　　　　　　　　）人
　ロ　労災保険（　　　　　　　　　　　　　　）人
　ハ　健康保険（　　　　　　　　　　　　　）人
　ホ　厚生年金（　　　　　　　　　　　　　）人　　　国民年金（　　　　　　　　　　　　　　）

Q18　前会計年度でみた一年間の総売上はいくらでしたか？　（　　　　　　　　　　　　）万円

Q19　前会計年度の取引先企業を売上額の多い順に五社ご記入ください。

企業名（所在地） 業　種 売　上　高 取　引　内　容

例 オンワード アパレル総合卸 2800万円 紳士用外衣のライセンス生産

1

2

3

4

5

　註；所在地は市町村までで結構です。企業名が極秘事項の場合にはA社、B社、　C社で結構です。取引内容は、
①　自社デザイン、自社ブランド完成品の納入、②　ライセンス品の供給（他社ブランド完成品、OEM生産を含む）、
③まとめ（総組立）の下請け、④部分工程（染色、編み立、裁断、縫製、仕上げなどのうち一っまたは複数の工程）
の下請け、⑤その他、の区分を用いてください。

Q20　前会計年度に御社が外注先として利用された企業は何社ありますか。次の区分に従ってご記入ください。

取　引　内　容 企 業 数 総 取 引 額

ライセンス生産 社 円

まとめ（総組立） 社 円

染色 社 円

編み立て 社 円

裁断 社 円

縫製 社 円

仕上げ 社 円

合計 社 円

Q21　協力企業会をっくっていらっしゃる場合には、その名称と加盟企業数をお答えください。

　　名称（　　　　　　　　　　　　　　）　　企業数（　　　　　　　　　　社）

Q22　御社の現在の主な製品または業務内容をお答えください。（例　婦人外衣製販、肌衣縫製など）

　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

集計コード mエエエコ［工ココ　［［［□　［エエエコ
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生産設備と従業員に関する質問紙

Q1　次の機械の保有台数、うちNC機台数、平均週問稼働時間をお答えください。また、それぞれの保有機械
にっき、①教育を受けた程度の従業員の人数、②一人で操作できる従業員の人数、③自分で段取りができ
る従業員の人数、④その上に操作方法を他の人に教えられる従業員の人数、をそれぞれお答えください。

機械の種類 保有台数 うちNC
@台数

平均週稼

ｮ時間

教育を受

ｯた程度

一人で操

?ﾅきる
段取りが

ﾅきる

人に教え

轤黷

MC 台 一　　台 時間 人 人 人 人

旋盤
一

フライス盤

研削盤

ローノレ
｝

パワープレス

トグルプレス

ルキションプレス

液圧プレス

熱間鍛造機

パフレース

自動研磨機

バレル研磨装置

洗浄装置

電解装置

鍍金装置

焼入・焼鈍装置

溶断・溶接機

金属塗装装置

プラスチック射出

@　　成型機

その他機械
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Q2　機械に異常が発生したとき、次の対応がとれる従業員はそれぞれ何人いますか。

イ　プログラミングの手直しができる　　　（　　　　　　）人
ロ　不良への対応ができる　　　　　　　　（　　　　　　）人
ハ　機械関係の修理ができる　　　　　　　　（　　　　　　　）人

二　電気関係の修理ができる　　　　　　　　（　　　　　　）人

Q3　U宇型ラインなど・多工程持ちに対応した設備の配置の工夫をしていますか。該当する符号を0で囲んで
ください。

イ　している。　　その名称（　　　　　　　　　　　）
ロ　していない。

Q4　NC機やMCを導入されている場合、その導入の動機は次のどれですか。0で囲んでください。

イ　終日（24時間）機械を稼働させるため。

ロ　多品種小ロット生産に対応するため。

ハ　品質を向上させるため。

二　省力化のため。

ホ　受注先を分散させるため。

へ　生産コストを削減するため。

ト　発注先のCAD設計に合わせるため。
チ　その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q5　その場合、導入によって、目的は達成されましたか。

イ　された。

ロ　されない。

ハ　どちらとも言えない。

Q6　御社の生産工程にあわせた機械・装置類の開発、及び周辺技術の具体例があれば、図をつけてご記入くだ
さい。

Q7　研究・開発担当の部局があればその名称とスタッフの数をご記入ください。また、公式の部課の組織図と
は別に、研究開発の特別チームを随時編成することがあればその名称と役割にっいてご記入ください。

研究開発担当の部局名（　　　　　　　　　　）　スタッフ人数（　　　　人）
特別チームの名称　　　（　　　、　　　　　　　）　役割（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Q8　他の企業と共同開発を行っている場合、それぞれについてどの業種の企業とどのような内容の共同を行っ
ているか、また参加企業相互の関係が、イ　発注元企業との共同、ロ　外注先企業との共同、ハ　下請け企業相

互の共同、ハ　異業種交流、二　その他（具体的に　　　）についてもご記入ください。

研究開発の内容 参加企業数とその業種 参加企業の相互の関僚
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Q9　御社が他社にないと誇れる、新しい技術、経営手法がありましたらご記入ください。

Q10　従業員について次の区分に従って、人数と所定労働時間、先月の平均時間外労働時間をご記入ください。

職種区分 常　用 臨　時 パート 家族従業員 所定労働時間 所定外労働時間

直接生産工程従事者

iオペレーターなど） 人 人 人 人 時間 時間

間接生産工程従事者

i保守工など）

技術者

事務職員

営業・販売員

管理職

役員

合　　　計

Ql1　シフトワークはありますか。　　　イ　ある（　　　　）交替制　　　　　　ロ　ない

Q12　外国人従業員は何人いますか？またどのような職種に就いていますか？

職　　　種 外国人研修生 研修生以外の外国人

Q13　賃金形態は次のどれですか。該当する符号に0をっけてください。

　常用　　　　イ　月給制　　ロ　日給月給制　　ハ　日給制　　二　時給制　　ホ　年俸制

　臨時　　　　イ　月給制　　ロ　日給月給制　　ハ　日給制　　二　時給制　　ホ　年俸制

　パート　　　イ　月給制　　ロ　日給月給制　　ハ　日給制　　二　時給制　　ホ　年俸制

　家族従業員　イ　月給制　　ロ　日給月給制　　バ　日給制　　二　時給制　　ホ　年俸制

Q14　次の社会保険に加入している従業員数をお答えください。

　雇用保険　　（　　　　　　　　）人

　労災保険　　（　　　　　　　　）人

　健康保険　　（　　　　　　　　）人
　厚生年金保険　　（　　　　　　　　　）人　　　国民年金保険　　（　　　　　　　　）人
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Q15　前会計年度でみた1年間の総売上額はいくらでしたか。　　（　　　　　　　）万円

Q16　前会計年度の取引先企業を売上高の多い順に、例にならって5社ご記入ください。

企業名（所在地） 業　　種 売　上　高 取　引　内　容

例 N工業（坂城町） 射出成形機製造 1，6000　万円 2　総組立工程の下請

1

2

3

4

5

　註；所在地は市町村までで結構です。企業名が極秘事項の場合にはA社、B社、　C社で結構です。取引内容は

①自社設計完成品の納入、②下請け総工程のまとめ（切断・地抜きから生地製造、そして研磨工程までのま
とめなど）、③　生地製造、④　切断・地抜き、絞り、研磨、鍍金などの単一工程の加工　、⑤　その他、の区

分を用いてください。

Q17　前会計年度に御社が外注先として利用された企業は何社ありますか。次の区分に従ってご記入ください。

取　引　内　容 企 業 数 総 取 引 額

完成品の納入 社 万円

下請け総工程のまとめ 社 万円

生地製造 社 万円

単一工程の加工 社 万円

合　　計　　「 社 万円

Q18　協力企業会をっくっていらっしゃる場合には、その名称と加盟企業数をお答えください。

　　　名称　（　　　　　　　　　　）　企業数　　（　　　　　　　　　社）

Q19　御社の現在の主な製品または業務内容をお答えください。　（例　ナイフ歯付け、地抜きなど）

集計コード

ロココ［［［口口［エエエエ］口：口［エエ］
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